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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京電力㈱殿、柏崎刈羽原子力発電所・第5号機
日立は創業以来、たゆまぬ研究開発によって技術革新を重ね

「自主技術の確立」に努力を傾けてきました。

原子力発電の分野でも、いち早く昭和29年に原子力技術の開発に着手。

以来、我が国の沸騰水型（BWR）原子力発電所建設の一翼を担うとともに、技術の蓄積と向上に努めてきました。

現在この技術は、改良型沸騰水型炉（ABWR）とじC適用され、

さらに原子力エネルギーをより有効に活用する新型転換炉（ATR）や高速増殖炉（FBR）の開発にも活かされています6

ヨ立は、より豊かな社会の建設に向け、ク勃一プの総合技術力と先端技術を駆使し、

みなさまのお役に立ちたいと願っていま曳

く主要製品〉鯵沸騰水型原子力発電プラント機器および燃料㊧新型炉発電設備機器（高速増殖炉、新型転換炉など）

　　　　　鯵原子力燃料サイクル機器鯵核融合実験装置

圖童原子力鰭電用機器

⑨株式会社日立製作所
お問い合わせば皿原子力裏業部・電力営業本部〒101一旧菓京都千代田区神田駿河台四Tiヨ6番地
電話／東京（03）3258一】111〈大代〉または叢密りの支社へ北海道（01D261－3131・菓コヒ（022）223－012ト
横浜（045）451－5000・北陸（0764）33－8511・中部（052）243－3m・関西（06）281－1m・中国（082）223－4m・
四国（0878）31－2111・九州（092）741－m1



日本原子力産業会議　　第26回原産年次大会

会長　向　坊　　隆　　準備委員長　唐津　一

基調テーマ

「原子カー明日の地球のために」

　東西冷戦時代が終結し、世界的な核軍縮が促進されるなど、叢近の国際環境が刻々と大きな変化

を遂げている中で、わが国は原子力分野はもとより、広範囲な分野において穰極的な国際貢献が要

講されております。また、本年7月には東京サミット（主要先進国首脳会議）の開催が予定され、

政治・経済の両側面から、わが国の異体的対応に関心が寄せられています。

　今大会では、このような諸情勢を踏まえ、地球の観点から原子力をとらえ、地球環境の保全と世

界のエネルギー安全保瞳に大きく貢献する原子力の平和利用を進めるうえでの国内および国際的な

課題について、国内外の権威者、専門家による講演および討論を行います。今回はとくに、米航空

宇宙局が進めてきた火星の生命探査計爾にコンサルタントとして参加後、　「地球が一つの生命体と

して機能、進化してきた」とのガイア仮説論を提唱し、世界から注目を集めたラブロック博士を英

国から招請し、特別講演を行います。

　さらに、内外の参加者と講演者の討論にも十労な時間を割き、わが国の原子力開発利用長期計画

をテーマに、オープンな場における議論を展開することといたします。また、今、内外の野鳩とな

っているプルトニウム利用問麺に焦点をあて、有意義な討論の展開と貴重な意見が円滑に交わされ

ることを期待するとともに、設備の安全性を追求する信頼性工学の面からみた原子力技術をテーマ

に討論を行うほか、チェルノブイリ事故から7年を経過した今日の事故影響評価の実態を明らかに

し、さらには薪たな情勢に対応した国際核不拡散のあり方をめぐっての国際的討論を行い、国際核

不拡散体制の維持、強化の方策などをさぐるものとします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’貯　　　。。聾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら　　びハね　へづ　　げゴ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　饗夕



　　　　　　　　　　　　ぐ参加者との討論〉

注記塁く参加者との討論〉本大会では、内外の参加者とスピーカーの討論

に十労時間を割いています㊤各セッションとも来会のみなさんからの活発

な質問・コメントをお願いし蒙す鱒
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　第26回原産年次大会総括プログラム

　平成5年4月14B〈水）～16日（金）
於　パシフィコ横浜国際会議センター　1階メインポール

第　1　日 第2　日 第3　日
4月14日（水） 4月15日（木） 4月16B（金）

開会セッション セッション2 セッション4
（9：00～13：15＞ （9：00～12：00） （9：00～12：30）

午

年次大会準備委員長挨拶 「今なぜプルトニウム 「チェルノブイリ事故後

原産会長所信表明 か」 7年を経た今は一何が

原子力委員会委員長所感 真実か」

前 〈特別講演〉

〈招待講演〉 〔パネル討論〕 〔パネル討論〕

A午　餐　云

（12：15～14：15） （昼休み）

通商産業大臣所感

（昼休み） 〈特別講演〉

於　パシフイコ横浜

3二大会議室
一一一一一一一一一一一一｝輔楠単一一一一一一一一一｝

原子力映画上映

午 （13：00～14：00）

セッション5

セッシ詔ン1 セッション3 （14：00～17：30）

（14：30～18：15） （14：30～18：00）

ド国際核不拡散のあり方

「わが国の原子力開発の 「原子力技術一その信頼 一新たな情勢に対応し

あり方」 性とは・一・」 て」

後

〔パネル討論〕 〔パネル討論〕

〔パネル討論〕

レセプション

（18：30～20：00）

於　パシフイコ横浜

3階大会議室

3一



4月■4日（水）
開会セッシ灘ン（9：00～13：15）

　
夢雄
鳥

正
賑膝

谷
馬
具

：
会

長
大
議 北陸電力（株）社長

年次大会準備委員長、菓海大学教授

原産会長所信表明
　　向　坊　　隆 （社）日本原子力産業会議会長

　原子力委員会委員長所感
　　　中　島　　衛　　　　　　　原子力委員会委員長、国務大臣・科学技術庁長官
〈特別講演〉
　「原子力を惑星の観点から考える」
　　　5．E．ラブロック　　　　英国学士院会員

議長：下　邨　昭　三　　　　　　日本原子力研究所理事長
く招待講演〉
　「原子力発電の安全および平和利用のための国際協力」
　　　H．ブリックス　　　　　　国際原子力機関（IAEA）事務局長
　「米国における原子カー変革の課題」
　　　E．G．　ドプランク　　　　　米国原子力規制委員会（NRC）委員
　「ロシアにおける原子力発電一現状と将来展望」
　　　V．N．ミハイロフ　　　　ロシア原子力大臣

議長：野　澤　清　志　　　　　　日本原燃（株）社長
く招待講演〉
　「申国における原子力発電の現状と見通し」
　　　緒　心　雄　　　　　　　　中国核工業総公司総経理
　「フランスにおける原子力展望と燃料サイクル・バックエンド研究計画」
　　　Y．デスカタ　　　　　　　フランス原子力庁（CEA）次官

セッション■（14：30～18：15）
わが国の原子力開発のあり方
議長：：佐和　隆　光 京都大学教授・経済研究所所長

〈問題提起〉
　「原子力開発における長期計画の諸問題」

　　　秋山　守　　　東京大学教授
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東京大学教授
東京工業大学教授・原子炉工学研究所長
米国原子力学会（ANS）次期会長
欧州原子力学会（ENS）会長
関西電力く株）取締役
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米国エネルギー省原子力担当次官補代行
インドネシア原子力庁次官

レセプション（18：30～20：00）
於　パシフィコ横浜　国際会議センタ～3階大会議室
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4月■5日（木）
セッション2（9：00～12：00）
今なぜプルトニウムか
議長：鳥　井　弘　之 日本経済新聞社論説委員

〈基調講演〉
　「わが国のプルトニウム利用政策について」

　　　石田寛人　　 科学技術庁原子力局長
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弁護士
東京電力（株）取締役

動力炉・核燃料開発事業団企画部長
毎日新聞社科学部

〈参加者との討論〉

午餐会（12：15～14：15）
於　パシフィコ横浜　国際会議センター3階大会議室

通商産業大臣所感
　　森　　喜　朗 通商産業大臣
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慶慮義塾大学教授

原子力映画上映く13：00～14：00）
於　パシフィコ横浜　国際会議センター1階メインポール
　・「地域と共に歩む　一　原子力発電所のある町から」
　・「未来への架け橋　～Let’sthink　together～　」

セ1ッション3（14．30～18：00）
原子力技術一その信頼性とは・・一
議長：勝部領樹 ジャーナリスト，前TVキャスター

〈問題提起〉
　「原子力と信頼性」
　　　唐　津　　一 東海大学教授

〈パネル討論〉
　パネリスト：
尾
菅
中
藤

関
野
村
冨

雅
文
政
正

則
友
雄
晴

松　浦　祥次郎

（財）鉄道総合技術研究所理：事長

東京理科大学教授
読売新聞社論説委員
通商産業省資源エネルギー庁
　公益事業部原子力発電安全管理課長
日本原子力研究所理事

コメンテーター：
　　J．　A．　パーライト ウレンコ社社長

〈参加者との討論〉
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4月亙6日く金）
・セッション4（9：00～12：30）
チェルノブイリ事故後7年を経た今は何が真実力》

議長：田　島　英　三 （財）原子力安全研究協会理事長

〈基調講演〉
　「チェルノブイリ事故後の影響評価」

　　　藏本淳　　広島大学教授・原爆放射能医学研究所所長
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ベラルーシ保健省血液学輸血学研究所所長
NHK解説委員
同　前
英国立がん研究基金　疫学統計学者
ロシア医学アカデミー会員・放射線科学センター所長

〈参加者との討論〉

セッション5（14：00～17：30）
国際核不拡散のあり方一新たな情勢に対応して
議長：堂之脇　光　朗 特命全権大使

〈基調講演〉
　「国際核不拡散のあり方」
　　　今　井　隆　吉 （社）日本原子力産業会議常任顧問

元軍縮会議日本政府代表部特命全権大使

　
　
　
　
ル

　
　
　
　
テ

　
　
　
ス
ル
吉
ス

　
　
ド
ク
オ
　
一

　
　
マ
ッ
フ
隆
ダ

〉
：
ッ
リ
ラ
　
ン

論
ト
ア
ブ
ド
井
サ

討
スル
リ
ー
H
H
A
フ
B

ネ
ネ
f
　
マ

ノ
　

ノ

＜

パキスタン原子力委員会委員長
国際原子力機関（IAEA）事務局長
フランス原子力庁（CEA）国際局長
同　前

国際核拡散防止プログラム（PPNN）議i長

〈参加者との討論〉
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4月14日（水）

開会セッション（9：00～13：14）

〈特別講演〉



原子力を惑星の観点から考える

英国学士院会員

」．E．ラブロック

　宇宙の探求は、われわれに地球を外部から、これまで見たこともないものを見せてくれ

る。われわれは美しい青と白の天体の驚くべき光景を見ており、それはある意味において、

ほとんど宗教的ともいえる1っの聖画像となってきている。また、われわれは科学的な機

器を通して、われわれの惑星を眺め下ろす視点と全体論的で近代科学の世界の尺度を超え

たものを持った。

　あの宇宙からの地球の光景は、科学と哲学に変化をもたらし、われわれに、われわれ自

身の存在の結果とわれわれがいかに地表と大気を変えたかを知らしめた。あの火星や金星

の様な死んだ惑星と非常に異なったあの光景は、私に、地球が自律機能を持ったシステム

であり、生物の有機的組織体とそれらの物質的な環境とが密接に結びつくことにより出来

上がっている存在であることを知らしめた。これがかイア理論であり、まだ一般的には受

け入れられてはいないが、科学から導き出された視点である。それは異なる未来を予測す

る理論である。ここでは環境における急激な非線形的な変化が可能となる。これとは対象

的に、従来の知識では、汚染と変動に釣りあった変化を予測し、環境の変化が進行するが

逆戻りも可能であるという誤った印象を与えてしまう。もし、私が正しく、気候と環境が

自律機能を持ったものであるならば、われわれは今、この自然の作用を侵害しており、そ

れに対して無知である。今、われわれとわれわれの家畜は、光合成で得られた炭素全量の

40％を使うほど数が多い。化石燃料の燃焼による動力の使用と畑を供給するための自然

の生態系の破壊は、世界の人ロが10億入のオーダーしかいなかった時には問題はなかっ

た。今や、われわれは、これらの行為がわれわれ全体とわれわれの時代の生物圏に脅威を

与えるほど非常に数が多い。われわれは地表と大気の構成において、前例のない変化をも

たらしっっあり、われわれ自身、その結果がどうなるか分からない。将来の気候と地球を

予測する科学者達は、コンピュータによるモデルを用いて行っているが、そのモデルには

空気のガスがほとんど含まれてはいない。彼らは最善を尽くしているが、彼らの地球のモ

デルには、雲や海洋や生態系が含まれていないことを簡単に認めるだろう。彼らは、まだ、

それらをどうやって組み込んだら良いのか分からないのである。今日、将来の予測はほと

んど推測にすぎず、それらがわれわれの前にある以上、それらを使わなくてはならない。

われわれが何らかの作用をなす場合、もしくはなにもないにしても、われわれ自身がその

一部であるか、またはそのパートナーである地球という非常にすばらしい超有機組織体を

考えてみたらどうか。もし、われわれがこの惑星的な観点をとったならば、第一に来るの

一9一



は人類ではなく地球である。気候とわれわれが呼吸している大気は、地球化学のなんらか

の偶発的な副産物ではなく、超有機組織体の特性である。将来、われわれは技術を賢明か

つ慎重に使う必要があろう。そして、原子力発電はそこで重要な地位を持つに違いない。
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原子力発電の安全および平和利用のための国際協力

国際原子力機関（IAEA）事務局長

　　　　　　　　　　H．ブリックス

　原子力安全と平和利用は不可分であり、原子力界、すなわちIAEAと全世界がめざし

ている基本的な目標である。この安全と平和利用にとって、1993年は見過ごすことの

できない年だった。

　安全については、決して気をゆるめることはできない。IAEAの安全関連サービス活

動の利用や国際原子力事故・故障評価尺度（INES）の活用が拡大・進展していること

は喜ばしい限りである。国際原子力安全条約に関する作業は目下進行中だが、その範囲、

形式について各国間で意見の相違が多数あり、共通基盤について目下協議が行われている。

　題ソ連・申東欧諸国の原子力発電所の安全問題の関心が高まっており、その状態を改善

するため多くの支援案が検討されている。このような支援は、これまでの懸案であり、ま

た、原子力がこの地域の多くの国々で今後重要なエネルギー・ミックスとしての役割を果

たすことが明らかであることから、重要なことである。

　IAEAのほかに、G7，G24，EC委員会、欧州復興開発銀行、欧州投資銀行，世

界原子力発電事業者協会（WANO）、世界銀行、そして最近は国連欧州経済委員会や国

連開発計画（UNDP）が、それぞれ応分の役割を果たしている。これは広範囲にまたが

る双務構想や「統合」協定に追加して行われる。IAEAは政策決定者が全体を把握でき

るように、この活動すべてを記録したデータバンクを作り、活動の：重複や遺漏を避けてい

る。

　この支援活動には弾みがついているが、膨大な作業が前方に横たわっており、その上、

支援する側の国は、その限られた資源に対して次第に多くの期待がかけられるようになっ

た。IAEAとしては、原子炉の診断を引き続き行い、VVER－440／230　だけでは

なく、VVER－440／213，　VVER－1000およびRBMKなども診断することに
なろう。

　原子力の平和利用については、核不拡散問題が最近ニュース種になることが多い。それ

は、例えばイラク、北朝鮮、南アフリカの関係であったり、さらには旧ソ連各国やプルト

ニウム論争の関係であったりするが、プルトニウム問題については、IAEA内で近ごろ

“新たに注目”されている。

　明るいニュースとしては、START－1、START－2の交渉、核実験の凍結など、

1995年に開催される核不拡散条約（NPT）再検討会議への明るい兆しとなるものだ

が、その一方で、イラクの秘密の原子力計画が暴露されたことにより、公表されない施設

をどの様にして確認するかの問題が提起された。また、北朝鮮の核施設の査察拒否と、同
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国のNPTからの脱退通知は、深刻な問題を提起した。

　イラクでの経験に基づき、多くの地域でIAEAの保障措置が急速に強化された。これ

1こは、公表されない物質、作業、サイトについての別ルートからの情報供与；このような

サイトに対する査察権の再確認；ならびに、核物質の輸出入、特殊機器やこれに関連した

ある種の非核物質などについて、データベースとして自発的にIAEAに報告する計画が

含まれる。このように、もし必要な結果が導き出されることになれば、イラクは有益な教

訓となるだろう。

　IAEAの査察量が、旧ソ連、ラテンアメリカ、その他の地域で増加しており、緊急の

課題となっている。これは、EURATOM加盟国に関する限りでは作業分担新協定によ

る人材投入策である程度解決されるだろう。もし、IAEAが核兵器解体などによる核物

質の平和目的への転用を確認するという特別任務を委託されるとすれば、これは新しい挑

戦であり、新たな入材・資源が必要となろう。

　安全と核不拡散の両面において、絶え間なく、強力に国際協力を続けることにより、原

子力は、重要で、環境に優しい、すぐ利用できるエネルギー源として有益であることが、

今後の数十年間で首尾よく証明されるであろう。
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米国における原子カー変革の課題

米国原子力規制委員会（NRC）委員

　　　　　E・ゲイル・ド　プランク

　今後も原子力エネルギーおよび核物質の平和利用を継続するには、ひとえに世界の全て

の国で、放射線影響から公衆を防護することに大きく依存している。今日、原子力の社会

はますます狭い世界となっており、我々は共同して、たえず変化をとげている環境に対し

てチャレンジして行かなければならない。

　米国では過去数年問、数多くの変化を経験しており、社会全体とともに原子力社会の新

たな課題が提起されている。変化の1つとして、昨年10月制定された国家のエネルギー

戦略を成文化した1992年こ〔ネルギー政策法がある。この法律は、原子力発電所への許

認可発給や新型原子炉、ウラン濃縮および高レベル放射性廃棄物など原子力の主要な問題

に影響を与えるものである。こうした変化へ挑戦の効果が十分に現れるのはまだ時間を要

する。

　また、1992年における重要な出来事としては、米最高裁が1985年の低レベル放

射性廃棄物政策改正法の『権限処置条項』に対して、違憲であるとの裁定を下したことが

ある。この条項は各州に対して、もし1996年1月1日までに州または州間協定により

処分施設が準備できなかった場合、各州に対して、それぞれの権i限の範囲内で発生者から

の低レベル廃棄物に対する法的権利ならびに所有の義務を負わせる。あるいは、すべての

損害に責任を負わせるものである。この低レベル廃棄物管理に関する最高裁の裁定の潜在

的なインパクト、ひいては原子力コミュニティーにおけるそれはまだ明確にはなっていな

い。

　さらに、ブッシュ大統領からクリントン大統領への政権の移行によっても変化が生じつ

つある。1993年2月17日、クリントン大統領が議会で行った演説には、変更の可能

性が暗示されている。新大統領はその中で、エネルギーの内容に応じてBTU単位で課税

する新しいエネルギー消費税を提案した。また、特定の新型原子炉に対する研究予算の削

減の意図を示した。しかしながら、まだこの時点で、これらの提案がどの様に現実化し、

新政権が原子力発電に関連したエネルギー政策をどの様に具体化していくかについて述べ

るのは時期尚早である。

　一方、米原子力規制委員会では、運転認可更新や新型炉設計認証、低レベル廃棄物と高

レベル廃棄物の貯蔵および処分、除染とデコミッショニングなどの分野で前向きに取り組

んでいる。

　米国が変化の課題に直面している現在、世界の情勢も米国ならびに世界の原子力界にイ

ンパクトを与えながら変化し続けている。国際的な課題としては、旧ソ連や東欧における
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政治的変化に起因するもの、原子力安全国際条約による国際的に受容され得る安全性の確

立に向けた試み、国際原子力機関とその加盟諸国を通じた十分かっ効果的な安全性と保障

措置の計画を確実なものにするための努力、そして、各国が直面している放射性廃棄物に

関する諸問題などが含まれる。

　変化は新たな課題をもたらすが、そこからは力とコミットメントが生みだされる。世界

各国は共にこの変化の課題を認識し、原子力エネルギーと核物質の平和的利用が、人類の

ために、そして環境の向上となることを確実なものにするために共同して取り組まなくて

はならない。
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ロシアにおける原子力発電一現状と将来展望

ロシア原子力大臣

V．　N．　ミハイロフ

　チェルノブイリ事故および国家の政治経済体制の転換によって、ロシアにおける原子力

に関する展望が不明確であった数隼間を経て、現在では、原子力の～層の発展を目指す、

かなり明確な里程標が具体化してきている。これらの客観的な里程標は、現在の経済的、

生態学的状況によって影響されている。

　ロシアにおける経済改革のプログラムは、工業的、経済的複合体のすべての構成要素に

対する信頼できるエネルギー供給に立脚すべきである。すなわち、ロシアのような巨大な

国では、堅実な長期目標を含めて、国家のエネルギー政策に関する明確な概念なしにプロ

グラムを設定することは出来ない。

　原子力エネルギーの生産発展の概念は、ロシアのエネルギー・燃料システムにおける位

置づけと役割、その発展の方向を定義するとともに、戦略的な長期目標に基づいて実際的

な課題を提供している。

　この概念は、部門開発のためのフレキシブルな戦略として考えられるべきものであり、

定期的に明確化・具体化され、2010年までのロシアの原子カエネルギー生産発展のた

めのMINATOM（原子力省）の総合計画として実際に遂行されるよう立案されている。

　ロシアのエネルギー・バランスにおいて原子力のシェアはわずか3％と控えめであるの

にもかかわらず、原子力は現在、ロシアの多くの最も重要な電力およびエネルギー・シス

テムのなかで基本的な位置を占めており、将来は多くの領域において最も経済的に便利な

エネルギー源になるであろう。これまでに知られている原子力の有利性を考慮すると、発

電に占める原子力発電の割合は、ロシア全体では平均して30％まで、また、そのヨーロ

ッパ部分では50％まで増加し得る。

　原子力エネルギー生産のさらなる健全な発展のためには、運転中の原子力発電所の安全

性の絶対的確保、およびその生態学的、経済的有利性の最大限活用した次世代型炉の設計

が必要であるのは明らかである。そのような高度な安全レベルを備えたプラントの開発は、

社会的経済的に重要な意味をもつ国家的な課題である。

　この計画の枠組のなかで、寿命に達した原子力発電所や多くの石炭火力発電所が新規原

子力発電所でリプレイスされる（比較的わずかな増加）ことになろう。原子力発電所の設

備容量は、1992年の2000万kWから200◎年には2750万kWに、そして、

2010年には4000万kWに増大し、2600億kWhの電力を供給することになろ
う。この計画の予測される重要な特色は、非（国家）予算財源の最大限の利用を含めて、

三つの異なった財源を期待していることである。
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　ロシアの原子力エネルギー生産および経済の現状を考慮に入れると、計画は次のような

段階に分けられる：

　1993年一2000年：この「課せられた」、「修復の」期間に、現在運転中の原：子

力発電所の改善とそれらの安全性の向上が行なわれ、初期にスタートした建設工事による

原子力発電設備容量の増加はわずかである。第二の段階における原子力エネルギー生産の

健全な発展をもたらすために、第一段階には現存の諸技術を基礎にして新世代の（安全性

を同上した）パイロット・ユニットの設計と建設が含まれる。この段階の終わり頃までに

は、小容量のパイロット・ユニットが遠隔地のエネルギー供給のために建設されるだろう。

　2000年一2010年：この段階は新世代の発電ユニットによる設備容量の増大で特

徴づけられる。またこの段階は、寿命に達したユニットの組織的な廃止措置の始まりでも

ある。

　2010年後の段階は、大規模な原子カエネルギー生産の時期と考えられる。その技術

的な基盤は、これ以前の段階で、燃料供給の状態及び生態学的な諸問題と関連して、準備

されるだろう。

　計画には、原子力エネルギー生産における重要な安全確保対策、原子力発電所の要員訓

練、必要な研究開発の実施、実験研究基盤の開発、国際的、社会的及び法的活動が含まれ

ている。原子カエネルギーの生産発展の絶対的な安全確保のために、この計画の実行のた

めの各部門の技術能力の存在が、専門家の分析によって確認されている。

　この計画は、すでに実際的には実行に移されている。1992年末にロシア連邦政府は

政府決定を採択したが、これは、事実上、2010年に向けてのロシアにおける原子力発

電所の建設計画に相当するものである。この計画の遂行は、環境保護や世論に関するロシ

アの既存の法制および原子力施設をその区域内に建設することに対する地方・地域当局の

合意と健全な調和がもたらされるよう工夫されている。原子力発電所の建設に関する技術

プロジェクトを採択するためには、酷寒生態学的審査機関による肯定的な結論が必要であ

る。

　前述の政府決定は、部門におけるよどみを緩和し、この国のエネルギー生産体制に原子

力を加えることによってエネルギー源の安全性と節約を取り入れる有効な可能性を示して

いる。それは、現存技術の漸進的な改良および新世代技術の開発と結びついて、原子カエ

ネルギー生産の永続的な発展を準備するものである。
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中国における原子力発電の現状と見通し

中国核工業総公司総経理

　　　　　　　蒋　心雄

　最初に、中国におけるユ980年代の原子力発電開発について紹介する。この時期の大

きな動きとしては、秦由原子力発電所（30万kW・PWR原型炉）プロジェク1・と中国

と香港とのジョイント・ベンチャー建設（JVC）プロジェクトである大亜湾原子力発電

所く90万kW×2・PWR商業炉）の進展である。2000年までの中国における原子

力発電計画としては、秦山原子力発電所のH期計画（60万kWx2・PWR）が具体化

しており、本年には同発電所の詳細設計とサイトの掘削工事がスタートしている。その一

方で、原子力発電の開発に合わせて、1950年代に着手された原子燃料サイクルの強化

・拡充も並行して行われている。講演のイントロダクションでは、原子力開発および原子

力の安全確保に関する中国の政策についても述べる。

　続いて、中国の「一層の改：革・解放政策」に基づき、核不拡散条約（NPT）のために

なされた貢献と、1980年代から原子力・原子力安全分野において行われている国際協

力強化に向けられた努力について述べる。国際協力を強化する政策というのは原子力発電

開発の自立をベースとしたものであって、核拡散を擁護し進めるものではないし、原子力

の輸出入の原則に反するものではない。

　講演の結びにあたって、中国が原子力開発における諸外国との国際協力の促進を望んで

おり、人類の利益のために当然の貢献を行う三二がある、という真摯な希望を表明する。
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フランスにおける原子力の見通しと燃料サイクルのバックエンド研究計画

フランス原子力庁くCEA）次官

　　　　　　　　　Y．　デスカタ

　フランスのエネルギー政策の基本方針は、エネルギーの有効利用に加え、競争力の維持

と自然保護を考慮に入れたエネルギー自給力の確保である。特1こ、原子力はこれらの条件

を満しており、約50の原子力発電プラントが国内電力需要の75％を供給している。

　来世紀の初頭においても、PWRは依然として次世代のフランスの原子炉の大部分を占

め続けることになるであろうことから、高速炉は、プルトニウムの専焼として用い、その

後は、限りある資源に対処するために使われるであろう。

　現在、建設中もしくは計画中のN4型原子炉以降は、新型PWRが欧州という枠内で、

開発されよう。すなわち、　『欧州電力共同事業』ならびにフランスードイッ共同の『EPR

（欧州型加圧水型炉）計画』である。

　フランスの戦略は燃料サイクル産業の完成であり、そのためには燃料サイクル完結の要

である使用済み燃料の再処理が重要である。現時点で、5000トンの使用済み燃料が再

処理されており、高レベル廃棄物1700体が固化された。

　しかしながら、その経済性の問題からFBRの導入が遅れているのをはじめ、プルトニ

ウムと廃棄物に関するPA上の理由から、プルトニウムの貯蔵を規制し、長寿命の高レベ

ル放射性廃棄物の管理を改善するための異なった方策が試みられている。

　この意味から、原子炉はプルトニウムの消費を最適化し、出てくる長寿命廃棄物の量を

最小限にすることを確実にしなくてはならない。1987年以来、既存の原子炉のプルト

ニウム・リサイクルは、90万kW炉心に30％のMOX燃料集合体の装荷が行われてい

る。今日、5基でこの燃料が装荷している。COG£MAがマルクールで建設中のプラン

トであるメロックスは、年間12◎トンのMOX燃料の製造能力を持ち、必要な場合、1

6基の原子力発電所分のMOX燃料装荷をまかなうことが可能である。

　高レベル廃棄物の管理と処分の問題は1991年に制定された法律で解決されなければ

ならない。同法は、高レベル廃棄物分野における研究開発の基本方針を示すとともに、1

5年以内に地下処分のための最適な解決方法を見いだすこととしている。

　低レベル廃棄物については、仏放射性廃棄物管理庁（ANDRA）によりスレーヌ近郊

に100万立方メートルの容量をもつ新貯蔵施設（オーブ貯蔵センター）がオープンされ

た。

　将来に備えるため、国の研究開発機関であるCEAは、燃料サイクルのバックエンドに

研究の重点をおいている。

　既存のPWRでのプルトニウム・リサイクルについては、　CEAはMOX燃料の成型加
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工を支援するとともに、MOX燃料の性能向上のための研究を行っている。さらに、MO

X燃料を全面装荷した新型PWRについても調査研究が行われており、　CAPRA計画で

は、高速炉でのプルトユウム消費を増加させるための最適な方法の確立をめざしている。

　核種分離および消滅のためのSPIN計画は、新型再処理技術とマイナー・アクチノイ

ド（ネプッユウム、アメリシウム、キュリウム）のような長寿命廃棄物およびいくつかの

核分裂生成物の消滅処理の研究が含まれている。フェニックス原子力発電所での実験に加

え、スーパーフェニックス原子力発電所がこの実証に役立っことになろう。

　また、ANDRAと協力して、一時貯蔵もしくは回収可能な廃棄物貯蔵と地下研究施設

に関する広範な研究が行われている。
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4月14日（水）

セッション1（14：30～18：15）

わが国の原子力開発のあり方

　原子力委員会は現行の原子力開発利用長期計画（1987年6月策定）の見直しを行う

ことを決め、1992年9月からその具体的な作業を行っている。ここでは、わが国の原

子力開発のあり方、すなわち原子力の位置づけ、研究開発、国際協力、燃料サイクル開発、

とくに高レベル放射性廃棄物対策等の進め方などをテーマに、参加者との討論の場も提供

しっっ、それらの討論を通して原子力開発利用長期計画への幅広い国民の意見の反映に努

める。

レセプシ旨ン（18：30～20：00）
於　パシフィコ横浜　国際会議センター3階大会議室



セッション1〈問題提起〉　要旨

原子力開発における長期計画の諸問題
東京大学工学部　秋山　守

　わが国は自らのエネルギー資源や広大な平地に恵まれない自然環境条件の中で、

近世においては高い水準の工業生産力を基軸としながら、豊かな社会・経済・文

化的な繁栄を実現し、今日に至った。高い人口密度を有するわが国が引続き発展

していくためには、適切なエネルギー資源の供給や技術力を今後とも確保し、向

上させていくことが不可欠であるといえる。

　ひるがえって世界を眺めれば、現在から近未来にかけて、高度情報化の急速な

進展に伴う新たな学術・文化・産業・社会構造・ライフスタイル等の創造的発展

が期待される一方で、地球的規摸での環境の悪化や南北あるいは多民族聞題等に

伴う国際政治経済的な対立激化がまずます懸念される状況にある。

　これらを勘案するに、わが国はエネルギー資源の確保や高度な工業生産の維持

向上を通じて自国の発展を図ることはもとより、今後はさらに創造的な科学技術

の発信、新しい世界観や価値観に通じる哲学や理論の開拓、そして、より合理的

なもろもろの国際的枠組みの構築努力などへの一層強力な参加を通じて、グロー

バルかつ長期的な諸問題の緩和と解決に向けて大きく貢献していくことこそが強

く望まれ、またそれが国際的責務であると考えられる。

　原子力はエネルギー・放射線利用の面で莫大な利益をもたらすことはもとより、

過去のどの時代においても常に最先端の科学技術をリードするものとして、世界

の主要国で率先してその開発利用への取り組みが行なわれ、わが国においても長

期計画のもとに、これまで着々と推進されてきたところである。

　しかし、最近の地球環境問題の深刻化、冷戦構造終結後の国際政治情勢の混乱、

核拡散に対する懸念の高まりなどは、これまでに経験したことのない新たな状況

の生起であると認識され、またわが国におけるいくつかの斜材、例えば高齢化、

学生の技術離れ、原子力発電の立地の困難化などへの対策も一段と考慮する必要

があることから、今回の原子力開発利用長期計画の検討においては、これまでに

も増して幅広く、かつ柔軟な見方に立った検討が進められているところである。

　長期的視点からの基本課題としては、①基軸エネルギーとしての確立（原子力

の位置付け、次世代炉の開発、立地の円滑な促進）、②長期的展望に立った総合

開発戦略（高速増殖炉開発、プルトニウム利用、放射性廃棄物処理処分）、◎基盤
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科学技術推進の強化（基礎研究の強化と原子力フロンティアの開拓、先導的プロ

ジエクトの推進）などが挙げられている。国際的視点からの基本課題としては、

①核不拡散等とわが国の役割（わが国の原子力開発の透明性の明確化、核不拡散

体制の維持・強化への積極的貢献、高速炉技術の柔軟な利用）、原子力技術先進

国としてのわが国の役割（国際的な原子力安全確保への貢献、途上国への支援）な

どが挙げられている。また、国民の理解と信頼を得るための視点からの基本課題

としては、①国民の理解の増進（原子力と社会・地域との共生）、②国民の信頼感

の醸成く安心感の得られる実績と進め方）、◎理解・支持される計画の策定（開か

れた長期計画）などが挙げられている。

　これらの基本課題はいずれも重要であるが、とくに平和利用と安全性を将来と

もに担保しつつ国際的相互理解のもとにグローバルな観点から、各国の原子力利

用を円滑に推進していく上においては、長期的視野に立った原子力開発利用の国

際的グランドデザイン、プルトニウムの利用と管理、原子力施設等の安全確保の

ための技術と体制などが主要な論点となる。さらに、原子力に対してより多くの

人々の理解と支持を得ていくためには、学術・文化・社会活動全般にわたって原

子力が十分に魅力的なポテンシャリティと極めて重要な役割をもつことを、先導

的・基盤的な研究開発プログラムの実施や教育・普及活動を通じて徹底していく

ことが肝要である。これらの諸点については、原子力のグローバリゼーションに

鑑みて、より緊密で効果的な国際協力が不可欠であり、また国際的な基準や管理

のあり方の検討を深めることが緊要な課題となっている。

　原子力開発利用の長期計画の検討にあたっては、以上のような重要課題につい

ての基本的考え方を中心に議論が進められているが、そのベースとして、現行の

システムや体制をふまえた定量的な積み上げや評価が並行して鋭意進められてい

ることはいうまでもない。セッションユ〈問題提起〉においては、これらの中か

らいくつかの具体的課題や意見を紹介しながら問題提起を行なっていきたい。

以　上
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4月15El（木）

セッション2（9：00～12：00）

今なぜプルトニウムか

　わが国のプルトニウム利用開発計画が進展し、プルトニウムの取扱量や輸送量が増えっ

っある中で、その利用の是非をめぐる議論が内外で活発に展開されている。プルトニウム

利用を行うか否かは、原子力が長期的なエネルギー安定供給に貢献できるかどうかを決め

る鍵となる重要な問題である。ここでは、他の物質やエネルギー源との比較等も行いなが

ら、　「プルトニウムとは何か」の議論に始まり、プルトニウムのもつリスク（潜在的危険

性、軍事への転用可能性）やその管理方法、その経済性および情報提供のあり高等につい

て言及し、プルトニウムに関連する課題の実態を明らかにする。

〈参加者との討論〉



r我が国のプルトニウム利用致策について」

科学技術庁原子力局畏　石田　寛人

1．はuあに

　我が国は、1850年代半ばに原子力開発利用に着手した当初より、使用済

爆料を再処理して得られるプルトニウム及びウランをリサイクルし、核燃料と

して利用することを圏指した激策を一貫して取ってきている。これは、我が国

のようにウランについても、そのすべてを翰入に頼らざるを得ない国としては、

長計的なエネルギーの安定供給の観点からプルト議ウムを利用していくことが

面あて重要との考えからである。

　近時、我が国のプルトニウム利用に対し、国内外から高い関心が寄せられて

いるが、以下に我が国のプルトニウム利用政策の概要を述べさせていただく。

2．原子力平和利用に対するコミットメント

　1955年に発効した原子力の開発利用の基本を定めた「原子力墓本法」に

より我が国の原子力活動はすべて平和利用に限られている。国際的にも我が国

は核不拡散条約（NPT）の誠実な加盟国として、国内の全ての原子力活動に

ついて国際原子力機関（王AEA）の保障措置を積極的に受け入れており、ま

た、国瞭的にも核不拡散体制の強化に向けてイニシャティブを発揮してきてい

る。このように、我が国の核不拡散に対する強固な意志と実績は明白であると

考えるが、我が国が今後本格的なプルトニウム平和利用を進めるに当たり、義

が国の平和利用への強固なコミットメントについて国内外から一層の僖頼が得

られるよう引き纏き努力していくことが重要である。

S，我が国のプルトニウム病毒政策

　残が国のプルトニウム利用の必要性及び利用に関する基本方針は、つぎのと

おりであり安全確保を大前提に、プルトニウム利用体系の確立に向けて、着実

かつ段階的に政策を推進していく所存：である。

（1）使用済鍵料を再処理して回収さ恥るプルトニウムを利用することは、リサイ

　クルしなければ、その全てが廃棄物となってしまうものの中から、有用なも
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　のを資瀬として再利用するものであ凱このことは㌔資源と環境を大切にし㌔

　リサイクル社会の形威に貢献する。

（2）ウラン資源の有する潜在力を最大眼に活用し、原子力を長期的に経済的かっ

　安定なエネルギー源とする。使用済燃料から脊用なものをリサイクルし再利

　解していく努力は．資源小国の我が鼠として是非取り組む必要がある。

（3）原口資源を廃棄物と分離し、高レベル放射性廃藁物を安定な状態にしゃすく

　することにより、放射性廃棄物の管理をより適切なものにする。

（4）核不拡散に闘し国際的な疑愈が生じないように、リサイクル計画の透明牲に

　十分配慮し、號が国としては計画推進に必要な量以上のプルトニウムは保持

　しないことを原則とする。

（5）我が国がこれまでに蓄稜した技術及び経験をもとに、工AEA保障：措置の健

　全な髭展と世界の核兵器不拡敵体制の強化に貢献する。また、プルトニウム

　の国瞭管理に関する国際的な検討にも積極的に参加することとしている。

4．今後のプルトニウム利用計画

　一昨年8月、原子力委員会核果料リサイクル專門部会は、2010年頃まで

のプルトニウムの利用計画を明らかにしており、同計画に沿って今後の我が国

の諸政策を推進していく考えである。

　同計画によれば、2QlQ年ごろまでのプルトニウム需要及び供給の累積（

核分裂牲プルトニウム量、以下同じ）が示されている。まず、需要側として、

高速伊については、　「常陽」、原型炉「もんじ轡」及び実証炉で22トンー3

3トン、新型転換炉については、原型炉rふげん」及び実証炉で10トン弱、

今後段階的に利用を拡大していく軽水類での利用で約50トン、合計80トン

から90トンとなっている。また、供給側としては、動燃東海再処理工：場から

約5トン、英仏への再処理委託によって約80トン、2000年頃に運転開始

予定の青蕊県六ヶ所村の再処理工場から約50トン、合計85トンとなってい

る。

　このように・我が国はプルトニウムの需給がバランスするように部面を進め

ていく：方針である。なお、この数宇は2010年までの需給の累積嬉であり、

また、各年度毎の器給も一定のバランスをとりつつ、計画を進めるものである

ので、ある時点で85トンをため込むことではないという点に留意願いたい。
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　我が国のプルトニウム利用は曳高速増殖炉での利用を最終冒標として推進し

ているが、閥炉を発電体系の中で商業化するには、現在原子力雛電の主流とな

ている軽水炉に比べ．経済性等で競合し得るようになることが求あられ、なお

80醒40年の着翼濾開鞘努力が必嬰とされている。幸い、実験炉r常隔」の

過去10年以上にわたる運転㌔そのための瓢OX燃料製造等も願調に実施され

てきており、これらの成果を活用し、本年秋のrもんじ幽」の臨界達成、その

後の運転そして実証類計画へと段階的、計画的に進あていくこととしている。

5、解体核兵器からのプルトニウムの処理と日本

　近年、核軍縮の進展と旧ソ連の崩壊により、核兵器の解体と解体後の核物貿

の処理が課題となっている。これは基本的には核兵器国自身の問題であるが、

解体によって出てくる核物：質が再び軍事に利用されないようにすることが極あ

て重要である。核兵器の解体により得られるプルトニウムは一定期間の貯蔵が

不可欠であろうが、その後の処理についてはいくつかの技術的オブシ旨ンがあ

る。このうち原子炉燧料として燃焼して電力生産を行うことは、核不拡散の要

件を満たす上で効果的、建設的ではないかと考えられる。いずれにせよ、国際

的な平和と安全保障を確保する観点から、核兵器解体により生ずるプルトニウ

ムの確実かつ安全な処理について、国際社会の納得が得られるような解決策が

見いだされることが箪：要であり、我が国もそのための国擦的な努力に協力して

まいりたい。

6．最後に

　プルトニウムを高速増殖類において本格的利用するまでには、経済性、信頼

煙のある高速増殖炉の開発自体はもとより、プルトニウム燧料加工：体制の魚雷㌔

プルトニウム心魂の再処理技術の開発など、まだまだ努力を要する課題が少な

くない。当面、薪型転換炉や軽水炉によるプルトニウム利周は、それによって

プルトニウムの取級に係る人材、技術、産業基盤のかん養に資するものであり、

私どもとしては、そのようなプロセスを経ながら一一歩一歩着実にプルトニウム

利用の本格化に向け努力してまいりたい。
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4月15日（水）

午餐会（12：15～14　15）
於　パシフィコ横浜　国際会議センター3階大会議室

〈特別講演〉

　「こころとことば」

　　　江　藤　　淳 慶慮義塾大学教授
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4月159（木）

セッション3〈14：30～18：0◎〉

原子力技：術一その信頼性とは…

　技術の進歩には知識とノウハウが不可欠であるが、その進歩の過程とそこで得た経験、

および技術開発にあたってのメリットなどについては、国民の問に必ずしもわかりやすく

知らされていない。ここでは、国民に対し原子力に関連する情報を正しく提供し、原子力

についての正しい認識の普及をはかるために、技術の中でも、より先進的な技術の一つで

ある原子力技術をテーマにとり上げ、信頼性工学からみた原子力技術とは何か、また事故

と故障をどのように捉えるべきかなど、事故と故障の概念をあらためて明らかにしながら、

今日の原子力技術が抱える問題点をさぐり、その信頼性確保の考え方を討論する。

〈参加者との討論〉



原子力と信頼性

東海大学　教授

唐津：

　これまでの原子力技術では、安全性を中心としてあらゆる技術解析が行

われ、実りある成果が得られていることは確かである。しかしながら、宇

宙開発や電子機器、航空機産業などの分野では、機器の故障低減、稼働率

の向上、安全性の確保、それに運用に入った後の最大の課題である保守と

保守部品の標準化とサービスネットワークなど保全性に関するテーマを扱

うために、信頼性工学が発達し、これなしでは現場での運用はできないと

ころまでになっている。

　日本の工業製品は、その品質の高いことが世界的に定評となったが、そ

れは製造品質の優れていることもさることながら、故障しない、サービス

が楽だ、修理部品が優れていて互換性がよいといった保全性のよさも関係

しているのである。

　それだけに日本における信頼性工学の研究は盛んで、学会もあり毎年開

かれる信頼性シンポジュームの参加者も多く、部厚な論文集が出版されて

いて海外での評価も高い。

　信頼性工学も安全性工学も、まず故障の低減を目ざしているということ

は同じようにも見えるが、目的が違う。信頼性工学では故障の低減も保守

も手段であって、狙いは稼働率の向上である。つまり装置が確実に動いて

目的の機能が実現するということである。

　そしてそのための多くの方法譲も発達した。冗長設計はその一つである。

長距離を飛ぶ航空機には必ず2個かそれ以上のエンジンがついている。操

縦系統や航法装置も2重系か3重系になっていて、どれか一つが故障して

も、システム全体としては支障なく運行できることのためである。それに

故障箇所を直ちに発見し、部品取替えがすぐできて停止時間を短縮できる

ための設計、いわゆる保全性工学も重要項目である。

　航空機ではハードの信頼性が高まるにつれて、パイロットや整備のミス
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の割合が数字として大きくなった。そこでこれを引き下げるためのフール

プルーフシステムや人間工学的な設計のための、新しいノーハウが次々と

開発されている。

　最近の航空機は、これまでの無数の事故の教訓が集積されたノーハウの

固まりだといってよい。果てしなく数が増えてパイロットを悩ませていた

各種の計器類は、電子技術の進歩により、見やすいデスプレーに必要なデ

ータだけ分かりやすく画豫表示されるようになった。

　信頼牲工学では、どこかが故障しても、システムとして正常に動作する

ことが求められている。それがあるからこそ、高度に複雑化した今日の航

空機も、コンピュータシステムでも殆ど問題なく動いているのである。

　今の電気通信ネットワークでは、地震や洪水のような災害があって、回

線が切断されても、自動的に迂回回線を捜して接続をする。だから、利用

者は全く知らないまま、電話でもコンピュータ通信でも利用しているので

ある。

　このような信頼性工学の立場から見るとき、安全性を第一義としてきた

原子力技術から学ぶことも多いが、それとともに、信頼性工学における方

法論やノーハウをこの技術にドッキングさせることのメリットは、はかり

知れないものがあると考えられる。

　原子力発電所の場合、故障があれば最終的にはすべてをストップさせる

ことで、安全性の保障ができるかもしれない。しかし航空機の場合は空に

一度上がった限りそうはいかない。とにかく安全に着陸するまでは飛行を

つずけなくてはならない。機械は人間が作ったものだから絶対故障しない

という保証は出来ない。故障しても事故にならなければよい。これが信頼

性工学の基本的な考え方の一つである。

　ところが原子力関係では不思議なことに軽微な故障でも日本のマスコミ

では事故と伝える。事故と故障とは本質的に違う。日本の新幹線は開通以

来一度も事故を起こしたことのない世界一安全な鉄道である。自動車でも

故障したからといって事故を起こすとは限らない。故障と事故とは別の概

念である。このような混乱が原子力関係について伝えられることは、将来

の原子力政策を考えるために好ましいことではない。
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　このような考え方から、原子力エネルギについて、安全性に加えて信頼

性という別の視点を付け加えることを提案したいのである。

　我々の先輩が、多くの犠牲を払って手に入れることのできた航空事故そ

の他の事故の原因解析からのノーハウのデータ、またユーザーが使用中に

故障した：部品や材料の原因解明、故障解析の結論はこの作業のために基礎

的なものと位置ずけて、広く利用されるような方策が取られることを期待

されるわけである。

　ところで、技術には本質的に予見しがたい曖昧さの残る灰色または誤差

の世界との戦いがある。科学では白か黒かが解明できて新しい知識が得ら

れるならば、それ自体で意味がある。ところが技徳の現場ではすべてがク

リアになっていなくても、とにかく設備を動かさなくてはならないことが

出てくる。当初は完壁と思われていたことでも、技術の進歩や社会的要求

の変化によって新しい解決すべき課題が発生することが珍しくない。それ

どころかこれまで安定に供給されていた材料が先方の工場の都合で切り替

えざるを得ないこともある。ロットが違うと少し違うものがくることもあ

る。これは製造現場ではもちろん、装置を運転する場合でも同じである。

あらかじめ予見できなかった新規な要請に巧みに対応していくことも技術

の重要な一つの領域である。

　現実に製造工場で苦労している技術者に聞いてみるがよい。すべてが割

り切れるまで工場をストップするわけにはいかないそんなことをやれば、

会社はえらいことになる。とにかく灰色のなかでも一番座りのよい最適な

場所を発見して工場を運転しなくてはなならないし、また現実にはそれで

何等差し支えないのが普通なのだ。そしてそのための方法論が発達した。

それが統計的管理手法である。日本で成功したTQC（全社的品質管理）

もそこに源泉があるし、信頼性工学もやはりこれと密接につながっている。

　この考え方の基本は当初イギリスの農事実験から始まって、アメリカの

ベル研究所の電子装置の生産で花が開き、さらに日本に移植され、大輪の

花として咲いたという歴史がある。

　これらの技術の流れの現実を踏まえて、原子力技術に新しい風が吹き込

まれることを期待したい。
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4月16日（金）

セッション4（9：（）0～12：30）

チ　ェ　ノレノ

真実力》
ブイリ事故後7年を経た今は一何が

　チェルノブイリ事故から7年を経過した今日においても、同事故により放出された放射

性物質の人体および環境等への影響については、今なお様々な情報が伝えられ、国際原子

力機関（IAEA）の事故影響調査報告についても肝心の旧ソ連で説明することさえでき

ない状態が続いている。その背景には、チェルノブイリ事故影響評価について全く内容の

異なる情報が飛び交い、何が真実なのか、特定しきれない事情がある。ここでは、同事故

の影響が深刻だといわれている実態を明らかにするとともに、混乱が発生する背景を確認

し、今何が真実であり、今後、どのような対応を必要としているかを明確にする。

〈参加者との討論〉



　　　　　　　　　　　　「チエルノブイリ事故後の影響評価」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山農穴学教授
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原爆放射能医学研究所所長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蔵　本　　淳

　ユ騒86年塁月26日．旧ソ連のチ嵩ルノブイリ原子力発竃所で大事故が発生しました。
これは、大量の放射鷺物質を藻境寧に放出したという点で．かつて経験したことのない原

発事故でした。
　事敏から3年半を経た1989年10月に、償ソ連政府は窮鼠原子：力機関《1A鴛A）
に対し、周辺の環境と建民への影響を奪門家によって鯛朝する麟際酌なプ鷲ジ訴クトの葵
施を饗：回しました、　それは、声誉性物質の影響から住民を守るためにソ連政府が莫施し

た対策の妥嚢性などを総含的に評価することが主な舅的でありました。
　これを受けて．重松逸造放射線影響研究所理事異を委員長とした国際諮問委員会（IA
C）が嘆けられ．その監督のもとに199◎年5月から大がかりな調査が關始されました・
今世私は、1991年5月に報告醤にまとめられて公蓑された約1年にわたる翻際チ誕ル
ノブイリ・プ環ジ訊クトの作業結果について、概要をご紹介し、その後に私の関与致しま
した住罠の健康への影響調査と、事故後7年間の健康影響に対する諸施設からの報告及び
反響について触れてみたいと思います。
　報告書は．　r歴史的概述」から始まり．　r環境汚染J　f住民の放射線被曝J　r健康への
影響」「放射線からの防護対策」など5項幾について絶望にまとめられています。
　r環境汚染」については、　建プロジュクトの下で翼施された測定のアセスメントは。

プロジェクトに提供された公式地図で報告されているセシウムに間する地表汚染評価のレ
ベルをほぼ躍証することができた。プロジ鵡クトが簿た限定された土壌サンプルの分析結
果は．プルトニウムの地蓑汚染評価と一致したが、スト篇ンチウムに暫してはそれよりも
低かった。　欽料水卑及び醐査地域からの食晶中で測定された放射性核種の濃度は、白露
の翻由蟹易のために申立された國瞭的なガイドラインを大幅に電磁甑多くの場合検出限
慶以下であった。また．ソ連研究所の分析能力は．適切であると慰われた。露と報告魯が

述べています。

　以下．その他の項騒についての評価は下駝の如くでした。
　「住民の放射謹被爆」∫　線量推定に関する公式の手順は科学的に適切であった。使用
された方法騙は、線量を過小評髄しないような結果を得ようとするものであった。プロジ
訊クト独豊の外翻被曝測定のために．七つの居倥地区の住民に、8，000個のフイルムバッジ
が配られて測定が翼施されたが．その結果の9◎％は霧カ月の被曝期閥で検出限界の
O，2薦v以下であっだ。この結果は．計算モデルに墓ついて期待される結果と一致した。
　1鵠Cs　および鴛驚＄を含めた体内に取り入れたセシウムの測定に基づいて、事故後最初

の4年間における内部被選管量の推定が行われたが，これらの測定から練量を推定する手
順は、プ篇ジ鵠クトの下で行われた独自の評価で思いられたものと一致していた。また。
調査汚染居住地区に闘する独自のプ罵ジェクトの推定値は．公式に報告された線量推定値

よりも低かった、
r健罎への影響」；　年齢をマッチさせた鯛査方法を用いて。慶村の汚染地区（セシウム
による妻面汚染555焔q緬露（15Cl盈組2）以上の地域）と対照地区に継続して住んでいる
2，0◎◎～5，0◎O人の現地調査を莫施した。この結果．放射線に商圏する健康上の悪影響は箋
証されなかった、汚染地域住民13鰍罵圏内の疎開者や除染作業従事岩などを除く）が受け
た放射線量の騨価では、全各部位ガンや遣伝酌影響の自然発生寒の増加を将来怠納できる

ほどの線量には思していなかった。
「放尉線からの防謹対策」；　プ濤ジ謁クトチームが評価できたケースでは。当局の措置
は合理的で．薗際的に薩立された事敏時のガイドラインに一致していた。防謹手段につい
ても長期にわたって葵施しうるようによく計画されていたが。一般的に放射綿繰謹の観点

から厳密に必要な程慶を越えていた。
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4月16日（金）

セッション5（14：00～17：30）

国際核不拡散のあ
て

り方一新たな情勢に対応し

　東西冷戦時代が終結し、核兵器等の取扱いの今後の位置づけがまだ不明確な世界情勢の

中で、もはや2年後には、核不拡散条約（NPT）の延長可否の断をくだす時期を迎える

ことになる。原子力平和利用計画については、先進工業国はもちろん、今日、東アジアに

おいても進展し、また世界的な核軍縮が促進され、核兵器解体からの核物質の抽出などに

伴い、国際核不拡散のあり方が従来とは違った意味であらためて重要となってきている。

ここでは、NPTの意義、役割等、1995年以降の同条約の延長を含めた国際核不拡散
体制の維持、強化の方策を探る。

〈参加者との討論〉



〈基調講演〉

「国際核不拡散のあり方」

（社）日本原子力産業会議常任顧問

元軍縮会議日本政府代表部特命全権大使

　　　　　　　　　　　　今井隆吉

1。　東西冷戦の終了と核抑止の今後：

　◇　巨大で強力な核兵器をこれ以上積み上げる必要がなくなり、軍備競争が終了した。

巨大な核軍備の重圧がアメリカ、ソ連の経済と産業体系の耐久力を越えた為である。　単

に軍事支出の金額だけの問題ではなく、主要な産業が兵器技術中心に編成され、健全な経

済の発展を阻害するようになった。　研究開発についても同じ事がいえる。　1985年

ジュネーブ・サミット以来のゴルバチョフの対米外交の基本は核軍備競争を何としてでも

止める事であり、宇宙に於けるSDI防止にあれだけこだわったのもその為である。

　◇　精密で精工、強力で巨大な破壊力を込める核戦力の大部分は依然として存在を続け

ている。　旧ソ連の場合には2万7千発といわれる核弾頭、巨大な位相レーダーから人工

衛星に至る指揮命令系統などが曾てのように統制がとれていない状態で存続している。ア

メリカにも旧ソ連にもプルトニュゥムの生産炉、高濃縮ウランの生産施設、これら金属の

核弾頭への加工、核弾頭への組み立て、核実験場、さらにはアルザマス、チェリアビンス

ク、ロスアラモス、ローレンスリバモア等の核兵器設計、開発能力などは多数の技術者を

抱えたまま、当面「目標を失った」存在を続ける事になる。　ビンから出た巨人を再びビ

ンに戻す事は出来ない（genie　in　the　bOttle　s狐dro飛e）と表現され今更核兵器の技術を

「忘れる」訳には行かない。

　◇　START条約が成立して米ソは紀元2003年までに戦略核弾頭を其々、3000発
前後まで減らす事に合意した。　3000という数は長年の米ソ核軍縮交渉から生まれた

偶然の数字で、是れによって新しい核抑止のバランスが成立するという物でもない。　一

つには、その程度の数になると中国、フランス、イギリスの核も安全保障の枠のバランス

に取り入れねばならず、又陸、海、空の戦術核兵器をどうするかも不明である。　300

0発のミサイルの攻撃目標を何うするのか、戦略担当者は結論が出せずにいる。

　◇　同じ事は核弾頭の「運搬兵器（delivery　vehicles）ミサイル類」それらのミサイ

ルを発射する兵器「（1aunching　platfo縣s）原子力潜水艦、　B－2爆撃機等」それらの展

開を統御（CO－oridnate）するエレクトロニックスや光ファイバー、人工衛星など近代、先

端技術を代表するあらゆる兵器についても言える事である。

2。　核拡散の新しいパターンの出現：

　◇　1970年に核不拡散条約（NPT）が出来た頃は核兵器技術も今日程進歩はして

おらず、条約そのものが念頭においたのは西ドイツ（当時）や日本のような工業国が国防

政策の延長上に核保有に至る事を懸念したものであった。　フランスや中国はそのような

見地から核保有に到達したのであり、スエーデンが核武装をいったん考えてから放棄し、
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イスラエルが核武装の努力を続けた事などが知られている。　いわゆる「N番冒国問題」

である。　現在のIAEA査察文書園FC取C153　はそういう思想に基いて書かれている。

　◇　1973年の石油ショック以降世界中の国が原子力発電の大規模開発を志し、20

世紀中にプルトニュウムの実用化を達成しないと全世界がエネルギー不足に陥ると予測さ

れた。　第3世界の各国にお至るまでがプルトニュウムを多量に保有するというイメージ

に驚いたのが民主党カーター政権であり、核不拡散がプルトニュウム商業利用の禁止に焦

点をあてるようになった。　1986年石濾価格の大暴落とチェルノビル事故で原子力発

電に対する関心は大幅に低下し、プルトニュウムの世界的評価も沙汰止みになった。

　◇　湾岸戦争でサダム・フセイン大統領のイラクが数十億ドルを投じて核兵器開発を進

めていた事が明らかになり、大問題を引き起こした。　インドが原子力平和利用の擾助を

基に1974年に核爆発実験を行なった事が「平和利用技術移転制約」の問題を引き起こ

したように、イラクの濃縮ウランは一方では「軍事・平和両用技術の国際間移転」を制限

するきっかけとなり、他方では国際原子力機関（1AEA）査察の有効性に疑念を持たせ

る結果となった。

　◇　北朝鮮（朝鮮再拝民主主義共和国）のNPT脱退はIAEA方式の限界を示してい

る。IAEA査察は核物質の計量管理を通じて（統計的に）有為量の高濃縮ウランやプル

トニ藷ウム（実際にはPu239濃度が大きい兵器級のプルトニュウム）が行方不明になった

場合にはそれが国際的な注意と関心を牽く様にして、核物質の軍事転用を抑止する方式で

ある。　完全に申告しない核燃料サイクルを別個に設けて核兵器の製造をする国に対して

は原則的にIAEAは無力である。　特別査察の権限は濫用の出来る物ではなく、核軍縮

条約に言う「国に固有な技術手段（NT醸）」のような形で人工衛星の資料あるいは有能

なスパイなどを通じて特別査察の根拠を明示する事が必要である。

　◇　南アが6個の核爆弾を保有していた話は更に複雑である。　南アのノズル法濃縮技

術は広く知られ、工場の写真まで公にされていた。　この施設で95％濃縮ウランを12

0キログラム余り作れたのかどうかはノズル法の専門家の判断を待つ他はない。　19ア

7年に砂漢で塔を建てていたのは果たして実験の準備だったのか、1979年のインド洋

での「二重閃光　dOuble　flash」は果たして核実験だったのか、南アは独力で核兵器開発

をしたのか、果たして兵器として信頼出来る性能を持ち、貯蔵、運搬が可能であったのか

互いずれも不明である。　残されたのは「国際社会に背を向けて核兵器を秘密裏に作る国

がもう一つあった」という強烈な印象のみという事になろう。

3。　複雑さを増す今後の問題一一1995年NPT延長会議：

　◇　アメリカとソ連はまずSTART条約の実施を具体化し、それを世界に納得させね

ばならない。　所定の核弾頭の運搬、貯蔵、破棄、それにより生ずる高濃縮ウランとプル

トニュウムの国際管理、平和利用への転換とその確認などで、いずれも大掛りな組織と人

と技術と資金を必要とする。　国際的な組織を考えてこれらの仕事を効率よく調整、機能

させる必要がある。　この為には少数の技術先進国が先に立つべきであって、国連や1A

EAの様にメンバーの多い国際機関がはじめから関与しょうとするのは徒に混乱を招く。

　◇　世界中に出れだけ大掛りな核関連の技術施設と技術者、高濃縮ウランとプルトニュ

ウムを抱えておいて、原子力エネルギーの将来を否定してもあまり意味がない。　原子力
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の評価は過去40年の間に二転三転している。　世界の石油資源が中東に集まっている事、

中東の政治、民族、宗教の安定に問題があることはよく知られている。　曾て世界一の産

油国だった旧ソ連はエネルギー不足に悩んでいる。　天然ガスがすべての問題に回答を与

える訳ではなく、採点から、パイプライン、LNG化などの大規模投資が今後の問題とな

っている。　核分裂のエネルギー利屠の工業技術の開発を進めるべきである。　己れによ

って、核弾頭の解体に経済的インセンチブが与えられる事にもなる。

　◇　東西冷戦の聞はCOCO酸の様に技術移転規制の趣旨が明瞭であった。　今日原子

力にかかわる「ロンドン・ガイドライン」、弾道ミサイルに関する「MTCR　翫ssile

Technology　Co飢rol　Regi犠e」、化学兵器関連の「オーストラリア・グループ」などは軍事

・民生両用技術を多量殺鐵兵器の可能姓を考えて特定の「懸念国」に対し輸出規制をする

という複雑な話になっている。　アメリカ、イギリス、ドイツ、日本などがそのための法

的措置をとり始めているが大変に複雑である。

　◇　それでいて、在来兵器は戦闘爆撃機、ミサイル迎撃のATBMからロケットや潜水

艦までが世界的市場で大っぴらに取引されている。　国内的に軍事予算が縮小されるにつ

れて、海外市場を指向するのは当然の話であり、ロシアをはじめ外貨獲得の為には必要な

措置と考えている。　日本は兵器技術の輸入では大手であるが兵器そのものの輸出はしな

いのでこの辺りの「醜い現実」に目を背けて済ませている感がある。　全世界の軍事費が

合計約1兆ドル、兵器の国際閤貿易が約500億ドル、その内開発途上国が400億ドル

で主要国からの経済援助の総額を上回るとも言われている。　この辺りを放置して置いて

核不拡散のみが実効をあげるのかどうかには疑問が多い。

4。　国連とこれからと核拡散：

　◇　国連憲章は核兵器も東西冷戦も予期せずに書かれた文書である。　実際には拒否権

によって安保理は機能せず、総会は180ヵ国ものメンバーを抱えており、非同盟の中で

すら協調がとれない。　湾岸戦争が安保理に「国際平和と安全保障」の能力を回復せしめ

たかに見えたが中々容易ではない様相である。

　◇　イラクの場合、さらに多分北朝鮮についても問題が安保理に持ち込まれるとすると、

安保理はこれに対処出来るであろうか。　一部で国連自体に軍事力を持たせる話があるが、

核兵器を持っているかも知れない北朝鮮に手は出せまい。　現在のレベルのPKOの費用

分担ですら未払いが多いのに、軍事行動の予算：が承認され、総会第5委員会が費用分担に

合意出来るかどうか甚だ疑問である。　つまり、IAEAで処理出来ない鐸PT事項を国

連安保理に持って行っても要するにメンバーは同じだから解決がつかない事にあまり変わ

りはないのではあるまいか。

　◇　安保理の構成を変えてもっと実際の状況を反映させるという案がある。　安保理の

5常任理事国がNPTの5っの核保有国と同じであるのはある意味では「偶然の事」であ

り、これを排除することは1995年にNPTの延長を議論するにあたって有利に働くも

のと考えられる。　但し新しく常任理事国として加わった国は国際平和と安全保障の維持

の為に集団安全保障の一環として軍事力を行使する心の用意が必要である。

　◇　ウクライナ、ベラルシ、カザフが非核兵器国としてNPTに加盟すべきである事は

言うまでもないが、1995年の時点では「過去を告白した南ア」「同様な過去を持ち但
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し核兵器は実現しなかったアルゼンチン」「明らかに核を保有するイスラエル」それにパ

キスタンと北朝鮮などについての態度を明らかに定めて置く事が必要である。　依然とし

て大国意識が抜けないロシアの核の取り扱いと共に「健全な国際世論」の形成に努力すべ

き問題点である。

5。　冷戦が終わって核の問題は当面複雑さを増した感がある。　以前の方が東西対立と

核抑止で理論的には割り切れていたのだと言うこともできる。　目下の処、核兵器の存在

について一貫した論理は成り立たない状態にある。　特に、日本は長い年月に渡って「非

核の外交路線」を進めてきた国であるだけに：

　　　核兵器の廃棄、処理、処分を促進する援助

　　　多量に発生する兵器グレードのプルトニュウムの管理と利用

　　　1995年のNPT延長会議での主導的立場
　　　東アジアの非核化への一層の努力

などについて積極的な施策と国民の合意が形成されるよう、関係者の一層の努力が必要で

ある。

「了」
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の糸召介トスリノ響不講演者、言義長、

複数のセッションへの参加者の紹介は、最初のセッション部分に掲載しました。
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東海大学教授

東京電力副社長

東京銀行顧問

日本消費者協会事務局長

言海大学教授

外交評論家

日本原子力研究所理事長

エネルギー総合推進委員会専務理事

東京大学教授

関西電力専務取締役

東京工業大学教授

電気事業連合会専務理事

学習院大学教授

朝日新聞社論説副主幹

読売新聞社論説委員

名古屋大学教授

日本原燃副社長

生活評論家

千葉大学助教授

日本原子力文化振興財団理事長

日本電機工業会原子力政策委員会委員長

オブザ　　沖　村　憲

一バー　河合正
　　　　　末　廣　恵

樹
男
雄

科学技術庁長官官房審議官

外務省国際連合局外務参事官

通商産業省資源エネルギー庁長官富房審議官

　　　　　　　　　　　　　（平成5年3月31日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上



開会セッション

大正13年li月16日生　　 本籍地　富山県

昭和2［年　京都帝国大学経済学部卒業

　　22年　北陸配電株式会社入社

　　26年　北陸電力株式会社に引継入社

　　47年　同社理事　企画室長

　　49庫　同社取締役　企画室長

　　54年　同社常務取締役　立地環境本部

　　　　　長代理

　　56年　同社代表取締役副社長

　　62年　当社代衰取締役社長

谷　正雄氏

唐津　一襲

大正8年1月9Ei生
昭和17年　東京大学工学部　電気工学科卒

　　23年　電電公社入社、抜取検査、品質

　　　　　管理、ORの研究に従事

　　36年　松下通信工業㈱入社　企画部長

　　46年　同社取締役

　　53年　同社常務取締役

　　59年　松下電器産業㈱技術顧問

　　61年　東海大学開発技術研究所教授

平成2年　東海大学福岡短期大学学長

公職　科学技術庁；科学技術庁研究開発投

資小委員会委員、科学技術会議専門委員会

委員

通商産業省；産業政策局産業構造委員会委

員、工業技術院調査委員会委員

運輸省1回忌政策審議会特別委員

郵政省；放送行政懇談会委員

受蜜：デミング賞本丁（昭和56年）、通産省

情報化促進丁丁個人蜜表彰（昭和57隼）、文

部省産業教育功労蜜（昭湘59年）

著書：「技術大国に孤立なし」、「生産大国

ニッポンの挑戦」他

向坊　叢叢

大正6年3月24日生　　　本籍地　東京都
昭和14年　東京帝国大学工学部応用化学科

　　　　　卒業

　　　　　側）東北産業科学研究所技手

　　　　　（東大研究室にて研究）

　　29年　在アメリカ合衆国日本大使館
　　　　　科学担当書記官

　　　　　工学博士号取得（東京大学）

　　34年　東察大学教授

　　43年　東京大学工学部長

　　51年　原子力委員会委員（非常勤）

　　52年　東京大学学長（～56年）

　　56年　原子力委員会委員・委員長代理

　　　　　（～平成3年）

平成4年～㈱臼本原子力産業会議会長
その他の役職：㈹臼中協会会長他

褒蜜：勲一等瑞宝章（平成元年）他

一53一



昭和山鼠12月23日生　　　出身地　長野県

　　35年　　中央大学経済学音β卒業

　　5｝年～衆議院議員（長野県第三区）

　　　　　当選5図
　　60年　建設政務次嘗（～6i年）

平成4年～科学技術庁長官、原子力委員会

　　　　　委員長

　他に、衆議院建設委員長、地方行政委員

長、自民党建設部会長、圏会対策副委轟長、

商工副部会長、通信部会長等を歴便。

中島　衛氏

異
窪

欝

J．巳．ラブ厩ック氏

1919年7月生

19劇年　マンチェスター大学化学科卒

1948年　ロンドン衛生・熱帯医学校で医学

　　　博士号取得
！959年　qンドン大学理学博士号（生物物

　　　理学）

1954年　葭ックフェラー医学交流フェロー

　　　　シップによりハーバード大学医学

　　　部大学院で研究に従事
｛958年　イェール大学で研究に従事

1961年　ペイラー医科大学化学教授

ig64年　ヒューストン大学、リーディング

　　　大学で名誉学術客員教授
1974年　英国学士院のフェローに選出

1982年　海洋生物協会の評議員

｝986年～同協会の理事長

同氏は200を超える科学論文を発表して

おり、その分野は医学、生物学、計装科学

およびジオフイジオ凱ジー（地球生理学）

と多岐にわたっている。また、化学分析用

の検査装置で5e件を超える特許を申請。同

氏の発明のいくつかは、環境中の残留農薬

やPC8の存在を明らかにし、環境論争の発

端となったほか、成屡圏でのオゾン屡の化

学研究や、NASAのバイキング号による火星

探査計画に採用されている。

主な著作：「ガイア：地球の生命への薪た

な視点」「ガイアの時代」「ガイア：惑星の

治療のための実際の科学」など。

受欝：オランダ王立科学アカデミーのアム

ステルダム環境蜜（i990年）ほか多数。

下邨　昭三氏

昭和3年7月29日生　　　 本籍地　］豪：二者区

　　26年　東京大学第～工学部電気工学科

　　　　　卒業後、通商産業省に入省

　　43年　科学技術庁計画局調査課長

　　44年　周原子力局原子炉規舗課長
　　49年　　同長官官房秘書課長

　　5［年　工業技術院標準部長

　　53年　科学技術庁長官官房参事官

　　54年　同長嘗富房長
　　58年　　置凋…斗学審講…官

　　59年　岡事務次官

　　62年　同顧問

　　62年　日本科学技術情報センター理事

　　　　　長

平成3年～臼本原子力研：究所理事長
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H．ブリックス氏

1928年6月生

1959年　ストックホルム大学法学博士

196G年　嗣大学準教授（国際法）

i96i年～8【年　国連総会スウェーデン代表

｝962年～78年　ジュネーブ軍縮会議スゥェ

　　　　ーデン代衰

1963年～フ6年　スウェーデン外務省局長お

　　　　よび国際法の法律顧問

1976年　外務省国際協力担当次官

i978年　スウェーデン外務大臣

198｝年～国際原子力機関GAEA）事務局長

1987年　モスクワ国立大学名誉博士号

　同等は国際法および憲法に関する二二の

著作を持ち、ig80年目スウェーデンの国民

投票の際には、間国の原子力発電計画維持

のためのリベラル・キャンペーン委員会の

リーダーを務めた。家族には、欧州電磁貿

易連合（εFTA）に勤務しているエバ・ケッ

ティス夫人と2人の子供がいる。また、同

氏はi989年にIAEA総会にてIAEA事務局長と

して、第三期・4年の任期の再指名を受け

ている。

受賞1ヘンリー・ド・ウォルフ・スマイス蜜

　　　　　　　　　　　　　　　（1988年）

E．G．ドプランク氏

1967年　イマキュラタ大学から数学学士号

1967年～ニューヨークのエネルギー省環境

　　　　測定研究所（EM⇔

　同氏は、εMしに物理学者として放射線物

理部門に勤務。EMしは、核施設や核兵器実験

に関係した線量二品、ラドンや放財線の諸

問題の研究、長期にわたる地球全体の放特

性降下物研究で著名。同民はここで副所長、

所＝長を歴任している。

1973隼　ニュージャージー工科大学から物

　　　　理学修士号

1983年　ニューヨーク大学から環境衛生科

　　　　学博士号

1988年～89年　米原子力学会（ANS）会長

1991年～NRC委員。

　同氏の研究は、放射線防護の諸問題への

基礎的物理学の適用を含む実験研究および

理論研究が中心。同門の専門分野には、線

量計測、輸送と遮蔽、環境および放封線、

核施設モニタリングや原子炉及び人問の線

量計測に関する諸問題が含まれている。ま

た、65以上の科学雑誌論文、会議録、報告」

を発衷し、米国内や諸外国で多くの講演を

行なっている。

　さらに、米国放射線防護計澗委員会委員

をはじめ、保健物理学会や鰭Sなどのフェ

ローでもある。

受蜜：「エネルギー問題功労婦人蜜」G990

年）、ニューヨーク・メト肉畜リタン婦人科

学協会の「年間で最も傑出した女性科学考
蜜．」　（199i年）

1934年2月生　出身地モスクワ・サプロ

　　　　　　　ノーフ

1958年　モスクワ物理工科大学卒（理論核

　　　　物理学専攻）

ig58年～69年　　全ソ実覇突物王里学研：究所

i969年～88年　パルス技術研究所の部長、

　　　　所長代理、所長を歴任。

i988年～92年　ソビエト連邦原：子温温次官

1992年～ロシア連邦原子力大臣

受賞　共和国勲章および褒賞多数。

V．N．ミハイ瓜フ氏
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野澤　湾志氏

大正目年8月碕臼生

昭和22年　東京帝国大学経済学部経済学科

　　　　　卒業

　　　　　閲東配電㈱　入社

　　26年　東京電力㈱引継入社

　　47年　岡社原子力部長：代理

　　49年　飼社原子力建設部長代理

　　　　　同社送変電建設本部副本部長

　　54年　同社取締役　送変電建設本部副

　　　　　本部長

　　55年　常務取締役　送変電建設本部長

　　60年忌同社取締役

　　　　　電気事業二合会副会長

平成3年　日本二二サービス㈱　取締役副

　　　　　会長

　　　　　臼本原燃産業㈱取締役副会長

平成4年　賃本原燃㈱　代表取締役社長

蒋　心　雄氏

ig31年7月6日生　出身地　漸江白竹興県

i952年　天津南開大学工学院機械工程学部

　　　　（機械製造専攻）卒業

　　　　煤炭部黒龍江省鶏西鉱山機械工場

　　　　にて技術員、技術グループ長、設

　　　　備動力照臨課長を歴任。

1958年　蘭州ウラン濃縮工場（国営504工

　　　　場）にて、技師、課長、担当主任、

　　　　職場副主任、職場主任を歴任。

1975年　蘭州ウラン濃縮工場（国営504工

　　　　場）にて、革命委員会副主任、党

　　　　委員会副書記、工場長、高級技師

　　　　などを歴任。

1982年　核工業部副部長、党組員

1983年　核工業部部長、党組讐記

！988年～中国核工業総公司総経理、党組書

　　　　記、第12期共産党中央委員候補、

委員、第13期、14期共産党中央委員

1948年3月　　　　　　　　出身地　パり

1966年　ユニ鳥一ル・ポリテクニーク卒

1972年コール・デ。ミンヌのエンジニア

　　　　資格取得

1969年～8i年　　イム産業省

　岡省では、ブルゴーニュ、フランシュ・

コンテ地方産業局並問産業部長：補佐、原子

力発電所検査・建設：事務所長を歴妊。

1982年～90年　テクニカトム社

ig87年～テクこ力トム社副社長

1990年～92年　仏原子力庁（CEA）i新型技術

　　　　局長

i992年～CEA次官

Y．デスカ叢叢

一56～



セッション書

叢叢　隆光氏

・　　　　1942年生　　　　　　　　　　　　　　　　零目歌山県出身

　　1965年　十束大子経済学部卒

　　i967～69年　東東大学経済学部助手

　　1969～80年　京都大学助教授

　　i970～7i年　スタンフォード大学研究員

　　ig75～78年　イリノイ大学客員教授

　　円80年　京都大学教授

　　1989～90年東京大学新聞研究所客員教授を

　　　　　併任
　　i990年～京者8大学経ラ斉研究所所長

　　　このほか、大蔵省財政金融研究所特別研

　　究官、経済審議会、産業技術審議会、総合

　　エネルギー調査会、中央：公審対策審議会の

　　各委員、行政改革審議会、学術審議会の専

　　門委員を努めている。

　　　主な著警：には、「経済学とは侮だろうか」

　　　「文化としての技術2「経済学における保守

とリベラル」「これからの経済学」「gO年代

の選択」（以上、岩波轡店）「高度成長」（NHK

ブックス）「数量経済分析の基礎」「パラダ

イムシフト　技術と経済」（以上、築摩書房）

「回帰分析」（朝倉轡店）「初等統計解析」

「虚構と現実」（以上、薪曜社）F大國日本

の条件」（日本経済薪聞社）「豊かさのゆく

え」（岩波ジュニア新書）「尊厳なき大国」

（講談社）「成熟化社会の経済倫理」（岩波

讐店）など多数。

秋由　守氏

霞召薯…目10年8月23日生

昭和33年　菓京大学工学部機械工学科卒

　　33年　日本原子力研究所入所

　　38年　東京大掌講師（工学部原子力工

　　　　　学科）

　　39年　東京大学助教授（岡）

　　45年　　コニ学拝勇士

　　49年　東京大学工学部原子力工学科
　　　　　（現在、工学部システム量子工

　　　　　学科）教授

　研究分野1熱流体工学、原子力安全工学、

エネルギー変換工学

　所属学会：日本機会学会、米国機会学会、

日本原子力二会等

　学外活動：通産省原子力発電技術顧問、

科学技術庁原子力安全顧間、原子力開発利

用長期計画專門部会委員

藤家　洋一氏

昭和10年田月17臼生

　　33年　東京大学理学部物理学科卒業

　　35年　菓京大学大学院数物系研究科修

　　　　　士課程修了

　　38年　東京大学大学院数物系研究科博

　　　　　士課程修了

　　　　　工学博士

　　43年　大阪大学工学部助教授

　　55年　名古屋大学プラズマ研究所教授

　　61年　東京工業大学原子炉工学研究所

　　　　　教授

平成元年　東京工業大学原子炉工学研究所

　　　　　所長

公職＝原子力安全委員会の原子炉安全専門

審査会、原子炉施設等安全研究専門部会、

原子炉安全基華専門部会等で委員を歴妊。

著書：「原子カー核エネルギーの解放とそ

の利用」（関西原子力懇談会、昭和57年）、「原

子カーそのしくみと安全性」（社会経済国民

会議、昭和62年）、「21世紀社会と原子力文

明」（日本電気協会新聞部、平成4年）等
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E。D．フラー氏

ig4i年4月生　出身地　カリフォルニア州

1962年　サンノゼ大学物理学科卒

1963年～米原子力学会（ANS）メンバー

1964年　スタンフォード大学原子力工学修士

1991年～TεNERA社上級副社長兼計醸部長

　　　　現在、ANS副会長／次期会長

1993年6月～ANS会長に就任の予定

　フラー氏は現在、カリフォルニア州サン

ノゼにある原子力コンサルタント会社であ

るTENεRA社の上級副社長兼戦略計画部長

である。32年間に及ぶ彼の原子力専門家と

しての経歴の中にはゼネラル・エレクトリ

ック社（GE）との業務握携が含まれる。彼

はGεで、BWRライセンシング・マネージャ

ー、BWR許認可申詣エンジニアリング・マネ

ージャー、燃料管理サービス・マネージャ

～およびエンジニアリング訓練計画の監督

など様々なポジションに就いている。彼は

また、S．レビー社の副社長でもあり、ここ

では、電力会社のライセンシング計画や米

電力研究所（巳PRDの原子炉解析のサポート

を担当した。また、ここ数年間は、フラー

氏は自身のコンサルタント会社であるアソ

シエイテッド・プ霞ジ黒クト・アナリシス

社を経営している。

C．ルビネ氏

1964年　高等師範学校に物理学研究生とし

　　　　て入学

1973年　学位論文「半導体における異常な

　　　　ホール効果」提出

1979年　仏電力公社（EDF）研究開発局長：主

　　　　任補佐官

！982年　EDF国際貿易局

　ここの燃料部門で、石油、天然ウラン・

濃縮ウランの購入の責任者を四丁。

1986年　周部門の副部長

｛987年　　同部長

　この間、同琉はフランス国内や諸外国三

一ロツパ、中国、オーストラリア、米国、

カナダ、コロンビアなど）の団体との大規

模な交渉を指揮。同疑は、欧捌原子力共同

体（EURATOM）の二子力コンサルタントで
もある。

ig89年　EDF開発商業戦略部長

　同部門は、EDFの商業政策や門門事業の

役割を鯛確にし、大日産業顧客に対する電

力の販売の交渉、産業での未開拓分野の地

方的な開発のためのセクション。

i99i年　欧州原子力学会（ENS）会長に選

出。任期は1992年からi994年まで。

1992年　SGN社長

　同氏は、漂子力発電所についての三三が

あり、1988年4月にクセジュ文庫から出版さ

れた。

　　墨
畿

響擁

轟

、
饗

　
　
韓

鐸召網目10年8月29日生

　　33年　東京大学工学部電気工学科卒業

　　　　　関西電力㈱　入社

　　52年　周社工務部送電工事課長

　　54年　同社核燃料部次長

　　58年　岡沢核燃料部長

　　62年　同社支配人（原子燃料部担任）

平成元年～同社取締役（原子力企画部・

　　　　　原子燃料部担任）

前田　肇氏
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巳．C．ブ自一リン氏

1959年　ツフツ大学土木工学科卒

196i年　ピッツバーグ・ベツティス原子炉

　　　　エンジニアリング・スクール卒

1972年　ジョージ・ワシントン大学機械工

　　　　学修士

1959年～74年　米原子力委員会・海軍原子

　　　　炉部

1974年～87年　バーンズ＆ロウ開発会社

　間社では、クリンチ・リバー増殖炉計画

のプロジェクト・マネージャー、フォーク

ト・リバー原子力発電所のプ罠ジェクト・

マネージャー、増殖煩部副部長、原子炉業

務部長、副社長などを歴任。

1987年～88年　経営コンサルタント

ig88年～92年　プリンストン・プラズマ物

　　　　理研究所

　同研究所では、技術運転担当副所長、特

　　　　別プロジェクト部長を歴任。

　現職は、米エネルギー省原子力担当次嘗
補代行。

1938年生

1957年～62年　バンドン工科大学卒

｝963年～65年　ペンシルベニア大学原子カ

　　　　工学零斗f彦士課示呈終了

1965年～68年　インドネシア原子力庁バン

　　　　ドン原子力研究所原子炉運転部長

1968年～76年　同庁バンドン原子力研究所

　　　　原子炉部長

1976年～82年　同庁バンドン原子力研究所

　　　　長

1982年～86年　同庁科学研究担当次官

1986年～同庁原子力科学技術評価担当次官

1．スブキ氏
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セッション2

鳥井　弘之氏

昭和ロ年7月　東京生まれ

　　42年　東京大学工学部卒業

　　44年　同大工学部修士修了

　　44年　ヨ本経済新聞社入社

　　　　　東京本社編集局科学技術部

　　51年　 同●産業1部
　　57年　岡・科学技術部

　　59年　ヨ経産業研究所の主佳研究員

　　　　　「日経ハイテク情報」編集長

　　62年　論説委員、日経産業研究所の研

　　　　　究部長を兼務

平成元年　論説委員、臼経産業消費研究所

　　　　　産業研究部の研究部長を兼務

　主な著書には、「技術の履歴轡」縮本経

済新聞社）、「複合先端産業」（田本経済薪聞

社）、「新産業革命」（日本経済新聞社）など

多数。

餐
誉

’　k目
響編謡

昭断編6年9月16日生　　　本籍地　石川県

昭和39年　東東大学工学部原子力工学科を

　　　　　卒業後、科学技術庁に入庁

　　54年　同計面局科学調査官

　　57年　外務省；在米日本大使館参事富

　　60年　科学技術庁原子力局核燃料課長

　　62年　同原子力局政策課長

　　63年　同長官官虜会計課長

：平成元年　同長官窟房審議官

　　3年～同原子力局長

石田　寛人氏

昭和2G年4出生　　　　　出身地　青森県

　　43年　中央大学法学部卒

　　47年　弁護士登録

　60年から、属本弁護士連合会の原子力部

門で、核燃料サイクル、高レベル廃棄物の

調査、研究を行い、かたわら日米原子力協

定について米国議会等に働きかけをしてき
た。

石橋　忠雄氏
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加納　時男氏

昭和旧年生　　　　　　　出身地　東京都

　　32年　東窟大学法学部卒業後、東京電

　　　　　力㈱に入社

　　39年　慶応義塾大学経済学部卒。以後、

　　　　　東京電力営業部副部長、国際科

　　　　　学技術博対策窒長、原子力本部

　　　　　副本部長（PA担当）を経て、

平成元年～同社取締役・原子力本部副本部

　　　　　長

　この間に、東京大学（教養学科）非常勤

講師、国際エネルギー機蘭（｝εA）省エネル

ギー広報・教育専門家会合副議長、科学万

博電力館長、外務省、大蔵省、通商産業省、

科学技術庁等の研究委員等を務め、現在、

太平洋経済協力会議（PECC）顕本委員会委

員、国際応用システム解析研究所（IiASA）

研究開発諮問委員等も務める。

　著轡：「エネルギー最前線」、「なぜ原発

か」（平成元年度エネルギーフォーラム普及

啓発蜜受蜜）、「90年代のエネルギー」等

　受欝：外務大臣表彰（平成元年度）

菊池　三郎氏

昭和16年5月9臼生
　　40年　京都大学工学部原子核工学科卒

　　40～47年　原子燃料公社（動燃の前身）

　　　　東海事業所にてプルトニウム燃料

　　　　の研究

　　48～58年　高速増殖炉「常陽」、「もん

　　　　じゅ」のプルトニウム燃料の研究、

　　　　および再処理技術の研究ならびに

　　　　lNFCE（国際核燃料サイクル評
　　　　価）、IPS（国際プルトニウム貯蔵）

　　　　の検討に参画。

　　59年　第i回のフランスからのプルト

　　　　　ニウム返還輸送の貴愚者

　　63年　動力炉・核燃料開発事業団企画

　　　　　部次長

平成2年　 1司秘書そ≦と

　　4年　同企薩部長

昭和29年5月旧生　　　　出生地　岡出県

　　52年　東京大学教養学部教養学科卒

　　53年　毎日新聞社入社。大阪社会部、

　　　　　科学部を経て、

平成元年～東京科学部記妻

　　4年～科学技術庁科学技術記者クラブ

所属。取材分野は地球環境、コンピュータ

ー、原子力など。幽趣には「カードの科学」

（講談社ブルーバックス）ほか。

瀬川　至難氏
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午餐会

森　喜朗氏

昭和！2年7月i媚生

　　35年　早稲田大学商学部卒業
　　44二霧三　　衆議護兜言義員‘こ≧当選

　　50年　　総王里府総務蓬隷長官

　　52年　内閣官房副長官（敢務）

　　53年　自由民主党文教部会長
　　54年　　自日ヨ民三主三党冨唾幹事壬藁

　　56年　大蔵委員長

　　58年　文部大霞

　　59年　　自由民主党語暮幹事長

61年

　　62年

平成2年

自由民主党スポーツ振輿に関す

る特別委員長

自由民主党教育改革に関する特

別調査会長

自由民主党政務調査会長代理

自由民主党全国組織委員長

自由民主党文教罰度謁査会長

平成3年　議院運営委貫長

　　　　　自由民主党政務調査会長

　　4年　通商産業大臣

江藤　淳氏

昭和7年12月25ヨ生　　　　本i籍地　東：京都

　　32卑　慶慮義i塾大学文学部英文学科卒

　　50年　文学博士号授与

　　　　　プリンストン大学客員講師、オ

　　　　ックスフォード大学聖アントニ
　　　　一・カレッジ先任研究員、ウィル

　　　　ソン研究所研究員等を経て、

　　48年　東京工業大学工学部教授

現在、船止工業大学黒蝿教授、慶慮義塾大

学環境情報学部教授、国本芸術院会員。

　昭和30年より文芸評論活動を開始し、㈹

日本文芸家協会常務理事、日本ペンクラブ

理事、日本比較文学会理事、国語審議会正

委員等を歴任。

　これまでに新潮社文学蜜、菊地寛賞、野

間文芸賞、日本芸術院賞を虚無。
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セッション3

昭和6年生　　　　　　　　　島根県出身

　　29年青山学院大学英米文学科卒業
　　　　　後、NHK記者となる。

　　34年　東京社会部に所属し、エネルギ

　　　　　一革命、東京オリンピック、ア

　　　　　ポ則1号などの取椋ご参加。

　　52年　「ニュースセンター9時」キャス

　　　　　ター

　　54年　「NHK特集」キャスター

　　63年　㈱NHKエンタープライズキャス

　　　　　ター

現在、ジャーナリスト

著書：「南極取直記」「原子力」等多数。

勝部　欝欝氏

尾関　雅則氏

大正B年1月29日生　　本籍地神奈川県
昭和21年　東京帝国大学第一工学部電気工

　　　　　学科卒業後、運輸省に入省。

　　47年忌素本国有鉄道　電気局長

　　50年　臨本国有鉄道　常務理事

　　54年㈱日立製作所入社
　　58年㈱臼立製作所常務取締役
　　60年　情報処理学会　会長

　　62年　勧鉄道総画技術研究所理事長

　　63年　1ドP（情報処理国際連合）理事

平成3年　日本学術会議会員
　褒賞その他：紫綬褒蜜（昭和52年）、電子

通信学会より学会功績賞（54年）、情報処理

学会功績蜜（63年）、1ε旺（米国電気電子学

会）より感謝状（63年）、OA化貢献優秀個人

蜜（平成2年）

菅野　文友氏

昭和4年4月iEi生　　　出身地　岩手県
　　27年　東北大学理学部卒

　　38年　技術士（生産管理部門）

　　43年　工学博士（東北大学）

～昭和35年　電信電話公社電気通信研究所

　　　　　　（伝送硫究室研究主任）

　　　35年㈱日立製作所戸塚工場（出任、

　　　　　　課長、主任技自雨）

　　　　　　同神奈川工場（主任技師）

　　　　　　周ソフトウェア工場（設計部

　　　　　　長、検査部長、副技師長）

　　　50年忌岩手大掌工学部教授（電子コニ

　　　　　　学科～情報工学科）

　　　56年～東京理科大学工学部教授（経

　　　　　　営工学科）

　　　　　　正会員として、電子情報通信

　　　　　　学会、情報処理学会、日本ソ

フトウェア科学会、ヨ本オペレーションズ

リサーチ学会、日本品質管理学会、日本経

営工学会、日本信頼性学会、電気学会、計

測自勤制御学会、日本人問工学会、日本ME

学会に在籍。他にもデミング賞委員会委員、

日本科学技術連盟参与、中国品質管理協会

顧問、中華人民共和国武漢大学兼担教授、

宇宙開発事業団有人安全技術委員会委員を
併任。

受蜜：目本経済新聞社品質管理文献蜜
　　　（1986、｛991年）、Award　to　the　8est

　　　nQn－european　Speaker［：EOQ（ヨーq

　　　ッパ品質機構）Software　Com繍セee］

　　　（1992年）
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日召斥臼8年4月！鉦i生

　　34年　読売新聞社入社

　　58年～言売売新聞社論説委員

　このほか、運輸技術審議会委員、産業技

術審議会委員、情報処理振興審議会委員、

原子力委員会専門委員、中央公書対策審議

会委員などを歴任。

　主な著轡：「気象資源」「気象経済学」「鶏

本を支える人と無血」「コqンプスの卵3

藏本エッセイストクラブ会員

中村　政雄氏

藤冨　正晴氏

昭和24鋼。月1旧生

　　48奪　早稲田大学理工学部機械工学科

　　　　　卒業

　　48年　通商産業省公益事業局火力課

　　49隼　工業技術院大型プ農ジェクト室

　　　　　（航空機用ジェットエンジン）

　　52年　科学技術庁計画局科学調査嘗付

　　　　　（長期エネルギー研究開発計爾）

　　53年　米国ペンシルベニア大学ウォー

　　　　　トン経営大学院修i士課程

　　55年　重藤省資源エネルギー庁公益事

　　　　　業部火力課地熱班長

　　57年　局公益事業部原子力発電安全審

　　　　　査課建設班長

　　58年　同公益事業部計響課技術班長

　　59年　経済協力開発機構国際エネルギ

　　　　　一機関研究開発局課長（核融合）

　　62年　通産省資源エネルギー庁公益事

　　　　　業部発電課技術振興室長

　　63年工業技衛院大型プ簾ジェクト研
　　　　　究開発官（資源探査衛星他）

平成2年　九州通商産業局公益事業部長

　　4年～通産省資源エネルギー庁公益事

　　　　　業部原子力発電安全管理課長

、
「

松浦　祥次郎氏

昭和沿年1鳴20ヨ生　本籍地　京都府

　　33年　京都大学工二部応用物理学旧卒

　　35年　東都大学大学院工学研究科原子

　　　　　核工学修士課程修了後、京都大

　　　　　学工学部原子核工学教室助手

　　36年　日本原子力研究所東海研究所動

　　　　　力試験炉建設部

　　38年　同東海研究所動力試験炉管理部

　　44年　購東海研究所動力試験炉部開発

　　　　　室

　　52年　同東海研究所動力試験炉部開発

　　　　　窒長

　　60年　同東海研究所原冬炉工学部長

　　6i年　同企画室長

平成元年　同東海研究所副所長

　　5年　日本原子力研究所理事
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J．A．パーライト氏

1944年7月12日生

　qンドン大学にて経済学の学士号、ケル

ン大学にて経済学の修士号を取得

197i年

ig73年

1984年

1985年

19引年

褒賞：

ウラニット（ウレンコ社　西独株

主）に勤務

ウレンコ社に勤務、販売部長とし

て濃縮サーどスのマーケティング

に従事

ウレンコ社　財務、企画担当取締

役に就任。センテック社　取締役

に就優

ウレンコ社の財務、営業担当取締

役に就任

ウレンコ社社長に就任

　　　ドイツ連邦共和国メリット勲箪
　　　（1986）

その他：学生時代、西独のウェイトリフテ

ィングのチャンピオンで3階級潮覇。
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セッション4

題畠　英三氏

大正2年4月28飼生　　本籍地　神奈川県
昭和13年　東京文理科大学卒業後、理化学

　　　　　研究所入所（～28年）

　　24年　シカゴ大学フェルミ原子核研究

　　　　　駈砺究員（～2眸）

　　27年　立教大学理学部講師（兼伍）

　　28年　立教大学理学部教授

　　28年　東京教育大学にて博士号取得

　　29年　立教大学物理学番長

　　30年　東京大学講飾

　　31年　国連科学委員会科学握当官（～32年）

　　36年　立教大学D．C．主任

　　40年　飼原子力安全研究協会理事

　　42年　立教大学理学部長、学校社会講

　　　　　座委員、学生相談所顧問

　　47年　立教大学爪跡線取扱主面、原子

　　　　　力委員会委員（非常勤、～49年）

　　49年　立教大学評議員
　　53年　原子力安全委員会委員（～62年）

　　54年　立教大学名誉教授

　　57年～日米凍爆被曝考線量再評価検討

　　　　　委員会委員長
　　60年　国際放細線防護委員会（！CRP）委員

　　63年～㈱原子力安全研究協会理事長

平成3年～鱗環境科学技術研究所顧問
その他役職：立教学院理事（昭和60年～）、

囎放射線影響協会常務理事（非常勤、63年
～）、（財）原子力工学試験センター理事（51年

～）、㈹日本原子力産業会議顧問（5陣～）

褒賞　＝勲二＝二等旭日重光章　（日召示063年）

綴本　淳氏

昭和7年1月18賃生　　　本籍地　広島県
　　38年　　京者8大学大学昼タ己医学研究山斗†専一

　　　　　課程単位修得

　　　　　法務技官　滋賀刑務所医師

　　轟0年　文部技官　京都大学医学部附属

　　　　　病院

　　41：年　京都大学医学博士

　　43年　米ブラウン大学ライフ・サイエ

　　　　　ンス研究所（～45隼）

　　51年　広島大学教授　原爆放射能医学

　　　　　研究所

平成元年　広島大学原爆放射能医学研究所
　　　　　所長（併任）、広島大学評議員（併

　　　　　任）

　飼際原子力機関（IAεA）の国際諮問委員会

メンバ～として国際チェルノブイリプ自ジ

ェクト（平成2～3年）その他に参加。

平成3年より日本血液学会理事

ε。P．イワノブ氏

［939年　1　四生

ig62年　ミンスク国立医科大学卒業

1962年～65年　医師卒業後訓練のためベラ

　　　　ル～シ大学の化学療法講座の研究

　　　　コース

1965年～70年　ベラルーシ血液学輸血学研

　　　　究所の臨床血液学および血液学研

　　　　究部門主任
E970年　　医学t雲選士

1976年　血液学および輸血学教授

1977年　　「臨床および実験室的血液学にお

　　　　ける標準化と品質管理」をテーマ

　　　　とした英国におけるWHO訓練研究

　　　　員

！980年～92年　米国における骨髄移植を利

　　　　用した小児および成人白血病の診

　　　　断と治療に関する再教育講習

　現在、イワノブ氏は、ベラルーシ共和国

における血液学的影響に関するチェルノブ

イリ・プ目ジェクトの簸高黄任者であると

ともに、チェルノブイリ事故の健康的諸影

響に関する国際プ目グラム、簑一駆ッパ小

児臼血病・リンパ球異常研究など3つのチ

ェルノブイリ・プロジェクトに関係してい
る。

　チ黒ルノブイリ事故に関する同氏の主な

論文・著作は、「チェルノブイリ事故後のベ

ラルーシにおける骨髄の放射線被曝と小児

白血病の疫学的性質」「チェルノブイリ事故

の結果に対する医学的調査をめぐる科学情

報サービスの幕間題とその解決法」など多
数。
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小出　五郎氏

昭和【6年生　　　　　　　出身地　東京都

　　39年　東京大学農学部卒業後、NHKに

　　　　　入社。生物学、医学、環境、エ

　　　　　ネルギー問題等を担当。

　　53年　イギリスBBCに出向（～55年）

　　59年目N臥特集「核戦争後の地球」で芸

　　　　　術祭大欝、日本ジャーナリスト

　　　　　会議賞大賞、イタリア三等を受

　　　　　蜜。

　　6眸　アメリカとの国際共肩制作番組

　　　　　「プレインー知られざる脳の世

　　　　　界」のキャスター

平1成元年　4力国共同制作「驚異の小宇

　　　　　宙・人体」チーフディレクター

　　　　　兼キャスター佃；奉：霞、AVA賞な

　　　　　どを受賞）

　　　　　酬K解説委貫（科学技術分野担当）

その他役職：中央公害審議会委員

憎憎には、「3ピ革命」「海洋の設計」「原子

力は必要か一アメリカの原子力安全論争」

「エネルギー葬浪費型社会への道∫超石油

エネルギー」「脳一1400グラムの宇宙」。

訳磐に「グリーンウェポン」等。

1983年～86年　ロンドン大学キングスカレ

　　　　ッジで数学と化学の学位を取得。

1986年～90年　ロンドン大学インペリアル

　　　　カレッジ

1986年～87年　統計学修士、インペリアル

　　　　カレッジ蜜

1987年～90年　統計学博士

　現在、英国立がん研究基金がん疫学部で

疫学統計学者として勤務。

G．K．リーブス氏

A．鍔．ツィブ氏

i934年1月生
195i年～57年　ウズゴロド国立大学医学部

｛957年～61年　地区病院の首席内科医

1959年～6；年　ウズゴロド大学医学部の臨

　　　　床医学研修生

i96i年～64年　ソビエトAMS放封線医学研

　　　　究所

1961年～78年　ソビエト科学アカデミー放

　　　　射線医学研究所の下級、上級研究

　　　　員および部長

［978年～オブニンスク放射線医学センター

　　　　所長

1986年　ソビエト科学アカデミー（医学部

　　　　門）会員代理

19引年　ロシア科学アカデミー（医学部門）

　　　　会員
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セッション5

愛之脇　光朗氏

日召禾Ω7年2月i4日生　　　　　出，野±也　　東京者β

昭和28年　外交官領事官採用試験合格

　　29年　東京大学法学部第二類卒、外務

　　　　　省入省

　　44年　同調査官（アメリカ局）、大臣官

　　　　　房国際資料部分析課長

　　48年　在アメリカ合衆国日本国大使館

　　　　　参事蜜

　　50年　在中華人民共和国日本国大使館

　　　　　公使

　　53年　大臣嘗房調査部外務参事官

　　54年　欧亜局外務参事官

　　55年　大臣官房審議官兼欧亜局

　　57年　在ホノルル艮本国総領事館総領

　　　　　事

　　59年　中南米局長

　　6i年　大臣官房、特命全権大使　ナイ

　　　　　ジェリア国駐舗

平成元年　軍縮会議国本政府代表部在勤

現在、軍備管理・軍縮担当特命全権大使

今井　隆吉氏

東京生まれ

東京大学理学部卒　工学博士（原子カ工学）

ハーバード大学院、フレチャー法律外交大

学院修士（国際政治）、朝日薮聞、日本原子

力発電㈱技術部長、特命全権大使（クエイ

ト国、ジュネーブ軍縮会議、メキシコ合衆

国）、原子力委員会参与、臼本原子力産業会

議顧問、世界平和研究飯（首席研究員）、上

智大学（客員教授）などを歴任。

著書には、「科学と国家J（中央公論）「国際

査察」（朝日新聞）「核と現代の国際政治」

（国際問題研）「核軍縮」（サイマル）「武器

の逆襲」（東洋経済）「睡clear　ERergy　and

Nuclear　Proliferatbn」（Westview）など多数。

1．アツマド氏

1930年3月

｝949年～51年　パンジャブ大学理学修士

【954年～58年　モントリオール大学理学博士

1952年～60年　ラホール国立専門学校講師

1960年～66年　パ午スタン原子力委員会

　　　　（PAEC）上級科学公務員

1967年～69年　　PAEC警鐘豊島

1969年～71年　ラホール原子量センター所長

197｝年～76年　PAECパキスタン原子力科

　　　　掌技術研究所長

ig76年～88年　PAEC委員

1983年　パキスタン科学アカデミー会員

ig88年～91年　PAεC上級委員

1991年～　PAEC委員長

受震：シタラーイーイムシャズ勲章授賞

　　　（lgg眸）

　同氏は、現在、パキスタンの科学技術政

策および計画の頂点に立つ国家科学技術実

行委員会で積極的な役割を果たしているほ

か、パキスタン科学財団、国立エレクトロ

ニクス研究所等いくつかのパキスタンの科

学・教育機関の理事を勤めている。さらに、

lAεAの評議員会の理事でもある。
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H．ドラフォルテル氏

i942年2月20日生　　　　　出身地　パリ

1967年～68年　仏外務省アフリカ・マダガ

　　　　スカル局

1968年～71年　駐日フランス大使館二等書

　　　　記官

197i年～73年　外務省経済協力局

1973年　外務大臣ミシェル・ジョベ氏の顧問

1974年～75年　外務大匿ジャンスバナーグ

　　　　氏の顧問

1975年～78年　駐オランダ・フランス大使

　　　　館参事官

1978年～80年　総理大臣の使節団代理公使

198G年～8i年　総理大臣の外交顧問

1981年～84年　駐独フランス大使館一等参

　　　　事官

1984年～86年　駐独フランス大使館大臣級

　　　顧問

1986年～87年　国防大臣アンドレジロー氏

　　　　の使節団代理公使

1987年～91年　韓国駐在大使

［991年～仏原子力庁（CεA）国際局長

　現；在、国際原子力機関理事会のフランス

代表を務める。

8．サンダース氏

ig27年　1　月　7　日生

　政治学と国際政治をアムステルダム市立

大学、コロンビア大学で専攻。

i950年　コロンビア大学で修士号取得

1954年　アムステルダム大学で国解法を専攻

1955年　オランダ外務省に入省

1958年　lAEA職員

1961年　国連でアフリカおよびユーゴスラ

　　　　ビアにおける技術支援業務
1965年　　IAEA｛呆巨章日置局

　iAEA保障措置システムの構築や保障措

置実施委員会（SAGSDに従事。

1968年　非核兵器保有諸国会議IAEA代表

1975年　ストックホルム国際研究所から

　　　　「核拡散に対する保障措置」を刊

　　　　行。第1回核不拡散条約（NPT）再

　　　　検討委員会委員

1977年　国連軍縮センター

　国連安全保障理事会の高高による軍縮研

究および「軍縮イヤーブック」の編集等に
従事。

1978年～83年　国連軍縮研究諮間委員会主

　　　　席委員

｛980年　第2鳳NPT再検討会議事務局次長

tg83年～87年　国連軍縮局情報・研究部長

　　　　および国連の核不拡散酋席担当官

ig85年　第3回NPT蒋検討会議事務局長
｛987年～国際核拡散防止プログラム

　　　　（PPNN）　議長
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第26三原産年次大会国内参加者リスト（敬称略，五十音額）
一平成5年4月8日現在

　
郎
一
郎
雄
志
｝
一
久
夫
文
潤
雄
郎
行
彦
満
譲
郎
三
栄
三
水
巳
島
守
夫
食
爽
彦
醜
夫
潔
鯛
一
苗
穂
進
男
三
明
穂
治
光
健
保
彦
弘
隆
博
夫
一
一
滋
三
三
郎
朗
一
掴
明
亮
夫
＝
二
章
和
郎
隆
典
二
良
洵
亨
和
臣
則

　
太
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
次
　
　
　
　
　
一
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
太

　
賢
國
｝
達
孝
洋
箭
和
重
成
　
忠
哲
軍
紀
　
　
禮
　
　
行
治
勇
栄
　
叡
智
勝
紀
暴
動
　
秀
俊
欣
瑞
　
牧
屋
並
重
利
寿
　
弍
克
成
　
　
良
仁
博
　
孝
孝
庸
豊
隆
正
　
　
岩
盤
蚕
飼
良
一
　
一
敬
貞
　
　
利
英
正

名
墨
壷
沢
田
原
垂
井
木
木
木
木
木
木
木
木
木
木
木
木
柳
窪
膝
元
山
山
比
井
岡
倉
倉
野
奈
原
木
　
立
部
野
立
　
井
井
井
瀬
澤
田
　
藤
藤
藤
藤
尾
島
田
田
田
田
田
　
岡
止
立
田
田
永
永
本
崎
井
井
井
井
井
井
井
井

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
比
　
田

面
相
逢
逢
相
相
饗
応
費
青
青
青
青
青
青
青
青
青
膏
青
青
赤
秋
寒
秋
秋
明
盲
朝
朝
朝
浅
無
塩
阿
新
足
阿
天
天
綾
新
荒
荒
幽
幽
有
安
安
安
安
安
並
塩
皇
基
飯
生
生
池
池
池
池
池
池
池
池
池
井
石
石
窟
軸
比
石
石
石

機闘／組織名
三菱重工業㈱
電源開発㈱
通商産業政務次倉
東京電力㈱原子力研究飯
東北電力㈱
三菱重工業㈱
㈱東芝
中国電力㈱
原子燃料工業㈱
東京工業大学
中部電力㈱
動力炉・核燃料開発事業団
日本裏道㈱
中部電力㈱浜岡原子力総合事務所
関西電力㈱
東京電力㈱原子力研究所
東北電力㈱
三菱重工業㈱
㈱東芝
（財）電力中央研究所
（財）日本原子力文化振興財団
臼本原燃㈱
三菱マテリアル㈱

四国電力㈱原子力保安研修所
東京大学
動力炉・核燃料開発事業団
東京電力㈱原子力研究所
東北原子力懇談会
三菱商事㈱四国支店
動力炉・核燃料開発事業団
北陸発電工事㈱
㈱神戸製鋼所
動白衣・核燃料開発事業団敦賀事務所
関電興菜㈱
科学技術庁
㈱申事ブラントサービス
㈱東芝
石川島播磨重工業㈱
日機装㈱

㈱日立製作所
伊藤忠商事㈱
日本ニユクリア・フユエル鞠
通商産業省資源エネルギー庁
三菱重工業㈱高砂製作所
中国電力㈱
石川臨播磨重工業㈱
東京大学
動力炉・核燃料開発事業団
㈱東芝
東京大学
中部電力㈱浜岡原子力総合事務所
日本原画㈱
日本原燃㈱
日本原子力発電㈱
戸田建設㈱
三菱重工業㈱
日本エネルギー経済硬究藤
日本建設工業㈱
東芝プラント建設㈱
関西電力㈱姫路支店
東京電力㈱
東芝エンジニアリング㈱
中部電力㈱
四国電力㈱
住友金属工業㈱
関西電力㈱大阪北支店
（財）電力申央研究所

富士電機㈱
四国電力㈱伊方原子力建設所
東京電力㈱
㈱関電工
麻布大学
三菱重工業㈱
科学技術庁
東京電力㈱原子力保健安全センター
石州島播磨重工業㈱

ページ

役　職
取締役社長
常務取締役

主席硯究員
理事
次長

取締役応長
計画担当課長
常任監査役
名誉教授
広報室長
担当役
副部長
支配人，建設所長
調査役
材料研究室長
常務取締役企画部長
特趨顧問
部長
課長

理事・事務局長
渉外課長
取締役副社長
所長
教授
プロジェクト参纂
新型炉研究室長
専務理事
支店長
部長

常務取締役
原子力部長
所長
室長代理
官房審議窟
取締役，工事本部長兼原子力部長
取締役，本部長
代衰取締役副社長
副本部長
副本部長
原子力室長代行
取締役社長
公益事業部長
部長
取締役広報部長
部長
名誉教授
監事
技監
名誉教授
支配人，発電所長
常務取締役
安全管理部長。理事
代表取締役社長
顧問

取締役会長
理事長
相談役
次長

調査役
取締役副社長
次長
副部長
課長
参事

副課査役
グループリーダー
総括部長
穆f長

理事，原子力特溺補佐
理事，織子力部長
教授

室長
原子力開発機関監理官付
所長
技師長
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第26回原産年次大会国内参加者リスト（敬称略，五十音順）
一平成5年4月8日現在

　
彦
男
武
高
夫
夫
樹
彰
人
躬
一
彦
雄
雄
夫
文
啓
三
郎
也
彦
彦
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治
成
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資
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雄
人
夫
二
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雄
平
夫
裕
雄
睦
穣
三
無
平
雄
清
圭
也
昭
則
徳
夫
哲
吉
正
夫
寒
明
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也
士
助
一
進
克
学
一
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正
人
治
宣
功
鰯

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
太
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寛
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健
忠
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幸
　
郁
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舜
康
良
羅
宇
治
哲
治
龍
正
幹
正
敦
英
　
貞
昌
俊
功
治
　
　
秀
　
恭
和
　
　
晋
利
雅
義
和
　
隆
常
恒
浩
正
正
敏
鐵
尚
中
蓋
　
信
　
洋
　
博
康
直
文
昭
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名
井
王
立
川
川
崎
崎
塚
田
田
田
原
橋
渡
蝿
取
泉
泉
泉
　
　
　
村
井
倉
倉
田
川
橋
松
澤
藤
藤
藤
藤
藤
藤
東
藤
藤
畑
唐
錦
盤
上
上
上
上
上
上
原
井
井
井
泉
岡
水
村
本
江
井
井
越
南
崎
崎
崎
崎
永
本
谷
井
西
野
出
原

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
地
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
本
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
清

噴
石
石
場
石
臼
碁
石
細
石
石
組
石
石
葺
石
伊
和
和
和
磯
礒
磯
磯
板
板
板
井
市
市
一
出
伊
無
価
伊
伊
伊
伊
藤
伊
藤
中
稲
犬
井
井
井
継
継
井
伊
今
今
今
今
今
今
井
井
入
岩
戸
岩
岩
層
岩
岩
心
岩
岩
岩
宇
上
上
上
上

機関／組織三
管友商事㈱
関西原子力懇談会
㈱荏原製作所
（財）原子力安全研家協会
北海道大学
日本原子力防護システム㈱
日本原燃㈱
（財）核物質管理センター
科学技術庁
東京電力㈱
原子燃料工業㈱
㈱ペスコ
石橋法律事務駈
動力炉。核燃料開発事業団
第一原子力産業グループ
ウラン濃縮機器㈱
動力炉。核燃料開発事業団
三菱原子力工業㈱
中国電力㈱
㈱東京久栄
日本アドバンストテクノロジー㈱
㈱東京久栄
外務省
東北電力㈱
東京電力㈱
日本原子力発電㈱
ウラン濃縮機器㈱
（財）原子力安全研究協会
参議院
関西電力㈱
東京電力㈱
東京電力㈱
丸紅㈱
日本原虫㈱
東洋エンジニアリング㈱
東北電力㈱
日本原子力発電㈱
東電工業㈱
中部原子力懇談会
㈱東芝
（財）日本原子力文化振興財団
（財）産業研究所

関西電力㈱東大阪営業所
三菱原子力工業㈱
岡野バルブ製造㈱東京支社
佐藤工業㈱
（財）電力中央研究所ヒェーマンファクター研究センター

北陸電力㈱
㈱クリハラント’

三菱重工業㈱
原子力委員会
衆議院
日本原子力発電㈱
（社）日本原子力産業会議
東京大学
㈱東芝
通商産業省資源エネルギー庁
関西電力㈱
関西原子力懇談会
日本原子力発電㈱
東北電力㈱
北海道電力㈱
日本原子力発電㈱
（社）日本電機工業会
東芝エンジエアリング㈱
向洋電気㈱
営農市
日本原子力発電㈱東海発電所
動力炉・核燃料開発事業団大洗工学センター
三菱原子力工業㈱
三菱重工業㈱
日本原子力文化振興財団
中国電力㈱
衆議院
科学技術庁
三菱商事㈱

役　職
次長

常務理事
技術部長
調査二期長
教授

代表取締役　副会長
部長
理事
原子力局長
部長
副社長
顧問
弁護士
理事長
事務局長
常務取締役
副本部長
域締役，副統括部長
課長

代表取締役副社長
社長

代表取締役社長
事務官
立地課長
部長
常務取締役
取締役社長
常任理事
特別調査員
調査役
副部長
副長
副部長
常務取締役
先任理事
巻営業所長
相談役
取締役，原子力部長
事務局長
事業部長
専務理事
理事長
次長

常務取締役
顧問
部長
副所長

常務取締役
主務
委員

調査員
次長、海外協力室長
常任顧問
名誉教授
技監
漂子力広報推進企画官
次長

部長，理事
理事

顧問
課長
部長

サービス本部長
主事
所長
照射燃料集合体試験室長
総務部長
軽水炉二課長

次長
調査員
漂子炉施設検査室長
常務取締役
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第26回原産年次大会国内参加者リスト（敬称略，五十音順）
一平成5隼4月8日現在

　
夫
郎
吾
豊
博
郎
男
章
雄
雄
雄
司
治
裕
郎
彦
夫
塁
壁
明
也
明
輝
｝
雄
博
弘
雄
治
彦
之
雄
美
之
彦
開
炉
廣
茂
実
吉
古
次
夫
浩
志
一
一
彦
雄
夫
宏
之
弘
彦
吉
武
徹
彰
毅
旦
助
治
三
文
明
種
彦
光
寳
翼
樹
文
夫
則
雄

　
　
　
　
　
　
一
　
　
　
　
　
　
　
　
次
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
比

　
常
達
光
　
一
驚
明
芳
静
隆
秀
軍
義
照
健
珍
英
重
　
聰
哲
正
　
準
俊
　
容
忠
達
新
泰
政
博
正
安
距
離
基
　
　
弘
益
唯
紀
　
博
栄
昭
隆
忠
稔
章
宏
照
智
久
　
　
　
　
　
圭
正
敬
重
憲
吉
菱
行
　
　
昌
善
一
吉
英

名
林
住
美
美
尾
型
吹
井
田
田
田
平
村
津
田
床
上
尻
藤
本
藤
藤
池
離
石
石
川
壇
神
木
保
保
倉
将
軍
瀬
高
高
竹
竹
東
塚
平
坪
寺
沼
野
野
野
野
饗
畠
苦
難
林
土
塗
村
山
　
豊
崎
碕
田
田
田
田
野
野
部
村
村
村
本
谷
原

　
　
　
佐
佐
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
久
久
　
　
須
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
粟

興
上
悶
悶
陽
明
悶
悶
開
明
内
内
内
海
梅
梅
上
江
江
江
予
予
遠
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
大
岡
岡
里
門
岡
空
軍
岡
守
手
墨
壷
岡
峰
岡
岡
小

機関／組織名
三菱重工業㈱
関電興業㈱
東京電力㈱
東北電力㈱秋田支店
科学技術庁
原野事業㈱
日本原燃㈱
三菱原子燃料㈱
日揮㈱

日本ニユクリア・フユエル㈱
（財）原子力安全研究協会
㈱関電工
東北電力㈱女川原子力発電所建設藤

日本IER£会議
鹿子建設㈱
東洋エンジニアリング㈱
北陸発電工事㈱
山九㈱

光輝義塾大学
東京電力㈱
外務省
㈱竹中工務店
㈱大林組
㈱日立製作所北陸支社
日本建設工業㈱
動力炉・核燃料開発畢業団
九州電力㈱川内原子力発電所
東京電力㈱
九州電力㈱
武蔵工業大学
三菱商事㈱大阪支社
富士原子力㈱
中圏電力㈱
㈱間組
関西電力㈱福井原子力事務所
東京原子力産業会
㈱インターナショナル。コンストラクターズ
（財）原子力安全砺究協会
科学技術庁
東北電力㈱東京支社
中国電力㈱
（財）エネルギー総合工学研究藤
日揮㈱
丸絃㈱

B本原燃㈱
（財）電力週央研究所
通商産菜i省資源工ネノレ露出庁

衆議院
日本漂燃㈱
ウラン濃縮機器㈱
四電エンジニアリング㈱東京支社
衆議院
動力炉。核燃料開発事業団
九州原子力懇談会
四国電力㈱

㈱CRC総合研究所
オルガノ㈱
日本原書㈱
原子力委員会
㈱関西テック
㈱ニュージェック
日揮㈱
㈱東芝
科学技術庁

海外再処理契約委員会
中国電力㈱島根原子力発電齎
三菱重工業㈱
関西電力㈱
日本原子力発電㈱
日本原子力発電㈱
三菱璽工業㈱
外務省
北陸原子力懇談会
三菱電機㈱
㈱日立製作所

ページ：　　3

役　職
常務取締役，原子力事業本部長
事業部長
原子燃料計画課長

安全審査管理官
取締役社長
課長
取締役

営業第3部長
取締役会長

常務取締役，副本部長
副所長
総務理事
常任顧悶
取締役社長
取締役社長
電力・エネルギー部長
教授
副部長
特命全権大使
専務取締役
部長

部長
取締役
副理事長
運転諜長
野問
次長
教授

原子力玉目チームリーダー
取締役、営業部長

顧間
次長

事務周長
社長

総務課長
安全審査管理官
副支社長
部長

エネルギー技徳情報センター長
営重三1部長
部長

監査役，部長
グループリーダー
原子力発電安全企画審査課長
調i豊町

理事，濃縮部長
常務取締役
東京支社長
議員

部長
事葉部長

常務取締役
取締役，電力事業部長
部長

委員長代理
常務取締役
海外プラント部長
理事，副本部長
｛票子力営業統括部長

調壷員

委員

次長

再処理技術統括室長
次長
販締役会長
常任監蚕役
原子力第一部長
首席事務官
専務理事
部長
次長
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郎
久
夫
次
孝
樹
雄
信
洋
猛
雄
美
二
夫
夫
介
則
彦
彦
之
郎
一
一
透
雄
正
介
幸
世
至
極
博
樹
学
昭
男
也
一
瓶
進
明
治
秀
郎
務
博
至
郎
夫
二
光
久
男
秋
男
則
久
人
生
一
坐
理
】
一
人
男
郎
雄
郎
立
憲
画
学
樹
三
陸

　
二
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一
　
　
　
　
　
　
千
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
比
　
　
　
　
　
五

　
謙
勝
修
純
直
憲
周
幸
甚
　
貞
成
勇
幸
典
洋
鍵
盤
洗
面
門
止
啓
　
安
　
敬
紀
英
秀
　
重
量
　
　
一
勝
善
承
正
洋
誠
公
靖
　
　
正
次
熊
孝
洋
　
時
一
意
義
　
秀
美
　
忠
　
幸
祥
博
益
小
幸
芳
俊
　
大
和
武
祐
守

名
越
簸
川
　
　
村
野
弁
士
野
村
倉
崎
喜
雨
尻
関
田
団
扇
賜
玉
葉
上
原
山
毛
山
原
日
岸
平
部
木
藤
藤
藤
藤
藤
壷
藤
芥
田
脇
井
川
盛
撫
子
子
子
田
納
田
沢
山
井
川
谷
津
井
勝
上
上
上
上
崎
崎
島
田
原
原
石
人
伝

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
田
田
　
　
　
賀

氏
緒
小
小
諾
諾
沖
荻
奥
奥
奥
奥
小
尾
尾
小
尾
尾
小
小
蟻
蚕
緒
乙
本
論
加
重
梶
自
門
片
片
勝
桂
朝
粥
焔
焔
加
加
百
日
門
門
金
金
金
高
金
金
金
金
加
鎌
上
神
亀
亀
亀
唐
河
川
川
溝
川
川
河
川
鵜
川
河
川
川
糾
矧
菅

機関／組織名
㈱東京銀行
中部原子力懇談会
㈱東芝
申国電力㈱岡山支店
科学技徳庁
科学技術庁
三菱原子力工業㈱
日本原燃㈱
三井物産㈱
電気事業連合会
日本ニユクリア・フユエル㈱
三菱原子力工業㈱
（財）電力中央研究所狛江研究所
柏崎市役所
科学技爾庁
中部電力㈱
（財）鉄道総合技術班究所
科学技術庁
申国電力㈱
日本原子力発電㈱
両部電力㈱
上智大学
東京電力㈱
東電設計㈱
日本ニユクリア。フユエル㈱
日本原子力発電㈱
南瞬興産㈱
東北電力㈱
動力炉。核燃料開発事業団
日本ニュクリアサービス㈱
エイ・テイ・エス㈱
東京電力㈱
ジャーナリスト
㈱日本総合研究所
日本核燃料コンバージョン㈱
衆議院
棄北電力㈱
科学技術庁
日本原子力防護システム㈱
（財）電力中央研究所我孫子礒究所
㈱日立製作所日立工場
三菱重工業㈱神戸造船所
科学技術庁
三菱重工業㈱
㈱日立製作所
東京電力㈱
動力炉・核燃料開発事業団
㈱東芝
東海大学
電気事業連合会
動力規・核燃料開発事業団
日本原燃㈱
東京電力㈱
四国電力㈱東京支社
北陸電力㈱
戸田建設㈱
日本核燃料開発㈱
日本原燃㈱
石川鼠播磨重工業㈱
年次大会準備委員会，東海大学
四国電力㈱伊方発電所
日本原燃㈱
神奈川大学
中国電力㈱
㈱東芝
石川農播磨重工業㈱
㈱関電工
申部電力㈱三重支店
（財）核物質管理センター
B本核燃料麗発㈱
㈱日立製作駈
原子燃精工菜㈱
科学技徳庁
東京電力㈱
㈱原子力発電訓練センター
四国電力㈱

役　職
顧問

常任理事
事業部長附
広報・営業担当部長
会計課長
官房審議宮
取締役社長
部長
常務取締役・電機本部長
副部長
常務取締役
顧問
藤長
助役
諜長補佐
原子力計画部長
理事長
原子炉規制課長
所長
副部長
担当部長
教授
取締役，副本部長
取締役
常務取締役
顧問

取締役会長
取締役，立地環境部長
部長
顧問

代表取締役社長
副長

技術顧問
代表取締役社長
調査員
副部長

核燃料継送対策官
取締役
部長
技師長
技飯長
係長

原子力第二部長
取締役社長
原子力センター所長
課長代理
本部長附
教授
原子力部長
次長
常務取締役
取締役
課長
副部長
課長
代表取締役会長
取締役副社長
部長
準備委員長，教授
広報担当課長
常務取締役
教授
次長
部長

副事業部長
取締役副社長
副長
顧問

常務取締役
本部長
常務取締役
課長補佐
常任監査役
代表取締役社長
総務課長

ページ 4
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器
品
門
司
裕
正
二
吉
部
郎
雄
治
夫
久
二
男
典
郎
睦
子
｝
行
平
子
朗
三
豊
武
良
治
司
宏
雄
之
郎
俊
幸
郎
雄
士
淳
昭
三
正
善
裕
浩
男
臣
孝
夫
明
夫
夫
三
塁
茂
｝
守
夫
義
浩
夫
生
郎
　
章
男
｝
朗
徹
男
孝
二
夫
史

　
　
　
　
　
　
　
　
　
一
　
　
　
　
　
　
　
　
　
し
　
　
　
紀
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
紀

　
雅
文
三
密
　
昭
哲
卯
洋
貞
良
通
幹
義
浩
哲
正
達
　
と
洋
輝
留
置
節
洋
島
尚
忠
立
祥
和
祥
敏
一
久
有
二
隆
然
　
無
識
　
弘
　
　
静
貞
　
輝
英
正
面
啓
　
借
銭
信
康
忠
　
幹
長
五
裕
弘
郁
軍
立
　
和
　
公
正
守

島
崎
野
池
阪
木
　
田
野
本
嶋
浦
川
田
原
認
諾
規
漸
漸
部
村
川
瀬
原
原
本
岡
藤
藤
藤
重
団
鱗
被
米
　
重
持
持
持
本
本
原
原
論
原
林
木
田
田
田
園
田
田
原
青
原
離
業
岩
泉
泉
泉
田
出
津
山
分
分
保
坂
島
島
二
親
関

　
　
　
　
　
佐
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
久

氏
神
菅
菊
木
木
岸
党
益
岸
木
北
北
北
北
北
北
吉
城
木
木
木
清
清
清
男
茎
葛
工
工
工
國
國
熊
熊
久
禽
倉
並
倉
倉
藏
倉
粟
栗
栗
栗
紫
黒
黒
黒
黒
黒
黒
黒
桑
桑
桑
小
小
小
小
小
小
鯉
小
神
神
国
國
古
小
小
小
小
竪
琴

呈露／組織学
（社）海外電力調査会
東京理科大学
動力炉。核燃料閣発事業団
科学技術庁
東京電力㈱
東北電力㈱女川原子力発電所
関西電力㈱
石川島播潜重工業㈱
動力炉。核燃料開発事業団
東京電力㈱原子力珊究所
㈱ユアテヅク
大阪府立大学
関西電力㈱
動力炉・核燃料開発事業団
関西電力㈱
三菱重工業㈱
広島国際会議場
住友原子力工業㈱
東芝エンジエアリング㈱
ナショナル　ピー　アール㈱
中部電力㈱
三i箋重工業㈱

東海大学
中国電力㈱
日本アドバンストテクノロジー㈱
関西電力㈱
東北電力㈱
科学技術庁
東北電力㈱
㈱大林組
中国地域エネルギーフォーラム
露呈原子力防護システム㈱
㈱東芝
（財）放射線影響協会

西日本プラント工業㈱
北陸電力㈱
経済企画庁
日本原燃㈱
科学技徳庁
議本原燃㈱
広島大学・原爆放射能医学礒究所
（財）日本科学技術振興財団

㈱クリハラント
㈱ピー・ダブリュー。アール運転訓練センタ
動力炉・核三斜開発事業団
日本原子力発電㈱
日揮㈱

原子力サービスエンジニアリング㈱
三菱重工業㈱
清水建設㈱
臼本原燃㈱
千代霞保安用品㈱
関西電力㈱
三菱重工業㈱
㈱原子力代行
関西電力㈱
動力炉・核燃料開発事業団
㈱三菱総合研究所
北海道電力㈱
太平電業㈱
三菱重工菜㈱
電気事業連合会
東京電力㈱
三菱原子燃料㈱
日本放送協会解説委員
㈱大林組
東海大学
㈱醐発計画研究所＝

関工第一企業㈱
三菱原子力工業㈱
大成建設㈱
宇徳運輸㈱
ヨ本原子力発電㈱
外務省
千代田保安用品㈱
三井造船㈱

ページ

役　職
センター部長
教授
企画部長
動力炉開発課長
コーディネーター
調査役
部長
常務取締役，本部長
部長
原子力研究藤長
理事，技術部長
教授

副社長
室長
次長

技師長
事業部痴
愚社長

燃料部長
新型叢叢術部長
教授

常務取締役
課長
副調査役
次長
課長
専務

事業部長
常務取締役
磯子エンジニアリングセンター長
理事長
代表取締役社長
副部長
電源開発官
常務取締役
課長補佐
企画部長
教授・所長
常務理事
代表取締役社長
取締役管理部長
理事
理事，調査部長

取締役，本部長
次長
次長
鴬務取締役，原子力本部長
土木建築部長
代表取締役裁長
副課査役
部長代理
常務取締役。業務本部長
次長
部長
安全工学研究部長
部長

常務取締役，営業本部長
技師長
部長

副部長
取締役・大阪事務所長
解鋭i委員

常務
講師

取締役
取締役部長
取締役，燃料サイクル統括部長
副本部長
参与
顧問

研究謁査員
部長

理事，原子力事業部長
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郎

　
三
八
秀
男
之
次
一
助
郎
雄
司
雄
一
孝
勝
男
一
也
一
治
博
朗
必
需
夫
拝
呈
郎
二
夫
功
馬
雄
房
久
治
治
彰
毅
男
男
一
介
昭
嘉
夫
仁
篤
増
郎
夫
一
文
吉
男
治
昭
敬
司
蘂
貞
茂
作
夫
孝
章
朗
肇
男
之
吉
男
夫
雄
一
薫

　
　
　
　
　
　
久
　
之
一
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
士
士
　
　
　
　
喜

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
志

　
勝
憲
元
隆
一
佐
白
総
態
態
武
敏
　
正
　
孝
裕
二
進
純
　
良
駿
達
達
吉
　
詔
旨
正
　
一
茂
信
善
浩
正
　
　
高
富
東
歌
昌
昭
三
　
　
揚
蓋
康
泰
宏
英
一
勝
邦
　
霜
穴
　
　
俊
俊
尚
尚
粂
．
明
英
勇
幸
喜
道
正

名
玉
玉
中
西
叢
林
叢
林
藁
薦
林
薮
林
林
林
堀
根
田
松
松
生
井
藤
影
藤
藤
田
農
閑
藤
藤
早
藤
藤
藤
伯
伯
井
井
内
叢
叢
野
田
間
間
生
木
木
木
木
木
竹
藤
藤
藤
藤
藤
晶
晶
晶
晶
晶
晶
藤
藤
藤
藤
藤
藤
藤
藤
野
野
波
島

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
木
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
久
久
久
　
々
々
々
々
々

氏
恐
恐
小
小
小
小
小
小
小
小
小
小
小
小
小
小
駒
駒
小
小
粉
是
近
近
近
近
合
後
後
後
事
斉
斎
潜
窟
佐
佐
昏
怠
坂
含
蓄
坂
佐
佐
書
斎
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
佐
鮫

機関／組織名
（財）発電設備技術検査協会
東芝エンジニアリング㈱
科学霊徳庁
住友金属工業㈱
関西電力㈱
日本原子力防護システム㈱
㈱竹中工務店
日揮㈱

三菱重工業㈱
高速炉エンジニアリング㈱
川崎重工業㈱
電源開発㈱
日本漂子力発電㈱
（財）原子力環境整備センター
ペシネー・ジャポン㈱
㈱日立製作所申国支社
棄京電力㈱
（財）電力中央研究所

三菱重工業㈱神戸造船所
（財）原子力施設デコミッショニング研究協会
三菱商事㈱大阪支社
日本核燃料開発㈱
東京大学
電源開発㈱
三菱原子力工業㈱大宮硯究所
ニュークリア●デベロップメント㈱
住友原子力工業㈱
㈱東芝
㈱棄京電気工務所
帯海大学
三菱電機㈱
三菱商事㈱九州支社
東北電力㈱新潟支店
（財）日本分析センター
検査開発㈱
科学技術庁
㈱熊谷親
科学技術庁
北電産業㈱
科学技術庁，科学技術政策所
（社）日本動力協会
科学技術庁
川崎重工業㈱
日本大学
日揮㈱

電気事業連合会
日本大学
三菱商事㈱大阪支社
住友原子商工業㈱
東京電力㈱
日本原子力発電㈱
矢崎総業㈱
科学技徳庁
東北電力㈱
原子力安全委員会
中国電力㈱島根原子力事務所
鹿島建設㈱
中電化工㈱
動力炉。核燃料開発事業団大洗工学センター
ウラン濃縮機器㈱
東京電力㈱原子力研究所
臼本原燃㈱
鹿島建設㈱
関西電力㈱
東洋エンジニアリング㈱
東京電力㈱
東北電力㈱富城支店
三井物産㈱
㈱大林組
㈱日立製作肥大みか工場
㈱東京電気工務所
B本原子力防護システム㈱
鹿轟建設㈱
日本岱明力防護システム㈱
㈱東芝
東京電力㈱

ページ

役　職
理事長
次長
原子力開発機関監理官
上席専門部長
磁歪役
常任監査役
本部長
次長
次長

取締役
瀾発部長
原子力業務室長
副部長
理事
取締役，営業第二部長
副部長
課長
次長

常務理事
原子力第一チームリーダー
代表取締役社長
教授
原子力建設室長
所長
取締役社長
社長
技監
常務取締役
客員教授
部長
九州社長付顧問
部長
理事長
代表取締役社長
管理官補佐
常務取締役
首席安全調査管理官
取締役，志賀支社長
所長
専務理事
核燃料課長
副本部長
教授

技術顧問，本部長付
副部長
研究顧問
電力システム部畏代行
常任監査役
常務取締役
取締役，副本部長
顧問
原子力安全局長
副所長
委員
副長

常務取締役
取締役社長
担当役
常務取締役
主席研究員
顧問

原子力設計部長

営業本部長
副長

副支店長
原子力営業部長
本部長付
部長
相談役
常勤顧悶
技徳長
常務取締役
相談役
原子燃料部長
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第26団原産年次大会国内参加者リスト（敬称略，五十音順）
一平成5年4月8日現在

　
子
郎
光
武
定
介
収
子
筆
写
｝
哲
之
三
夫
士
度
明
幸
生
群
俗
明
郎
明
明
一
郎
翼
夫
郎
一
博
興
司
章
雄
三
次
博
一
隆
治
治
雄
三
夫
守
康
雄
習
得
彦
行
美
之
宏
半
夏
郎
雄
二
之
夫
雄
二
雄
男
耳
利
寛
輔
朗
猛
文
正

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一
　
　
　
三
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
士
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
｝

　
勝
一
隆
英
　
祐
　
昭
孝
誼
恭
　
信
直
利
史
　
宣
義
幸
公
哲
久
昭
　
和
俊
太
　
昌
昌
純
　
　
耕
成
秀
昭
俊
伸
晶
　
邦
純
富
唇
頬
　
和
恵
　
　
瞳
信
栄
弘
　
　
和
貞
範
彪
雅
康
光
靖
義
義
禎
勝
　
有
至
　
俊
晴

名
橋
山
和
　
井
口
村
東
碕
島
谷
粟
野
本
甲
俵
田
原
買
置
　
山
内
田
津
水
水
水
水
水
水
川
川
里
田
田
田
郵
山
代
石
石
鳥
橋
木
野
津
田
廣
廣
原
原
原
原
野
野
本
由
木
木
木
木
木
木
木
木
木
南
見
井
谷
尾
川
川

氏
猿
猿
佐
澤
澤
澤
澤
山
汐
塩
塩
塩
茂
重
宍
志
篠
篠
篠
四
集
柴
嶋
鵡
島
清
清
清
滴
清
清
下
下
下
下
下
下
下
下
小
白
白
白
白
新
神
水
末
末
末
菅
蕾
菅
縫
杉
杉
杉
杉
電
鈴
鈴
鈴
爆
発
鈴
擾
擾
角
構
幹
理
瀬
瀬
瀬
関
関

機関／組織名
地球化学研究協会
三菱原子力工業㈱
京都大学。経済研究所
外交評諭家
動力炉。核燃料開発事業団
東京電力㈱
電源開発㈱

戸田建設㈱
日本建設工業㈱
（財）広鼠市国際交流協会
（財）電力中央研究藤
柏崎市役所
㈱東芝
動力炉。核燃料開発事業団
中国電力㈱
日本原子力発電㈱
四国電力㈱伊方原子力建設所
東電ソフトウェア㈱
四国電力㈱伊：方原子力建設所

動力炉・核燃料開発事業団大洗工学センター
三菱原子力工業㈱
日本核燃料コンバージョン㈱
ニュークリア・デベロップメント㈱
富士電機㈱
北陸電力㈱
原子燃料工業㈱
鹿爲建設㈱
㈱日立製作所エネルギー研究所
北陸電力㈱
電源開発㈱
三井建設㈱
日本原子力発電㈱
㈱日立製作所
北陸原子力懇談会
三菱原子力工業㈱
日本原燃㈱
日本原子力研究所
日本原子力発電㈱
原子燃料工業㈱
九州電力㈱
四国電力㈱伊方原子力建設所
三菱重工業㈱
三菱マテリアル㈱
北陸電力㈱
（社）絹本動力協会

㈱日建設翫
エネルギー総合推進委員会
三菱重工業㈱
通商産業省資源エネルギー庁
三菱原子力工業㈱
東北電力㈱
東北電力㈱
東北電力㈱
㈱日立製作所
九州電力㈱
北陸発電工事㈱
むつ市
東芝プラント建設㈱
㈱軽子力代行
日本原子力発電㈱
四国電力㈱
衆議院
東京電力㈱
中部電力㈱
東京電力㈱
日揮㈱

㈱東芝
関西電力㈱
東京電力㈱
日本原表㈱
臼本国土麗発㈱
㈱毎日新聞社
㈱ペスコ
荏源工業洗浄㈱
衆議院

役　職
専務理事
取締役，軽水炉統括部長
教授・所長
評諭家
技術参与
理事，副本部長
原子力部長

土木営業部長
取締役社長
常務理事
原子燃料サイクル部長
原子力対策室長
技術顧問
担当役
原子力安全管理チーム部長
企画部長
次長
代表取締役常務取締役
次長
所長
副統括額畏
常務取締役
取締役，第二研究部長
電力プロジェクト部長
広報室長
会長

原子力室長
副所長
常務取締役
課長
顧問
常務取締役
主管技師長
事務局長
取締役，副統括部長
取締役，環境整備部担任
理事長
常務取締役
九州支店長
技術最高顯問
課長
軽水炉技術部長
技師長
燃料部長
事務局長
設計部零
墨務理事
再処理技術邸長
長富官房審議官
新型炉統括部長

取締役，棄京支社長
課長
理事，原子力事業部長
課長
常務取締役
市長
次長

取締役社長
取締役副社長
訴長
調査員
原子力菜務部畏
支配人，原子力管理部長
立地部長
取締役相談役
技監
専務取締役
副部長
専務取締役
原子力部長
記者

常務取締役
代表取締役社長
議員

ページ 7



第26回原産年次大会国内参加者リスト（敬称略，五十音順）
一平成5年4月8日現在

ページ

　
忠
博
雄
弁
哉
生
弘
典
郎
土
野
展
夫
三
和
失
進
一
登
誠
｝
義
郎
｝
治
之
鰯
男
遊
行
行
昭
琴
吉
吾
二
洋
章
一
夫
康
男
実
次
哉
仁
彦
英
人
昭
司
｝
行
哲
隆
三
禿
鷲
三
昭
彦
熈
野
夫
治
政
豊
満
夫
雄
治
雄
雄
洋
琴
之

　
　
　
　
　
　
　
　
太
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
三

　
　
　
行
　
道
雅
員
昭
憲
直
良
聖
誕
俊
大
直
　
洋
司
　
俊
一
克
希
健
貞
　
常
民
敏
信
英
真
弘
光
浩
　
敬
善
三
　
撃
墜
豊
中
　
時
寿
徳
清
充
栄
裕
一
正
源
広
正
英
義
和
公
恭
和
俊
靖
史
忠
徳
好
隆
徹
正
　
退
場

名
山
本
早
島
沢
崎
里
馬
村
田
尾
岡
岡
木
木
楠
宇
島
須
田
野
聖
帝
半
者
橋
橋
橋
橋
橋
芋
貝
橋
升
屋
谷
賀
下
ロ
ロ
ロ
井
内
内
内
内
内
下
下
谷
田
田
中
内
下
山
坂
下
島
尻
田
細
田
花
年
中
中
中
中
中
平
絹
　
川
畑
畑

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
之
之

氏
関
関
瀬
瀬
芹
明
明
相
外
墨
田
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
高
草
滝
田
田
田
翠
竹
翠
竹
翠
竹
翠
竹
武
具
翠
竹
竹
竹
武
田
田
田
田
多
多
陣
立
舘
田
田
田
田
田
田
田
谷
谷
田
田

機関／組織名
東京大学
東京工業大学
東亜バルブ㈱
中国電力㈱島根原子力事務翫
㈱ピー・ダブリュー・アール運転訓練センタ
動力炉・核燃料開発事業団
四電エンジニアリング㈱
エネルギー総合推進委員会
大成建設㈱
関電化工㈱
㈱大林組
日本原燃㈱
㈱東京電気工務所
住友金属鉱山㈱
東京電力㈱
㈱竹申工務店
（財）原子力発電技術機構

中国電力㈱
β｝藤忠商璽㈱

（財）電力中央研究所

東京電力㈱原子力研究所
動力炉。核燃料開発事業団
（社）海外電力調査会

三菱マテリアル㈱
東北電力㈱女川原子力発電所建設所
東北電力㈱
動力炉・核燃料開発事業団
中国電力㈱東京支社
丸紅㈱
日本原発㈱
三菱重工菜㈱
電気事業連合会
中国電力㈱
（社）日本電機工業会
日本原子力発電㈱
北海道電力㈱
四国電力㈱伊方発電所
動力炉・核燃料開発事業団
動力炉・核燃料開発事業団
科学墨田庁
名古屋経済大学
日機装㈱

申部電力㈱浜岡原子力総合事務所
関西電力㈱
日本原燃㈱
関西電力㈱神戸支店
㈱テクノバ
動力炉。核燧料開発事業団新型転換炉ふげん発電所
中央大学
日本原子力発電㈱
東京工業大学

㈱CRC総合硯究所
動力炉。核燃料開発事業団
バブコック日立㈱
海外再処理契約委員会
㈱日本総合砺究所
三菱重工業㈱
（財）原子力安全研究協会

関西電力㈱大飯原子力発電所建設事務所
東北原子力懇談会
中国電力㈱
関西電力㈱神戸支店
㈱クリハラント
日本四界㈱
学習院大学
三菱原子力工業㈱
住友金属鉱山㈱
科学技術庁
（財）日本電気用品試験所
日商岩井㈱
東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電訴
北陸電力㈱
動力炉。核燧料開発事業団
原子力委員会
東京電力㈱

役　職
名誉教授
教授
代表取締役社長
部長
取締役
担当役
代表取締役社長
事務局長
原子力部長
取締役，原子力部長
部長
常務取締役
取締役社長
常務取締役，原子力事業部長
副部長
次長
所長

常務取締役
チーム長
業務主査
原子燃料サイクル研究室長
次長
専務理事
部長

佐沼営業所長
理箏
支社長代理
副本部長，原子力部長
課長
部長代理
副部長
取締役部長
專務理事
計画部長
部長
技術課長
室長
副理事長
専門職
教授
副社長

取締役，総合事務所長
調査役
建設部帯
副調査役
参与
副所長
教授

副本部長取締役
名誉教授
取締役，本部長
理事
副部長
顧問
部長
常盤
理事長
支配人　藤長
会長
取締役社長
広報副長
取締役副社長
取締役，企画部長
教授
顧問

企画業務室長
課長
理事長
原子力本部長
副所長
社長
部長
委員
翻部長
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第26回原産年次大会国内参加者リスト（敬称略，五十音順）
一平成5年4月8a現在

　
雄
風
清
和
裕
｝
正
郎
一
事
洋
夫
勇
㎝
孝
司
一
滋
一
彦
雄
嗣
忠
巌
二
浩
之
雄
介
夫
夫
孝
章
郎
雄
三
尚
起
朗
章
郎
正
良
允
平
孝
郎
正
也
敏
雄
之
二
十
詳
朗
香
爾
司
雄
吉
男
孝
男
志
　
群
貴
噺
夫
樹
文
久
郎
夫
郎

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
亀
　
　
　
　
　
　

洋
　
三
一
　
　
三
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

太
次

　
輝
　
　
聖
　
泰
康
志
壽
英
　
惇
　
翼
　
浩
陽
　
栄
一
万
享
　
　
孝
　
定
英
良
隆
隆
　
弘
次
極
東
　
将
紀
勝
雄
泰
久
　
弘
　
又
英
勝
正
行
弘
壽
　
敏
光
　
歪
啓
哲
潤
冨
　
尚
撃
墜
　
　
慎
徹
政
博
輝
健
孝
大

名
井
貫
村
村
田
村
本
黒
田
葉
幡
　
腰
田
田
的
村
城
　
　
　
田
村
本
田
田
屋
井
　
谷
曲
木
野
島
垣
轟
島
嶢
海
田
本
甲
日
日
田
田
田
山
村
野
田
田
井
越
井
井
脇
田
藤
岡
藤
木
井
尾
神
川
川
川
川
川
川
川
沢
芝
島
廃
島

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
之

本
玉
玉
田
田
田
田
中
中
中
千
茶
長
塚
単
寧
塚
月
築
辻
習
習
語
語
辻
堂
土
竃
筒
堤
坪
津
露
鶴
手
寿
寺
至
楽
渡
騒
騒
唐
戸
戸
冨
富
富
戸
友
豊
豊
犀
鳥
土
土
堂
内
内
内
内
癒
中
中
中
中
中
中
田
中
田
中
中
中
中
中
中

機関／組織名
石川昆播磨重工業㈱
（社）海外電力調査会

原子力サービスエンジエアリング㈱
石川島播磨重工業㈱
日本原燃㈱
科学技術庁
闘西電力㈱
三菱電機㈱
東北電力㈱
東京電力㈱
中電プラント㈱
高速炉エンジニアリング㈱
科学技術庁
ウラン濃縮機器㈱
障子力システム㈱
日本原子力発電㈱
東京電力㈱
太平電業㈱
日本草子力研究所
衆議院
兼松㈱
中部電力㈱
日本原燃㈱
四国電力㈱
中国電力㈱
六ケ所村
科学技術庁
全圏造船重機械労働組合連合会
東京電力㈱
動力炉・核燃料開発事業団中部事業所
㈱大林組
日本原燃㈱
四国電力㈱伊方発電所
（琶）海外電力調査会
中部電力㈱
原子力安全委員会
千代田化工建設㈱
レーザー濃縮技術研究組合
科学技術庁
九州電力㈱
㈱エヌ●エフ●ティ。エス
原子力安全委員会
三井物産㈱
動力炉・核燃料開発事業団
技術硯究組合　原子力用次世代機器開発研究所
東北電力㈱
富山薬軽工業㈱
㈱大林組
東京電力㈱
臼本原燃㈱
㈱原子力発電訓練センター
㈱田本経済新聞社
東京電力㈱
㈱日立製作所エネルギー硯究所
半国電力㈱
外務省
科学技術庁
原子力安全委員会
千代田化工建設㈱
動力炉・核燃料開発事業団
日本原子力発電㈱
日本原燃㈱
㈱原子力エンジニアリング
電源開発㈱
九州電力㈱
ニシム電子工業㈱
三菱原子力工業㈱
関電興業㈱
関西電力㈱
㈱大林組
丸紅㈱
中部電力㈱
関西電力㈱奈良支店
㈱東芝
臼揮㈱

電源開発㈱

役　職
事業部長
特別研究員
相談役
部長
副部長
係長
次長
部長
部長
副部長
専務取締役
取締役
放射性廃棄物規制室長
取締役
代表取締役会長
取締役
課長

取締役
副理事長
議員
副部長
副長

課長
次長
常務取締役
村長
予算企画調査官
産業政策担当局長
副部長
断長
社長
理事，研究開発部長
教育担当課長
常務理事
部長
委員

部長
企画調整部長
政務次官
課長

取締役，東京支社長
委員長
電機機械部長
特任参事
副理事長
調盃役
料表取締役社長
部長

原子力建設部長
相談役
常務取締役，訓練部長
諭説委員

部長，原子力特劉補佐
所長
理事，原子力部長
軍備管理・軍：縮担当大使

原子力安全調査室長
委員

理事，副本部長
技術協力部長
広報部長
常務取締役
専務取締役
原子力調棄室長
原子燃料課長
原子力部長
業務第二部長
渕務取締役
次長

部長補佐
抵当副長
課長
顯問
取締役副被長
原子力技術室長

ページ 9



第26回原産年次大会国内参加者リスト（敬称略，五十音順）
一平成5年4月8臼：現在

　
門
衛
之
昌
昌
貢
裕
彦
彦
男
二
雄
雄
吉
之
一
之
畠
裕
正
聖
明
雄
二
実
三
郎
主
旨
博
雄
哲
一
絵
革
浩
明
士
彬
均
也
幸
之
昌
夫
郎
夫
延
敏
夫
學
泰
彦
志
郎
宏
志
雄
郎
隆
勇
士
生
塗
邦
道
一
徹
一
水
弘
一
秀
文
寡
男

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
出
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
代
　
　
　
　
　
　
　
二
　
　
　
　
　
　
　
　
太

　
　
　
廃
盤
啓
　
明
勝
邦
禎
清
臼
政
清
弘
秀
博
　
　
　
和
保
忠
玲
勝
龍
五
　
茂
　
速
　
陽
仁
義
　
頼
喜
文
　
可
和
喜
良
武
浩
一
明
　
郁
　
和
英
武
弘
尚
清
正
陸
　
　
　
存
満
忠
正
額
　
好
肇
　
洗
良
正
　
霞

岳
島
島
津
野
野
俣
村
村
立
玖
村
村
村
元
元
山
白
岡
木
倉
澤
沢
島
瀬
田
田
根
野
野
野
浜
由
野
越
畑
田
田
瀬
後
田
木
川
川
島
戸
科
村
山
宮
田
岸
本
美
内
口
口
澤
沢
島
内
村
村
村
本
田
賀
井
谷
本
本
本
見
谷
　
田
部

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
木
　
　
　
　
　
　
井
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
垣
　
　
　
　
　
々
　
　
　
　
　
　
木
野

氏
中
中
中
中
中
中
中
瀬
申
中
中
中
中
中
中
中
長
長
永
永
長
長
長
長
永
永
永
永
永
永
長
戸
奈
名
奈
成
獣
成
南
新
仁
沓
取
西
重
重
東
西
二
沼
根
根
能
粟
野
野
面
土
野
山
野
土
野
則
博
芳
波
萩
山
橋
橋
士
長
秦
羽
服

機関／組織名
富士電機㈱
原子力委員会，科学技術庁
科学技術庁
㈱セルナック
動力炉。核燃料開発累業団
岡懸バルブ製造㈱東京支社
高砂熱学工業㈱
関西電力㈱京都支店
三菱原子力工業㈱
東芝エンジユアリング㈱
戸田建設㈱
日立エンジニアリング㈱
㈱読売新聞社
伊方町
三i菱重工業㈱

㈱東芝
東芝エンジニアリング㈱
（財）日本原子力文化振興財団
動力炉・核燃料開発事業団
（財）電力中央研究所
中部電力㈱
三菱電機㈱
東京電力㈱
通商産業省資源エネルギー庁
東京電力㈱原子力研究藤
関西電力㈱滋賀支店
東電環境エンジニアリング㈱
潜血輸送㈱
参議院
B本原子力研究所
トランスニュークリア㈱
日本原子力発電㈱総合研修センター
㈱原子力エンジニアリング
㈱大林組
高速炉エンジニアリング㈱
（社）日本原子力産業会議
日本エネルギー法研究所
原子力委員会
関西電力㈱
東北電力㈱
中国電力㈱
王子燃料工業㈱
日本原子力発電㈱
（財）電力中央研究所
日本原子力研究所
名古屋大学
東北電力㈱
㈱関電工
㈱日立製作所
（財）電力中央研究所
日本原燃㈱
石巻専修大学
㈱開発設計
日本原子力発電㈱
（社）火力原子力発電技術協会
㈱日立製作所
日本原燃㈱
（財）原子力データセンター
石川農播磨重工業㈱
㈱日立製作所

㈱CRC総合研究所
㈱ピー。ダブリュー。アール運転訓練センタ
参議院
西日本プラント工業㈱
三菱原子力工業㈱
東北電力㈱
東京電力㈱
（財）宇宙環境利用推進センター
動力炉。核燃料開発事業団
中国電力㈱
㈱東芝
中部電力㈱
㈱東芝
九州電力㈱玄海原子力発電所
三菱商事㈱
（財）電力中央研究所

ページ

役　職
主幹

委員長，長官
原子力開発機関監理官付
取締役社長
理事
常務取締役東京支巷長
部長
調査役
副統括部長
取締役
取締役，土木技術統括部長
取締役，電力システム本部長
愚説委員
町長
原子燃料・燃料サイクル技術部長
技監
技監
参与
核物質管理部長
常務理事
取締役副社長
局長
相談役
国際原子力企画官
ヒューマンファクター研究室長
支店課長
代表取締役社長
常務取締役
議員

次長
取締役，エンジニアリング部長
理事
專務取締役
部長
取締役
劇会長
理事
専門委員
調査役
研究業務課長
取締役副社長
常務取締役
監査役
グループリーダー
課長
教授
副所長
部長
理事，副本部長
専務理事
取締役
講師
顧問

研究開発本部長付理事
技術局長
本部長
代表取締役社長
顧問

取締役，副本部長
常務取締役
取締役
代表取締役会長
議員秘書
理事，技術部長
取締役，副統括部長
調査役
主任
参与
プロジェクト参事
次条
首席技監
常務取締役
エネルギーシステム技師長
安全管理諜長
重電機部長
理事
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第26回原産年次大会国内参加者リスト（敬称略，五十音瀬）
一平成5年4月8日現在

　
掃
墨
澄
夫
一
成
雄
侯
夫
繁
志
病
垂
美
義
一
彦
助
雄
鍛
冶
亮
平
礎
三
篠
昭
徹
愛
雄
一
雄
失
詞
久
一
男
雄
夫
蜜
也
志
也
弘
晃
忠
雄
夫
康
永
蚕
児
右
徹
正
夫
樹
朗
志
子
一
雄
弘
人
吉
郎
治
潔
雄
三
宏
一
夫
浩
貢
晴

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
之
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
登
野
　
　
　
　
　
治

　
四
勝
　
達
俊
一
邦
倫
昭
　
尚
忠
　
正
政
佑
公
短
文
邦
利
　
宗
　
信
　
　
　
　
絶
境
鐵
幹
啓
良
洋
迷
路
哲
　
禎
博
拓
睦
　
弘
英
道
定
　
正
健
謙
　
幅
利
畠
六
佐
美
串
良
　
正
勝
豊
康
　
晴
祐
隆
洋
孝
　
　
正

名
部
岡
藤
巻
豊
崎
田
川
　
　
　
　
　
　
　
瀬
田
　
島
田
間
沢
田
場
場
田
田
口
口
留
本
野
木
井
井
岡
川
絹
独
立
田
沼
野
野
山
瀬
瀬
瀬
瀬
申
永
野
木
尾
川
澤
沢
沢
田
田
原
光
本
本
本
田
隠
谷
井
井
井
家
江
田
田
冨

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
永
　
　
　
　
　
根

氏
服
花
花
花
濱
浜
浜
早
林
林
林
林
林
林
林
早
隼
豊
原
原
盤
榛
半
痩
馬
日
疋
樋
樋
久
久
臼
桧
平
平
平
平
平
平
平
平
平
平
平
平
広
百
寮
窒
素
幽
幽
笛
深
深
福
深
福
福
福
福
福
福
福
福
更
伏
伏
藤
藤
藤
藤
津
藤
藤
藤

機関／組織名
関西電力㈱
（財）原子力発電技術機構
㈱東京電気工務所
純量第一企業㈱
関西電力㈱
日本原子力発電㈱
㈱日立製作所
動力炉・核燃料開発事業団人形峠事業断
㈱クリハラント
川崎重工業㈱
日本アドバンストテクノロジー㈱
㈱荏原製作齎
㈱日立製作断
中部電力㈱
原子力委員会
東東電力㈱
三菱原子力工業㈱
セイコー電子工業㈱
動力炉。核燃料開発事業団
三菱重工業㈱
東電工業㈱
粥田建設工業㈱
㈱シービーエス
東北電力㈱東京支社
東京電力㈱
北陸電力㈱
九州電力㈱
九州原子力懇談会
中国電力㈱
（財）原子力発電技術機構
日本原子力防護システム㈱
三…菱重工業㈱

㈱クリハラント
中部電力㈱
太平電業㈱
科学技衛庁
東京電力㈱
（社）日本電機工業会
日本原燃㈱
寵士電機㈱
日本エネルギー法研究所
㈱日立製作所
科学技術庁
ウラン濃縮機器㈱
日揮㈱
東京女子大学
原廃虚送㈱
関電興業㈱
（財）発電設備技徳検査協会
中国電力㈱山口立地事務所
㈱日立製作壷網部支社
関西原子力懇談会
東京電力㈱
（財）原子力発電技術機構
（財）電力中央研究所
㈱関電工
㈱東芝
戸田建設㈱
（財）電力中央珊究駈
㈱インターナショナル。：コンストラクターズ
中国電力㈱
㈱原子力エンジニアリング
（財）電力中央研究所療子力情報センター
九州電力㈱
千代田保安用品㈱
環本原子力硬究所
リンクス。リセウム
B本原燃㈱
（社）海外電力調査会

東京電力㈱
通商産業省資源エネルギー庁
東京工業大学
臓本原子力発電㈱
科学技術庁
東京電力㈱
通商産業省資源エネルギー庁

ページ

役　職
支配人
常務理事
取締役会長
取諦役社長
技術最高顧問
常務取締役
常務取締役，電力事業本部長
所長

常務取蹄役
原子力本部長
常務取締役
取締役，原子力事業部長
次長
部長

委員
副部長
業務第一部長
代表取締役社長
担当役
次長
部長
原子力部長
エネルギープラントサービス部長
技術課長
副部長　　一

支配人，原子力部長
副社長
事業課長

監事
常務取締役
特別顧問
専務取締役
担当部長
常務取締役，大阪支店長
調査員

原子力部長
代表敢締役副社長
事業部長付
事務部長
原子力情報サービス室長
事務次官
常務取締役
営業第2部長
教授

代表取締役社長
副調査役
常務理事
課長
電力部長
事務局長
原子力発電部長
専務理事
次長

専務取締役，本部長
軽水炉担当技師長
部長

原子力総合推進室長
取締役
部長
専務取締役
部長
次長
常務取締役
副理事長
会長
取締役副社長
主管研究員
相談役
原子力発電運転管狸室長
教授
取締役
室長
副部長
原子力発電安全管理課長
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第26剣原産年次大会国内参加者リスト
ー平成5年4月8日現在

（敬孝倉｛略，　五十音劉頁）

　
桜
干
徹
穂
二
司
男
茎
治
正
璋
三
二
治
浩
史
郎
夫
雄
美
誠
司
嘉
慶
秀
彦
肇
彦
夫
鄭
雄
夫
三
雄
尚
明
明
＝
二
明
清
滋
邸
義
理
雄
憲
泰
彦
義
元
幸
也
洋
則
一
博
雄
之
秀
男
温
馨
久
夫
憲
彦
績
志
之
生
辰
憲
失
義
雄

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
太
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
次
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
恵

　
　
統
　
昭
昭
成
輝
敏
正
　
　
浩
欣
栄
正
篤
一
雅
昭
純
　
靖
　
好
　
俊
　
幸
英
桃
光
勇
敬
隆
恭
愛
　
修
祐
　
　
　
祥
尊
　
信
雍
　
勝
一
　
正
一
　
慶
憲
智
治
博
　
保
　
　
正
和
正
成
良
正
知
雄
宣
幸
彰
昭
忠

名
波
野
林
本
原
露
原
矢
野
条
　
川
澤
野
積
美
　
　
内
内
内
田
川
川
田
多
田
田
　
　
野
岡
爲
井
田
田
田
田
田
井
井
井
浦
尾
岡
崎
轟
田
田
永
野
窟
村
村
村
本
本
本
本
本
本
野
宮
山
立
浦
藤
島
落
品
野
尾
田
　
松
田

戎
藤
衣
重
藤
藤
藤
藤
船
古
北
星
将
星
星
穂
細
堀
堀
轟
轟
堀
舞
前
前
前
葡
前
前
牧
槙
牧
轟
轟
増
益
増
町
町
町
松
松
藻
松
松
松
松
松
翼
翼
松
松
松
松
松
松
松
松
松
松
松
松
真
間
丸
廻
三
御
三
水
水
水
聴
官
南
山
箕

機関／組織名
佐藤工業㈱
㈱竹中工務店
㈱東芝
動力炉・核燃料開発事業団
㈱テクノ中部
㈱開発設計
関電興業㈱
日本原燃㈱
㈱日立製作所北陸支社
電力総連
東京電力㈱
四国電力㈱
（財）電力中央研究断原子力情報センター
中部電力㈱
住友重機械工業㈱
四国電力㈱中村支店
（社）日本動力協会

動力炉・核燃料開発事業団
日本原燃㈱
（財）原子力安全技術センター
㈱間組
三菱重工業㈱
日本原燃㈱
㈱日本アーム
科学技術庁
北陸電力㈱
関西電力㈱
四国電力㈱伊方原子力建設所
㈱日立製作所日立工場
中国電力㈱
千代田保安用晶㈱
前田建設工業㈱
日本原子力保険プール
三菱原子力工業㈱
㈱東芝
伊方購
日本原子力発電㈱敦賀事務所
四国電力㈱
東京電力㈱原子力研究所

中国電力㈱
三菱商事㈱
日本原子力研究所
日本原説㈱
　（財）電力中央研究所我孫子研究所
東北電力㈱
中電化工㈱農根事業所
東北電力㈱
住友金属工業㈱
外務省
四国電力㈱東京支社
三菱電機㈱
三菱重工業㈱
関西電力㈱
西日本プラント工業㈱
日本原燃㈱
四国電力㈱
東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電所
中国地域エネルギーフォーラム
三菱原子燃料㈱
東北電力㈱
原子燃料工業㈱
科学技術庁
日本原子力発電㈱
東北電力㈱
日本原子力発電㈱
富士原子力㈱
東京大学
北電産業㈱
大成建設㈱
㈱ピー。ダブリュー・アール運転訓練センタ
、動力炉。核燃料開発事業団大洗工学センター
九州電力㈱東京支社
北陸電力㈱
東京電力㈱
㈱開発設計

ページ

役　職
常任顯閤
技術握当部長
部長
特任参事
社長

取締役，部長
相談役
技術総括部長
支社長

部長
次長

研究顧問
副長
本部長
支店長
会長
プロジェクト参事
常務取締役
専務理事
原子力部長
次長
ウラン濃縮技術開発部長
代表取締役副社長
課長補佐
次長
取締役
次長
主管技師長
課長
顧問
取締役，原子力部長
理事・事務局長
品質保証部長
首席技監
町長公室長
取締役
原子力政策室長
軽水炉研究室長

課長
重電機本部長
理事
副部長
駅究顧問
局長代理
所長
取締役副社長
室長

次長
部長

原子力業務部長
原子力建設部長
原子力部長
顧問

常務取締役
部長
次長
代表取締役，劇社長
理事，原子力部長
社長

原子力安全課長
次長
課長
高速炉開発部長
顧問

名誉教授
常務取締役，原子力本部長
部長
代表取締役社長
部長
次長

支配人，副本部長
副部長
代表取締役社長
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滴
｝
三
浄
雄
躬
美
郎
治
悦
俊
】
樹
子
郎
隆
＝
｝
二
次
｝
明
俊
浩
也
紀
夫
夫
邸
一
銭
譲
夫
久
興
徳
郎
渕
洋
雄
博
彦
二
爾
章
一
細
務
義
進
子
作
昌
和
治
郎
郎
厳
修
友
之
優
秀
正
彦
隆
博
彦
昭
二
郎
郎
雄
夫
博
彦

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ち
一
　
　
　
久
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三

　
　
好
洋
　
竜
正
清
一
顕
茂
貞
信
俊
み
準
　
隆
英
光
喜
健
輝
昌
　
欣
芳
敏
竜
敏
恵
宙
　
治
一
亜
明
賢
　
　
幸
泰
文
英
清
竣
元
武
　
勝
　
縮
笹
雍
憲
知
一
次
英
　
忠
彦
　
吉
忠
克
　
　
裕
　
研
三
太
正
充
康
種

名
川
崎
崎
前
沢
澤
地
永
原
原
本
本
本
本
　
鼠
坊
鍛
　
岡
上
上
上
田
田
黒
井
利
得
月
月
田
吉
　
川
繁
田
谷
本
本
屋
山
木
島
馬
井
野
沢
瀬
瀬
瀬
野
萩
幡
吹
部
内
川
口
口
口
崎
崎
宿
下
下
下
下
田
田
田
田
田
紹
地
内

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
之

氏
宮
宮
中
市
中
中
宮
中
宮
中
宮
中
宮
宮
向
向
向
宗
村
村
村
村
村
村
曲
目
飯
毛
持
望
望
元
本
森
森
森
森
森
森
森
雲
表
八
八
八
安
安
椥
擁
簗
柳
矢
切
八
矢
矢
山
山
由
山
山
山
山
山
山
山
山
山
由
山
山
山
山
山
山
山

機関／組織名
㈱荏原製作所
（財）電力申央硬究所

関西電力㈱東京支社
㈱日立製作所
㈱東芝
㈱田治見エンジニアリングサービス
電気事業連合会
原子力安全委員会
動力炉。核燃料開発事業団東海事業所
東京電力㈱
㈱高田工業断
東芝エンジニアリング㈱
㈱東芝
千葉大学
住友海上火災保険㈱
（社）日本原子力産業会議

動力炉・核燃料開発事業団
日本原子力研究断
日本ニユクリア。フユエル㈱
川崎重工業㈱
科学技煙感
三菱重工業㈱
千代田化工建設㈱
（財）日本原子力文化振興財団

日本原子力発電㈱
高速炉エンジニアリング㈱
㈱テクノ申部
外務省
動力炉・核燃籾開発事業団
電気事業連合会
（財）核物質管理センター

動力炉。核燃料開発事業団
（社）日本原子力産業会議

三菱商事㈱大阪支社
中国電力㈱三根漂子力事務翫
東電工業㈱
（社）海外電力調査会
石川島検査討測㈱
中国電力㈱
日揮㈱

九州童子力懇談会
三菱マテリアル㈱
（財）発電設備技術検査協会
東北電力㈱
三菱原子力工業㈱
富士電機㈱
動力炉・核燃料開発事業団
北陸電力㈱東京支社
衆議院

科学技術庁
㈱東芝
中部電力㈱
中国電力㈱岡山支店
（財）原子力安全研究協会
西松建設㈱
電気事業連合会
日本原子力発電㈱
動力炉・核燧料開発事業団
駒澤大学
㈱大林組
関西電力㈱
東束電力㈱原子力研究所
海外再処理契約委員会
中国電力㈱
日本原燃㈱
九殉電力㈱
㈱原子力安全システム研究駈
四国電力㈱東京支祇
東京電力㈱
（社）日本原子力産業会議
富士電機㈱
住友商事㈱
バブコック日立㈱
動力炉・核燃料闘海事菜団

役　職
営業部長
次長
次長

事業部長付
覆土
専務取締役
副部長
委員長代理
所長

取締役副社長
常務取締役
取締役，事業部長
原子力担当技師長
教授
顧閤

会長
鞘当役
顧問

部長補佐
部長
科学審議官
プロジェクト主管
顯問
理事長

部長
取締役社長
原子力部長
調査員
技術参与
副部長
専務理事
室長
専務理事
電力システム部長
副長
取締役社長
特早春究員
取締役，検査事業部長

参与，副本部長
事務局長
取締役，原子力事業部長
理事
取締役副社長
電気計装設計部長
技師長
副本部長
次長
議員

放射緑安全企画富
専務取締役
副部長
專任係長
調壷部長代理
研究部長
劇部長
部長

国際部長
教授
副本部長
取締役
主席研究員
委員
次長
常務取締役
原子力建設部長
副所長
副長
副部長
相談役

HTRプロジェクト室長
原子燃料部長
取締役本部長
技術参与
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三
二
聖
男
茂
邸
郎
寄
宿
典
二
彰
崇
｝
浩
雄
良
治
雅
彦
洋
部
｝
道
夫
修
和
彦
｝
雄
也
雄
明
雄
＝
｝
亨
孝
彦
韻
語
仁
宏
夫
夫
雄
健
春
隆
二
郎
二
面
崇
亨
均
曇
勝
歯
磨
一
春
直
大

　
　
　
　
　
　
一
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
二

　
賢
康
晃
正
　
慎
達
　
　
毒
悪
嘉
　
慎
　
達
明
耕
　
昌
光
逓
藤
野
佳
　
重
克
紘
忠
瀬
戸
磁
界
　
健
　
元
惇
　
元
　
守
幹
泰
幸
　
光
常
英
銀
白
　
　
　
　
　
　
道
喜
憲
雅
孝
道

名
本
本
本
本
本
本
本
本
本
本
本
本
浅
川
沢
利
沢
田
田
田
手
見
山
由
山
川
島
田
田
田
田
田
田
田
年
浜
益
村
川
田
田
田
田
原
林
山
妻
沢
嶋
辺
邊
邉
辺
邊
遡
辺
辺
辺
辺
辺
貫
瀬
田
仁

氏
山
山
山
山
山
山
山
山
山
山
山
由
湯
湯
湯
由
横
横
横
横
横
横
横
横
横
吉
吉
吉
吉
吉
吉
吉
吉
吉
吉
喜
吉
古
米
青
米
青
米
蒼
蒼
石
器
湧
和
協
渡
瀬
渡
渡
殿
幽
幽
渡
渡
渡
渡
前
面
和

機関／組織名
（社）日本原子力産菜会議
目本原燃㈱
山九㈱
動力炉。核燃料開発事業団
関西電力㈱
り一ガロイヤルホテルグループ
原子燃料工業㈱
㈱日立製作筋
（財）エネルギー総門工学硲究所
日本原子力文化振興財団
衆議院
動力炉。核燃料開発事業団
東京電力㈱
（社）火力原子力発電技術協会
住友金属工業㈱
高速炉エンジエアリング㈱
四国電力㈱三子力保安研修藤
東京電力㈱原子力研究断
東京電力㈱
オルガノ㈱
関西電力㈱
㈱日立製作所日立工場
（財）電力中央研究所

住友電気工業㈱
オーテック電子㈱
東京電力㈱
東芝エンジニアリング㈱
三菱原子燃料㈱
三i菱重工業㈱

東洋エンジニアリング㈱
関西電力㈱和歌山支店
衆議院
㈱青木建設
（財）電力中央珊究所
横河電機㈱
東京電力㈱
日本建設工業㈱
日本原子力発電㈱
海外再処理契約委員会
北陸電力㈱
太平電業㈱
中国地域エネルギーフォーラム
関西電力㈱
（財）電力買血研究所ヒrマンファケタ研究センター

東京電力㈱原子力研究所
㈱中部プラント・サービス
東北原子力懇談会
東北電力㈱福轟支店
ウラン濃縮機器㈱
日揮㈱

日本原子力防護システム㈱
丸紅㈱
東北電力㈱青森支店
三i菱重工業㈱

東北電力㈱
太平電業㈱
中部電力㈱東京支社
東北電力㈱
干代田保安用晶㈱
東京電力㈱原子力研究所
（財）原子力安全研究協会
動力炉・核燃料開発事業団敦賀事務所
㈱日立製作所
東洋エンジニアリング㈱

ページ

役　職
常任顧問
常務取締役
取締役，副本部長
理事
次長

コンベンション・マネージャー
専務取締役
主管技師長
理事長
企画部長
議員

部長
副部長
次長

上級専門職
取締役
課長

研究総括担当諜長
諜長
常務取締役
原子燃料部長
主管技師長
課長
技師長
代表取締役社長
副薪長
取締役社長
大阪事務所長
次長

常務取締役漂子力電力事業本部長
課長
調査員
代表取締役副社長
広報部長，参事
部長
副部長
相談役
部長
次長
広報渉外担当課長
取締役社長
事務局長
副調査役
所長
副所長
取締役，浜岡総括事業所長
事務局長
営業配電部長
監査役
取締役社長
代表取締役社長
取締役、エネルギー第二本部長
調査役
再処理プロジェクト部長
理事，燃料部長
専務取締役，工事本部長
副支社長
考査役
取締役総括部長
主席研究員
総務部長
副所長
センター長
取締役，副事業本部長
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　この10年の批界は、エネルギーや、環境、

経済、社会、産業などさまざまな分野で大き

く変わりました。その大きな変化にともない、

わが国の電気事業も大きく変わりました。着

実に成長してきました電気事業の横顔を、主

要な数字を追跡しながら兄てみましたのでご

紹介します。

販売電力量は1．5倍に

　わが國で1年周に消費された電力量（9社合

計）は、10年前の昭和5胃｝渡：が4，491億kWh、

平成3年度6，742億kWh。この間の伸び率は、

田民総生産とほぼ嗣じ1．5倍で、ちょうどイタ

lJア1【／｝…1分（1990年実績）に相1、｝缶する消費電力

量が増加した計算になります。これからは高

齢化社会の到来やアメニティ志向の高まりも

兄込まれますから、経済成長に呼応した電力

需要の着実な伸びが予想されます。また、販

売電力量を家庭やビル等の民生用と工場の産

業用で兄てみますと、昭和53年度にウェイト

が逆転して以来、民生用の伸びが産業珊を．L

回っています。 （表1参照）

家庭用も35％増に

　平成3年度の1世帯当たりの電力使用量（月

平均）は、257kWh。近年の家電機器の言及や

アメニティ志向の高まりなどから、家庭での

電力使用量は増加する傾向にあります。昭稗

57年度の使用量が190kWhですので、この10年

間に35％増加したことになります。

　より快適な家庭生活を求める時代の流れは、

家電機器の善及率の伸びにも顕著に表れてい

ます。例えば、エアコンの全国普及率は昭和

57イF∫隻59。0％、iFIJ文3イ界｝斐101．5％。もう1家

に2台の時代に突入しています。

設備投資は初の4兆円台に

　着実にf申びる電力需要に対し、電源設備を

どう開発していくか、電気事業の最重要課題

です。二度のオイルショックを契機にLNG

や原子力の導入など脱イ：f油エネルギー開発に

積極的に取り組んできました。特に撫子力は

昭和57年度末の1，555万kWから平成3年度末

は3，046万kWに増加しています（9社合計）。

　こういつた電源設備のみならず、送・配電設

備の充実・拡充にも努める必要から、設備投資

額は増大しており、平成3年度には初の4兆

円を超える規模となっています。（表2参照）

　　　　停電回数は半減

　この／0年、ほとんどの数字が膨れている中

で、大幅に減ったものがあります。年闘の停

電1口i数です。10年閲で半分以下に減少してま

す。これは、雷害・雪害などへの対策や、回

線を増やしたり、配電自動化や無停、琶工法の

推進に努めるなど、供給信頼度が大幅に向．し

したためです。送・配電線の延長距寓lliは、平

成3年度末で363万km、地球91周分に達して

います。この10年闘では、その11周分も伸び

たことになります。

電気事業連合会
〒｝00千代賑区大手町1－9－4経団連ビル

容03－3270－638【

電気に関する資料をご希望の方は、上記広報部まで。
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表1　販売電力量と国民総生産の推移
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表2　電源別設備と設備投資額の推移
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エリアモニタ

窟・糟㍑

光ファイバの採用により、放射線モニタリングシステムは、

より賢く、速く、正確に情報をつかめるようになりました。

富士電機の放射線管理システムは、　　μ

放射線測定の伝統ある技術と総合

メーカーの特長を生かし、電子回

路技術、計算機制御技術などを結

集してできた高度なシステムであ

り、国内の原子力施設に数多く導

入されております・この鮒雛孫観、
理システムに光ファイバを採用す

ることによって、従来に比べると

より精密に、より速く情報を　灘戴灘
つかめるようになりました。　．鮨霧馨糞

蘇

㍉馬響
ガンマ線エリアモニタ（半導体）

水モニタ

難　　　

縫

．
階
諏鱒

灘
藻
馨
㌦
蟹 v．ｹ　隔

特長

光ファイバによる双方向伝達方式の採用

●耐ノイズ性の向上

●制御信号の多重伝達楽

●光・電気複合ケーブル

検出部のインテリジェント化とワークステーションの採用

●省スペース化

●豊富な自己診断機能燕

●遠隔メンテナンス可能崇

●検出部の単独動作も可能豪

●ワークステーションはマルチジョブ可能

　（非密封RI管理、技術計算、簡易言譲による日常業務等、岡時処理可能）

嶽印は特許出願中

光ファイバ式

　俸曜＝　凝

富士電機株式会社
〒100東京都千代田区有楽町【一12－1（新有楽町ビル）容（03）32il一川1

富士電機テクノエンジニアリング株式会社
〒15i東京都渋谷区代々木4－30－3〈新宿コヤマビル）費（03）5388－5018

轟
ガンマ碧水モニタ

排気モニタ

　　
@　
@　

ベータ線ガスモニタ
（通気形電離箱）

屋外モニタ

空間ガンマ線モニタリング軍スト
（球形電離箱）

Ad－2
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原子力発電技術の確立に互H夏は．

全社一斑となって取り組んでいます。

スタットボルト

検査装置

配管溶接部

検査装置

OOO

　ooOOoQ
　　原子炉　総

踏圧力套饗．

鵬溶接部検査装置

　　　　下鏡検査蓑置

　　　　　　　　　　　〉

写真は、原子力発電所の供

用期間中検査（ISDにおいて、

検査データの採取を行う装

置てす。

o

ノズル一騎溶接部検査装置

ノズルコーナ部検査装置
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写真は、コンピュータ出力記録の一例、

A／Bスコープ衰示を示しています。
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石川畠播磨重王業株式会社
エネルギー・プラント事業本部原子力営業部　TEL（83）3286－2185

東京都千代田区丸の内1一ぴ2（東京中央ヒル）㊥【eo
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MITSUIBISHl 技術がつくる高鷲なふれあい50阿り一7石G〃

見えないけれど頼りにしてる。

THE　INVISIBLE　HELPING　HAND

伶ヂ

亀

　ハ、zEs

　∀

◎
壺

　　綾、＾島

．論総構 ．夢禽
’

’

∫晒∈しもεY．

暮らしに欠かせない電気。

それを届けるお手伝いも三菱電機の仕事で二

目では見ることのできない電気という力に、

わたしたちの暮らしは、いつも支えられていま丸

そんな大切な電気が、

需要家のみなさまに安全、確実に届けられるように、

発電所からコンセントまで㍉

三菱電機の技術がさまざまな場面で活躍しています、

Mitsubishi　Electric　Is

Hel　in　to　Meet　Ybur　Vital　Electricit　Needs

For　something　that　can’t　be　seen，

electricity　plays　a　mighty　important　role　in　our　lives．

But　getting　electricity　to　your　home　safely

and　reliably　is　a　difficult．task．

Mitsubishi　Electric　plays　a　crucial　role　in　this　by　supplying

the　technology　that’s　essential　for

efficient　electric　power　transmission．

至t’sajob　that　often　goes　un鷺oticed，

but　we　think　it’s　helping　to　make　your　lives　conspicuously　betteL

〒100東京都千代田区丸の内鯵3ぼ菱電機ビ・りTEL（03）3218－2111㈹　轟三菱電機株式会社

Ad－4
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高度化と安全性が求められる原子力関連技術

原子力発電がすでに欝欝電量の4分の1を越え、21

世紀にはその比率を約4割にまで高めようとじτいるわ

が国では、将来に向けて原子力関連技術のより一層

の高度化と安全性の向上が求められていま洗とりわ

け核燃料サイクルを確立するうえで：再処理や放射性

廃棄物の処理・処分などダウンストリーム分野での技

術の向上は大きな課題となっていま夷

ホット試験によって高い信頼性を実証

こうしたニーズに応えるため、日揮は茨城県大洗町に、

ホット運転の可能な原子力専門の

研究所’大洗原子力技術開発セン

ター”を昭和59年に開設。R王（ラジオ

アイソトープ）を使用したホット

・麟

ヴ残γ

難

r犠

試験によって、より高い実証性と安全性を追求し、新

技術の実用化を図っていま魂たとえば、高温焼却技

術や新離離セメン個化技術については、大型パイ

ロットプラントによる実証運転を実施。また一方でRI

を使用した廃棄体放射能自動測定技術（核種分析

評価技術を含む）・放射能除染技術・遠隔検査ロ

ボットなど各種原子力関連技術の確立に力を注い

でいます6

すでに、アスファルト固化・プラスチック固化・ドライク

リーニングなどの技術は、数多くの商業プラントに採

用されており、またこうした実績をもとに日揮は、原子力

産業の最先進国である米国（バージニア電力株式

　　　　　　A社）からも放射性廃棄物処理施

　　　　　　　を一括受注するな1氏本センターで

　　　　　　　証された技術は原子力産業界で

　　　　　　　　着実に地歩を築きつつありま曳

　　　　　　　　　　　　総合エンジニアリング

．鎌門門離．鮎

　　　　　鞭

日婁軍

「；魏　雛

日揮株式王卿
　（Joo　60R冊闇1剛）
東京都千代醸区大手町2－2－1（嚢大手町ビル）

　TEL．東京3279－5441（大代表）
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　　　　　　　環境の保全。

いま、いちばん大切な技術だと

　　　日本ガイシは考えま魂

原子力発電所の放射性廃棄物焼却設備メーカーとして

　　　　　　環境保全に貢献しています6

　その安全性、信頼性の決め手となるセラミックフィルター

ここにも、70年間、積極的にセラミックの技術を追求して来た

　世界的なガイシ技術のノウハウが生かされています。

　　　　　　未来がまたひとつ

　　　　　　日亦；力丁シ株式吟社

NGK　エネルギープラン陣業部
本　　社／〒467名古屋市瑞穗区須田跡2番56号費（052）a72－7679

棄京本部／予10D東京都千代田区丸の内一丁目5番1号（新丸ビル2階）費（03）3284－8951

大阪支社／干54｝大阪市中央区備後町四丁副番3号（御堂筋三井ビルi1階）費（96）206－5877

Ad－6
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ダプルドアートランスフ：7一システム
C．R．L社ダブルドアートランスファーシステムは放射性物質等の資料を容器又は

セルの気密雰囲気を破ることなくすばやく移送作業を行うことができます。

190ダブルドアートランスファーシステム

磯
　
頬
。

標準キャニスター105，190，270，350

ダブルドアートランスファーシステム構成 アクセサリー

●セルフランジ、キャニスターフランジ

●セルポート、キャニスターカバー、キャニスター

材質：ステンレススチール

標準サイズ：105醗m、190mm、270m臥3SOmm

●ポート安全カバー

●キャニスター安全カバー

●セルフランジ電動開閉機構

●電動ロック／ロック解除機構

●ポリエチレンキャニスター

ダブルドアートランスファーシステム操作手順

1

翼

羅
轡　
酵

4

2

5

　図1シールされたキャこスターをシールされたセルフランジに向け

　　　　る。

　図2キャニスターロックバヨネットをセルフランジの開口部に位置

　　　　合せする。キャニスターを時計回りに60。回転させる。この間

　　　　にキャニスターはセルフランジにロックされシールされる。キャ

　　　　ニスターカバーはキャニスターからロック解除されるとともにセ

　　　　ルポートにロックされ、シールされる。
3

　図3ダブルドアーを開ける。

　図4資料を移送しダブルドアーを閉める。

　図5キャニスターを反時計回りに60。回転させる。この間にキャニ

　　　　スターカバーはセルポートからロック解除され、キャニスターに

　　　　ロックされるとともにシールされる。そしてキャニスターはセル

　　　　フランジからロック解除される。

　図6キャニスターをセルフランジから取外す。

6
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日本総販亮代理店　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（JEP［A会員）

伊東株式会社朗吟騒墾熱ヴ
〒160東京都新宿区新宿H－13　TεLO3（3225）8910　FAXO3（3225）9013、9011

大阪支店　〒664伊丹布富ノ前2－3－18　TELO727（84）8269

名古屋支店　〒46G名吉屋市中区錦2－9－27（名古屋繊維ビル）TEし052（204）8910

サービスセンター　〒259－11神i斜ll県伊勢原市鈴月42　TELO463（94）8910

仙台TELO22（224）8910広島TELO82（293）8910熊本花し096（383）8910
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未来を見つめ

明日を創造する探究心を忘れない

5盧ノκlo屠醒8鐸
　世界の最先端技術をいち早く日本のマーケットに導入

し，医学・理工学・工業の各分野で広く皆様のNeedsに

かなった製品をご紹介しております。

　扇質管理はもとより，アフターケアも万全の体制を整

えて，より一層お役に立つべく取り組んでまいります。
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放射線測定関連機器
　　　　　　　　　　εG＆G◎RTεC

⑳M粥モジュール
◎各種マルチチャネルアナライザ
④半導体検出器（Ge，　Si（Li））

②荷電粒子検出器

0低バックグラウンド環境：放毅能測定システム

⑳CAMACモジュール

　　　　　　　　な　　　　　ぽ

縄灘．離齋“

愚柵　一端縄

鑑
【N欄モジュール】

放射線防護機器
EiG＆G　8εRTH◎し◎

●懇懇汚染モニタ

●ドーズレートメータ

9ハンド／フットクロスモ門門

密室内／撰気エアーモニタ

②低レベルα／βプランチコ。ットカウンタ
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　　　蒙
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1；肇識

・半導体欄繕毒
　　　　　　　　　　翻　無難
　　　　　　＿，禽譲

理化学測定機器響

聾野鍔講識
　臨籔籔

εG＆Gm、RC

慈顔騨

●電気化学測定装置

●OMAプラズマモニタ

●ロックインアンプ／ボックスカー

○園像処理CCDシステム

①振動試料型磁力欝

の超伝導テストステーションシステム

【ハンド／7ントク自スモニタ】

【ロックインアンプ】

そ の 他

掌編蝸
、

●インテリジェントMCA／自社

●各種シンチレーション検凄器／Bicr◎n

●方食射イヒ箔／Reacセorεxperiments

●上ヒイ列書十数管／Reuter　Sto区es

●メスバウアシステムノAustin　Science

■高速核燃料棒スキャナ／酬C
●中稲と子発生器／績FPhysics

SII 。
●
セイ：｝一・イージーアンドジー株式会社

本社〒136策京都江東区亀甲6－3同セイ篇一電子工業内
大阪営業所　〒532大阪市淀川区宮原2－14－14新大阪グランドヒル

名古屋営業所

水芦営業所　丁3旧水戸市大町1－2－40朝臼生命ビル

筑波営業所　〒300土浦市桜町H6－12住友生命土浦ビル

札幌営業所　〒060札軽市中央区北一条西5－2－9詑一条三井どル

魏03－3638－i506　Fax　O3－3684－2721

質　　06－39S－7738　ドax．　〔｝6－395－8073

〒45β名古屋市千種区内山3一】0一！71KKO今池セントラルビル容G52一了31－2S35　Fax．952－733－2417

鶯〔葦292－27－4474　Fax，0292－27－7734

費0298－24－2271　Fax．0298－24－2270

費Oll－232－77§i　Fax．OlI－232－7810
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第26回原産年次大会

④日も99’
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◎　　　エネルギー産業を通じて社会に技術で貢献する 技術はいつも進化する。

上記設備の設計、建設、

電気・計装工事及びメンテナンス

　
　
号
剛

　
　
1
1
W

　
　
番
勲

　　

高高高
区
同

社
巷
兵

会
一
十

式
都
十

二
京
尉

業
　
庫

工
東
兵

設
0
5
5
2

建
鶏

本日
吟
社

◎
本
椴 TELO3（3431）7151㈹

TELO78（681）6926㈹

世界をステージに

活躍する
電力分野のトツフ企業で嵐

層

竃力分野で培った

ノウハウをベースに、

化学プラント、ドA、光通僧、

空調、衛生殴備、ニューエネルギー

などの分野へも

進出していますも

その原動力となっているのが

たえず未来へ向けて

前進しつづける“ing”の

チャレンジ総総です。

｛藝ン太平電業株式会社

　　　　取締役社長米田元治
　　　〒101東京都千代田区神田神保町2－4
　　　TEL、03（5213）72i1（イ馬こ表）
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建築設備・電力設備・情報通信設備のエンジニアリング

闘《解畿種暫㍉嗣圏ゆ曜甕i璽N鵜国《曜調麹

　　原子力発電所建設・保守30年余の実績と

　　創業以来磨かれた総合技術力を奉仕する。

　　　　○　電気・計装設備工事　　　　○　照明・動力設備工事

　　　　○　空調設備給排水工事　　　　○　変電設備工事

　　　　○　地中管路・洞道工事　　　　○　運転指令・電子通信設備工事

　　　　○　防災設備工事　　　　　　　○　電気・計装他設備保守工事

　　　　　　　いつも、人に優しい技術で未来へ。

　　　　　　　　　　富難平量工

　　　　　電力本部　1京子力部　東京都港区芝浦4丁目8番33号　Te1（03）5476－211！けく代表）

福島事業所福鶏県双葉郡楢葉町（0240）25－2477　柏崎刈羽事業所新1烹3県柏崎市青山町（0257）45－2987
東海事業所茨城県郡珂郡東海村（0292）82－8415　敦賀事業所福井県敦賀市明神町（0770）26－1854
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・一

工ネルギーの明日を考える

技術のスク

♂「　’．

瓦　．
本店〒531大阪市北区本庄東2丁目9番18号

電話（06）372－1151（大代表）
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無事故でよい仕事
営　業　種　目

1．電力設備の建設、改良及び補修

　工事並びに運転

2．土木工事業

3．建築工事並びに設計施工

4．管工事業

5．　塗岡構造物工事業

6．熱天色縁工事業

7．発電機運転指令通信工事業

8，前各号の事業に関連する機械、

　器具の製作並びに販売

9．損害保険の代理業並びに生命保

　　険の募集に関する業務

10．前各号に付帯関連する事業

㊦〉東電工業株武会社
東京都港区高輪　1　－　3　－13（密生興和高輪ビル）
岱TTNet（4436）8321（大代表）NTT　O3（3448）8311（大代表）

多年の経験と研究を生かして
　　　　　　　　　　　　　　　環境保全に奉仕、躍進

◇環境保全および放射線管理関連の各種施
　設、設備、機器、装置等の運転、保守お
　よび管理。

◇環境調査1則定およびその評価ならびに各
　種物質等の調査、分析および測定。
◇産業廃棄物および放射性廃棄物の加工処
　理および処分、販売。
◇放封性物質および放射線の管理。
◇原子力発電所における原子燃料の取扱、管理。

◇前各号事業に係る各種施設、設備、建築

　物および機器装置等の総合設計および工
　事監理。

◇建設業。

◇肥料の製造、販売ならびに高圧ガスの販売。

◇前各号事業に係る機器、資材、物品およ
　び工業用薬品類の販売。

◇前各号事業に係る各種試験調査研究およ
　び検査ならびにコンサルティング業。
◇前各号事業に係る代理、代行、賃貸等附
　帯関連する一切の事業。

　　　　　　　　　　　　　　⑥

東電環境エンジニアリング株式会社

取締役社長 永根　五郎

東京都港区芝浦4の6の14
電話（3452）4　6　6　1（代）
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コンピュータシミュレーションで
　　　　　　　　　　　　原子力発電の効率運転をめざす。

781

騨ソフトウ妨
大型計算機を使った原子力
発電所の炉心管理関係の技
術計算、あるいはプラント
の挙動解析等、発電所運営
上、重要な分野に取り組み
ます。

『『05東京都港区新橋6丁目19番15号

東京美術倶楽部ビル

TTNet　　　　4586－7666

NTT　　（03）3596－7666

FAX　　（03）3596－7656
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Q鴇
とこまでも

クオリティオリエンティッド

リオリテイρて何だろう
　　　　　もっと「クオリティ」について考えてみたい。

たから、私たちの合言葉はQ’d（クオソティオリエンティッド）でする

　　　　　　　　　　キュード

株式会社東京電気工務所

取締役会長花形　澄

購徽長高岡祥夫
105東京都港区新橋6－9－7
TTNe匙4436－8981

TEL　O3－3434－O151

エネルギーのためのデザインとコンストラクション
⑧原子力・火力・水力発電所・変電所および諸設備の電気・機械設備⑧情報・通儒システム、エレクトロニクス設備⑧建築

電気設備・自家用発変電設備㊧土木・建築　前記に伴うコンストラクション、メンテナンス、エンジニアリングサービス
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　　　、、

㊧

一貫したシステムでトータルサービス

1－4，KANDAjlNBOCHO，　CHIYODAKU，　TOKYO　101　TEし03－3294－4951。FAX　O3－3294－4960
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第26回原産年次大会

社団法人日本原子力産業会議・会員

　　　　　　（五十音順）
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こころを形に、かたちを未来に。

あ二尉粗
　　　　取締役社長奥　村　俊　夫

⑧本　　社1〒545大阪請刺箔野区松朗｝町2－2－2TEL（06）621－1101

㊥東京本社：〒107東京都港区元涛；坂1－3－10　　TEL（03＞3404－8111

技術と英知で確かな明日を創る一．総合建設業熊谷組

翻園熊谷繰
　　　取締役社長　熊谷太一郎

本　　社　〒162　東京都新霞区津久戸町2－1費03（3260＞21U

夢餅負人
　　　　　　　あなたの夢をかなえます

本杜大阪市中央区北久二k．．～…町3．1’［ヨ6番1サ電話06（244）350G
原子力部　東京都干代臼1区橿1田駿洞台2丁目3番地11　電話03（3296）？700

　　　　　豊かな環境を創造する

窃五洋建設椋武金鋸

取締役社長　水野廉平

本社／東京都文京区後楽2丁屠2番8号〒I12　TEL（03）3816－71目

「欝灘蒙一

取締役社長佐藤嘉剛

東京都中央区日本橋本町4－i2－20〒iO3　TEL（03）3661－i231

未来の環境を創る。一総合建設エンジニア
1洞ll川雌1闘li川1闇ll湘1詞獅【1目lil引田1隈暇冠羽lllm掴1照照Uii繊撫1轍【【【照鷲lllU照ll［【1【11照ll【【1

　　　　　騙酩

　　　　　　取締役社長　白石　孝誼

本社　東京都千代iヨ区神田岩本町1番地14費03（3253）9111㈹

大地への愛人間への愛

妻　高　組
社長鏡高一善
本　　社大阪市西区西本町2丁目2番11号
　　　大阪｛06｝531－64麗
東京本社東京都干代田区一番町31番地
　　　束蕩ミ　（03）3265－4611
支社・支店　大販・来京・北海道・来北・北閃東・千葉

　　　横浜・北陸・名古屋・広島・1璽園・九州

　　　限りない未来への挑戦

禽大確認」沐
　　　　名誉会長安田梅吉
　　　　会　長田口　　栄
　　　　社　長甕　　哲司
　本店岐阜市寧佐南1丁目6番8号容0582－76－1目1
　東京本社　東京都新宿区布谷田町2の35　費03－3268－55目

　支店札幌・仙台・東京・横浜・名古屋・大阪・広島・九州・干葉
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蕨日本原子力産業会議・会員
　　　　　　　（五十音順）
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新世紀へ新分野へ新技術礁

　　　　　　　　魂
　　　　　　　　胆輿

代表取締役社長戸田守二
本社／〒104東京都中央鷹京橋董一7－1盈（03＞3562－6111

　　技術。歴史への約束。

㊤飛島建設株試会社

　　　代表取締役社長飛島齊

本社／東京都千代田区三番町2番地　TELO3（3263）3151
支店／札幌・東北・東京・東関東・北関東・横浜・名古屋・北陸・大阪

　　広島・四国・九州

毎日ふれあう技術

㊥ 西松建設
　　　　　社長　柴　田　　平

帯105東京都港区虎ノ門1丁爵20番10号

　　　　TELO3（3502）02目（大代表）
KOKUDO

Ambience　Creation
私たちは、もっと豊かな社会づくり

に貢献します。

日本国土開発株式会社
取締役社長　辻岡聡宏
東京都港区赤坂4－9－9〒107
TEL．（03）3403－3311（代表）

　　　　　鱒

桁環境づくりフ三ン弓

　　取締役社長　　門出一憲
151粟京郵渋谷墜千駄ヶ谷4－6－15teL｛03｝3402－1911

閥
閉AEOA

前田建設
代表取締役社長前田顯治

〒102東京都千代田区富士見2丁目10番26号

　　　費03（3265）5551（大代表）

　　　　21世紀へのかけ橋

⑨三井建設
　　　　代表取締役社長鬼沢　正

〒10【東京都千代田区岩本町3一｝0－1

　　容東京（e3）582ト7001（番号案内）
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放射線管理

4営業項目レ

放射能癖嚇

綱擁麹爾
ランドリ’

管理
区域等清掃

確評工事

機器開発

：コンサルタント

　技術提携・Quadrex，　LC社（電解除染）

作業環境測定機関　12－22（第1～5号の作業場〉

手帳発効機関N－0627A～C・E～H・J～N・P・Q
建　　設　　業　（建設大臣許可）般61第9334号

技術革新の担い手

株式会社

本社〒104來京都中央区銀座5丁目5番12号　文芸春秋別館
　　　　　　　　　　　　　容03（3571）6059（代表）

叢酔筆セ㌻』277千難柏市細14・8
　　　　　　　　　　　　　容0471（45）3330（代表）

事務所：札幌事務所・福島事務所・茨城事務所・広島事務所
事業所：泊事業所・六ヶ所事業所・拍崎刈羽事業所・福島第一事業所・福島第二事業所・女川事業所
　　　原電事業所・浜岡事業所・福井事業所・敦賀事業所・島根事業所・四国事業所・九州事業所
営業所：東海営業所・大洗営業所・東京営業所・大阪営業所
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第26回

圏

日本原子力産業会議・会員

業種別懇談会

原産翁欠大会
⑩

開発電気株式会社
　　取締役社長　北　條　浩　洋

本店東京都千代田竃九段北4－2－5（共益市ヶ谷ビル）
　　　電話（03）3234－2731（代表）FAX（03）3234－2730

猛くRN心εN回く。

豊難関電工
　取締役社長　小　牧　正二郎

　〒108東京都港区芝浦4－8－33
　　　TEL：NTT　　O3（5476）21H
　　　　　　TTNet　　（4431）2111

　　　　　h面面
　　　　　CORPORAT｝ON

株式会社き1ん詔ん

　　取締役社長高橋季義
本　　店　大販市北区本庄東2丁目3番41号　予531TEL　O6－375－6000

束京本社　東京都品Ill区東五反田5丁目25番12号　〒141　TEL　O3－3447－3ユ51

株式会社九電工
　　　　　取締役社長古賀圭二

〒815福岡市南区那の1111丁目23－35容（092）523－1231

　　　　　　　＠

株式会社巾亀工

　　　取締役社長　宮崎　敏夫

本店：広島市西区上天満町1－15容（082＞291－7411

21世紀をリードする総合設彌企業

株式会社トーエネック
本店／名古慶布中区崇1－20－31愚460繋〈052＞221－1目1

東京出超／東京都豊島区巣鴨1－3－11　⑰」70　君く03＞5395－7題11

支店／大阪・名古屋・岡崎・騨圏・三露・岐皐・闇闇・籔田

＠

北陸電気工事株式倉社
　　　　取締役社長南日　　寛・

本店　〒930窟山市東田地方町1丁目1－1　費（0764）31－655王

支店　當山・高岡・金沢・七尾・福井・敦賀・東京・大阪

　　　　　　　　②

東光電気工事株式禽吐

　　　　取締役社長紅田和典
東京都千代田区西神田1－4－5　⑰101容（03）3292－2111

　　　　　　　　　⑭

北海電気工事株式会社
取締役社長齋藤正安

本店札幌市白石区菊水2条1丁自8番21号
　　電話011（8王1）9411（代表）FAX（823＞3912

　　　　　　　A　　　　，・慮・〆1

％傾eo
　　株式会社ユアテック

　　　　　取締役社長木下藤次郎

本　　社　仙台市宮城野区榴岡4丁目1番圭号　　電話仙台（022）296－2121

東京本部　東京都台東区東上野5丁昌2番2号　　電話束京（03）3844－7101

〃株式会画配
ン「ONDENKO

　　　　　取締役社長今村晶正

　本店　〒760高松市松島町1丁厨11番22号暦（0878）36－11U
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核燃料サイクル⑳開鰭に貢献ずる

●原子力施設の施工管理・放射線管理

●原子力施設の運転・保守

●MOX燃料の製造・加工・品質管理

轡燃料及び燃料用部材の試験・検査・分析

幽核燃料サイクル関連の技術開発

⑧原子力関係用品の販売

本　　　　社

東海事業所

筑波技術開発

センター
大洗事業所

水戸事務所

人形峠事業所

検査開発株式会社
〒100東京都千代田区永田町2一｝4－3（赤坂東急プラザ10の

　　TEL　O3－3593－2871㈹

〒：319一目茨城県那珂郡東海村村松4－33（動燃東海事業所構内）
　　TEL　O292－82－1496軽や

〒311－35茨城県行方郡玉造町芹沢920－75
　　TEL　O299－55－3255㈹

干3【H3茨城県東茨城郡大洗町成田町4002（動燃大洗工学センター構内）
　　TELO292－66－283㈹
〒310茨城県水戸市城南2－5－19（城南ビル3F）

　　TEL　O292－28－2136

〒708－06岡山県苫田郡上斎原村【550（動燃人形峠事業所構内）

　　TELO868－44－2569

明日のプラント、施設の実現に、エンジニアリングカを結集。

30余年にわたって、電カプラントを

中心にして培ってきた各種設計、製

造、施工、保修およびシステム構築

技術が多くの実績を残しています、

総合エンジニアリングカと国内事業

所35、海外拠点21、グループ企業

5社のネットワークでお客様のニー

ズにお応えしています、 團《U醐閣ALAN了

團案緩か語る技術の証

国内・海外の電カプラント、産藁プラント、新都市機

能施設等の各種躍気・機械設露工霧の設講・施工・

保鯵。計装制御装置等の各種機露の設計・製造。自

動検針システム・配電霞動化システム等の屑報通信

システムの構築。

株式会裡ワリ吸う⊃卜雛羊lll叢黙欝1灘謝1、印譜5100
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第26回原産年次大会

社団法人　研本原子力産業会議・会員

　　　　　業種別懇談会
　　　　　　（五十音順）

　　　快適な都市空間を創る

㊨三機工業株式会社

　　　取締役社長白谷清二

　　　本　社　東京都千代田区有楽町1－4－1
　　　　　　電話　（03＞35G2－6111

クリーン環境時代をリードする

く蓮〉冨難設備工業樵盛窟難

　　　　取締役社長寺本明男

◎本社／〒iO3東京都中央区日本橋蛎殻町｝一35－8費03（3667）3431

　　　　　を評な世界を㌔

◎新手冷熱工業株式平蔵
SHINRYO（⊃ORPORAr旧N
　　　　取締役社長加賀美郷

本社〒160東京都新宿区四谷2－4容（03）3357－2151（大fヤ）

囹引］ノ菱和

　　　取締役社長林　　昭八郎

本　社〒107東京都港区南青山2－3－6智（03）3402－4732
東海営業所　〒31§一目　茨城県那珂郡東海村舟石1【i613－57費（0292）83－2380

索洋熟工業
　　　　代義取饗役横田等

東京本店・エネルギーブラント事業推進部〒104東京都中央区京橋2－5－i2容（03）3562－i35【

東海事務所〒319－11茨城県那珂郡東海村字村松宇向雨沢363容（0292）82－3856
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明口の原子力のために

＝劉
　　　　　b

躍痘 扇 ●

犠

凹機器・設備の除染・解体・撤去

●各種施設の運転・保守

顯原子力・化学・一般機器、装置の

　設計・製作

團放射線計測器の点検・較正

顕環境試料の分析・測定

駈各種コンピュータのメインテナンス

技術提携先 ドイツ・クラフタンラーゲン社
米・クォード・レックス社
ドイツ・エレクトロワット・エンジニアリング社

原子力枝術株式会社
〈ノθαεARε1＞G〃〉εεRl〈1G　Cσ，σa

　　　本　社茨城県那珂郡東海村村松l141－4

　　　　　　　　TEL　　O292－82－9006

　　　東海纂業所　　茨城県那珂郡東海村村松4－33

　　　　　　　　TEL　　O292－83－0420

　　　東京事務所　　東京都港区南青由7－8－1

　　　　　　　　小田急南青山ビル5F
　　　　　　　　TEL　　O3－3498－0241

　科学技術庁溶接認可工場

　　　　　　2安（原規）第518号

　　　　　　2安（核規）第662号

　　　勝田エ場　　茨城県勝田市足崎西原隣76－19

　　　　　　　　TEL　　O292－85－3631

原子力蝋管所用韓置・機器
●試料採取設備　●自動廃液中和装置

●酸素注入装置　●ポンプ

20余年の実績と，

ノウハウの蓄積が

我々の自信です。

。価臼椴装，
④本　　　社：〒15G－91東京都渋谷区恵比寿3丁霞43番2号（臼機装ビル）

●東京支店：〒15G－91東京都渋谷区恵比寿2丁目27番10号（霞機装第2別館）

●大阪支店：〒541　火阪市中央区北浜4丁目1番21号（住友生命淀屋橋ビル8階）
●名吉屋支店：〒450　　名古屋市中村区名駅3丁目16番4号（太陽生命名駅ビル）

∫ピュア
自動イオン分折装遣

株式含弘
憎東　京（03）3443－3732

費東　　京（03）3440－3625

費大　　阪（06）　2G3－3493

僧名古屋（052）581－62GI

Ad－22



心と技術で未来をつくります。
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私たちは、明日を見つめ

　内外のニーズに力強く応えます。

～ア競掛冠難壁社
屋『OS闘旧A

〒105東京都港区西新橋3－7－1電話03（3438）8009（ダイヤルイン）

神奈川　中部　関西　九州

北海道　東北　信越　北陸　中国

千葉　埼玉　多摩　沼津　三重　四国　大分

幽
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2
6
回
原
産
年
次
大
会

設

〒101東京都千代餓区内神田玉玉一N（艮立鎌倉橋瑚館、　　奮（03B292－8…1…（大代）

灘『　・　・　　　　　　　轍・灘就遊
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原子カエンジ＝アリング
　　　　　　　　　　　　　千代田は化学プラントで培ってきた

　　　　　　　　　　　　　高度なエンジニアリングを

　　　　　　　　　　　　　原子カプラントでも生かしてまいりま洗

為
謬
，

％

　
　
、
番
♂
墾
》
数
鉾
ξ

♂
寒
戦
’

　
・
・

～

戯

エンジニアリングがさらに有効に生かされるものとして、例えば使用済みイオン交換樹脂の

焼却処理や、焼却に伴なう排ガス処理、焼却灰の溶融化、また廃棄物処理以外の分野

でもドラム缶貯蔵・搬出システム、廃炉に伴なう原子力施設の解体などユーザーが要請

する広範囲のものがありま魂千代田はこれからも原子力の分野でもケミカルプラントのエ

ンジニアリングを取り入れ、これら総合技術を活かしご期待とその要請に応えてまいりま曳

■千代田の原子力エンジニアリング・サービス

●原子力発電所諸設備エンジニアリング

●燃料農縮加工・再処理エンジニアリング

○放射性廃棄物の処理・貯蔵・搬出・処分エンジニアリング

●デコミッショニング・除染エンジニアリング

●原子力施設の安全解析及び環境アセスメント

●原子力システム・エンジニアリング

●放射性廃棄物関連設備エンジニアリング

　策奈本社筆沿5東京都港区芝a－31一憶　TEL（93）3456一｝211
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　　柏崎刈羽原子力発電所2号機
　も
噌・亥ｭ1翫
　〆　　輪　； 湖

配

OA、ロボット…と、エレクトロニクスを中

心とする先端技術の急激な進歩によって、

私たちの周囲はますます自動化が進み、生

活のかたちも大きく変わろうとしています。

この発展し続ける私たちの社会を支えてい

く上で、常に欠かすことのできないのが、

安定したエネルギーの確保です。

東芝は総合電機メーカーとしての技術力を

活かして、基軸エネルギーである原子力の

開発に全力を傾けています。

嗣鞠穆

ふ難∵

幽ざ＿
藤　　＿

A
・

ワ

二
鵠后

　　株式会社東芝エネルギー事業本部原子力事業部

干100東京都千代穣区内宰町H－6（NTT日比谷ビル〉電詣03（3597）2068（ダイヤルイン）

　　　　　　　　　　　　　　　エネルギにとエレクトロニクス

先端技術を産業社会に…E＆Eの東芝



お矢ロらせ

・4月14日（水）の開会セッション（9：00～13：15）における

中島衛原子力委員会委員長の所感は、大山彰原子力委員会委員長代理の

所感に変更になりました。

・4月14日（水）の開会セッション（9：00～13：15）における

　ミハイロフロシア原子力大臣の発表は、同大囲が来臼できなくなった為、

　シャイニコフ　ロシア原子力省　国際部長が代読することになりました。

・4月15日（木）の午餐会（12：15～14：15）における森喜：朗

通商産業大臣の所感は、逢沢一郎通商産業政務次官の断感に変更になり

　ました。

Anouncement

。On　behalf　of　Chairn雀an　Nakaji掛a，　re瓦1arks　is　giveτ1　by　Dr．　Oya皿a，

Vice　Chairπ董an，　representing　Ato！nic　Energy　Coπ峯π蓋issioR　oヂ　Japan

at　Opening　Session，　Wednesday，　Apri1　14．

。On　behalf　of　粥inister　Mikhailov，　his　presentation　is　given　by

Alexander　E．　Shai貌ikov，　the　Head　of　International　Relatio烈s

department，　Ministry　of　亀he　Russian　Fe（！eration　for　Ato！nic　Energy，

at　Opening　Session，　Wednesday，　Apri1　14．

・On　behalf　of　Minister　Mor玉，　remarks　are　give琵　by　Mr．　Aisawa，

Parlia矯entary　Vice　Minis℃er，　represen毛ing　Ministry　of　I難ter－

national　Trade　and　Industry　at　a　LuRcheon　on　Thursday，　Apri玉

　15．
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大　　山 彰

大正12年6月11B生まれ

昭和21年

　　26年

　　27年

　　36年

　　44年

　　56年

　　62年～

　　63年～

平成　3年～

東京帝国大学第一工学部電気工学科卒業

東京大学大学院修了

同　　　工学博士

同　　　教授

動力炉・核燃料開発事業団理事

原子力安全委員会委員

東京大学名誉教授

原子力委員会委員

原子力委員会委員長代理

CURR互CULUM　V　I　TAE

Akira　Oyarna
〈Bcrn　on　J琶ne　11，　1923）

1946

1952

1958－78

1979－81

1961－69

1961－71

1969－81

1971－79

1979－81

1981－88

1988－

1991一

B．S．　in　Engineering，　the　University　of　τokyo

Ph．　D．　in　Engineering，　the　sa震1e　University

A簡ember　of　specialist　co鵬斑i亀tee．　Ato聡ic君！｝ergy　Co！n冊issio翁（AEC）

Amember　of　specialist　com…nittee．　Atomic　Energy　Coπ蒲ission（AEC）

Professor　of　the　University　of　Tokyo

A　飢ember　of　Reactor　Safety　2xamination　Committee，　AEC

狂xecutive　director　of　Power　reactor　＆　Nuclear　fuel　dev610P1nent

Corporat　ion　（P思C）

Amember　of　Radiation　Council

Ame慮ber　of　specialist　co掛mitte（㍉醤uclear　Safety　Com揃issio捻くNSC）

Com皿issioner，　NSC

Co！nmissioner，　AEC

Vice　Chairman，　AEC
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逢　　沢 良区

昭和29年6月101ヨ生まれ

　　54年
　　60年

　　61年
　　62年
平成　元年

　　　2年

3年

4年

慶応義塾大学工学部卒業

（財）松下政経塾卒業

衆議院議員（自由民主脳・岡山県一区）

衆議院　法務委員会　理事

自由民主党　商工部会　副部会長

衆議院　商工委員会　理事

同　　　文教委員会　委員

自由民主党　交通部会　副部会長

同
同
同
同

国際局　次長

国防部会　副部会長

遊説局　局長

国民運動本部　副本部長

通商産業政務次官

CURRICULUM　VITAE

Ichiro　Aisawa

（Born　on　J疑ne　10，1954＞

1979

1985

1986

1987

1989

1990

1991

1992

Graduated　from　Keio　University　（Fac疑1ty　of　engineering）

Gra（i縫ated　from　τ数e　Matsushita　lnsti亀ue　of　Govern憩ent　and　Manage田enも

First　eIec毛ed　to　the　House　of　Representatives

Director，　Justice　Com聡1itもee　（Ho｛…se　of　Rep．）

豆）eputy　Director，　Commerce　a！1d　lndustry　Division　（LDP＞

Direc毛or，　Co厩merce　and　正日dus亀ry　Co醗n蓋it亀ee　（董｛ouse　of　Rep．）

Me！nber，　Education　Coπ主mittee　（Hcuse　of　Rep．）

Deputy　Director，　Tra！1sportat圭on　Divisio論　（LDP＞

Deputy　Director－GeRera1，　至nternatio籍a圭　Burea9　（LDP）

Deputy　Director，　Natio琵al　Defe養se　Division　（LDP）

Head，　Pub玉ic　Speeshes　Section　（H）P）

Depu£y　Chairman，　National　Ca磁paign　Headquarters　（LDP）

Parlia1nentary　Vice－Minister　of　玉1｝ternational　Trade　and　Industry



　　　　　第26回原産年次大会
The　26th　JAIF　A総nual　Conまerence

コメント用紙
COMMENTS

氏名・所属
From：Name：

Title：

Organization：

意見・質問事項
To：Sessio捻

Speaker

Co㎜e捻ts：

（注）コメントのある方は本用紙にご記入のうえ、ロビーのコメント箱に投入して
下さい。

Please　pt…t　this　form　with　your　co㎜給nts　into　the　Box　for　Co！㎜給nts

in　the　entrance　hall．

Your　comments　orl　conferer｝ce　Sessior主s　are　welcoI聡．
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くらしに贈る、ゆとりとあかり。

くらしに温かいあかりを灯してくれる電気。

その約3割は原子力発電によって供給されています6

ゆとりあるくらしのために、エネルギーの明日を考え、

私たちの技術と研究がお役に立つよう努めていまする

蓼一ダ

《　三菱では、マンマシン・インターフェイスの改善（新型中央制御室）、安全性の強化（改良型安全防護設備）、放射性廃棄物の低減（発生量の低減）等の改良に努めていまする》

三菱重工業株式会社 本社　原子力事業本部　東京都千代田区丸の内2－5－1予10G容（03）3212－3111

支社　大阪／名古屋／九州／北海道／中国／東北／北陸／四国


